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第2章 パブリック空間や空き地、空き店舗の再生・利活用等及びエリア価値

向上のための都市サービス提供等に関する現状把握及び普及啓発 

2.1 「ウォーカブル」アンケート調査等の実施 

都市再生推進法人、民間まちづくり団体及び全国の地方公共団体等を対象とするアンケート等の

調査を実施し、人中心の「居心地が良く歩きたくなる」まちなか空間の形成に向けて、道路・公園・駐

車場・民間敷地を活用した広場などのパブリック空間や空き地、空き店舗の再生・利活用等を行って

いる先進的な事例を把握するとともに、事例において活用している制度・実施体制・財源・プロセス・

これらの工夫点等やその他官民連携まちづくりの現況等を整理した。 

 
2.1.1 「ウォーカブル」アンケート調査 

(1) アンケート調査実施概要 

1) 調査の種類と対象 

全国の市区町村や民間まちづくり団体を対象に各調査を実施した。主な調査内容と対象団体は

下表のとおりである。 

表 2.1-1 調査対象団体一覧 

No. 調査内容 対象団体 団体数 
一覧掲載
箇所 

調査 1 
「居心地が良く歩き
たくなる」まちなか事
例に関する調査 

全国の市区町村  1,741※1 ― 

民間まちづくり団体 166 ― 

（内訳） 都市再生推進法人 99※2 表 2.1-2 

 全国中心市街地活性化まちづくり
連絡会議会員 

36※3 表 2.1-3 

 全国エリアマネジメントネットワーク
会員 

31※4 表 2.1-4 

調査 2 

都市再生推進法人
の新規指定状況及
び法人指定に関す
る調査 

全国の市区町村 1,741※1 ― 

調査 3 
官民連携制度を活
用したまちづくりに関
する調査 

全国の市区町村 1,741※1 ― 

調査 4 
都市再生推進法人
の実施事業に関する
調査 

都市再生推進法人 99※1 ― 

調査 5 
都市再生推進法人
の活動実態に関する
調査 

都市再生推進法人 99※1 ― 

 
※1 全国の 1747 市区町村（R4 年 9 月時点）から北方領土 6 村を除した数となる。 
※2 民間まちづくり団体へのアンケート調査における都市再生推進法人数は令和 4 年 11 月以降に指定が確

認された団体を除した数となる。（次項参照） 
※3 民間まちづくり団体へのアンケート調査における全国中心市街地活性化まちづくり連絡会議会員数は、

会員のうち都市再生推進法人である会員を除した数となる。 
※4 民間まちづくり団体へのアンケート調査における全国エリアマネジメントネットワーク会員数は、会員のうち

都市再生推進法人である会員及び全国中心市街地活性化まちづくり連絡会議会員である会員を除した
数となる。  
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(2) 対象団体の詳細 

表 2.1-2 都市再生推進法人一覧(令和 4 年 10 月時点) 

 

No. 団体名 指定年月日 都道府県 市区町村 

1 札幌大通まちづくり株式会社 平成 23 年 12 月 9 日 北海道 札幌市 

★2 株式会社はこだて西部まちづく Re-Design 令和 3 年 10 月 11 日 北海道 函館市 

3 株式会社まちづくり八戸 令和 2 年 12 月 21 日 青森県 八戸市 

4 むつまちづくり 株式会社 平成 27 年 7 月 15 日 青森県 むつ市 

5 株式会社 キャッセン大船渡 平成 30 年 3 月 26 日 岩手県 大船渡市 

6 一般社団法人 荒井タウンマネジメント 平成 28 年 1 月 14 日 宮城県 仙台市 

7 株式会社街づくりまんぼう 令和 2 年 5 月 29 日 宮城県 石巻市 

8 NPO 法人かみのやまランドバンク 令和 3 年 3 月 30 日 山形県 上山市 

9 株式会社テダソチマ 令和 1 年 12 月 18 日 福島県 須賀川市 

10 株式会社 まちみとラボ 平成 30 年 11 月 1 日 茨城県 水戸市 

11 牛久都市開発 株式会社 平成 25 年 9 月 25 日 茨城県 牛久市 

12 公益財団法人 前橋市まちづくり公社 平成 30 年 12 月 18 日 群馬県 前橋市 

13 一般社団法人前橋デザインコミッション 令和 2 年 4 月 1 日 群馬県 前橋市 

14 一般社団法人 美園タウンマネジメント 平成 28 年 7 月 12 日 埼玉県 さいたま市 

15 一般社団法人 アーバンデザインセンター大宮 平成 29 年 10 月 4 日 埼玉県 さいたま市 

16 株式会社 まちづくり川越 平成 24 年 8 月 7 日 埼玉県 川越市 

17 川口都市開発株式会社 平成 30 年 10 月 1 日 埼玉県 川口市 

18 アコス株式会社 令和 2 年 8 月 14 日 埼玉県 草加市 

19 特定非営利活動法人法人今様草加宿 令和 2 年 8 月 14 日 埼玉県 草加市 

20 株式会社まちづくり寄居 令和 2 年 10 月 1 日 埼玉県 寄居町 

21 一般社団法人 柏の葉アーバンデザインセンター 平成 26 年 1 月 14 日 千葉県 柏市 

22 一般財団法人 柏市まちづくり公社 平成 26 年 2 月 14 日 千葉県 柏市 

23 一般財団法人 柏市みどりの基金 平成 26 年 3 月 31 日 千葉県 柏市 

24 一般社団法人ＵＤＣＫタウンマネジメント 平成 31 年 1 月 30 日 千葉県 柏市 

25 秋葉原タウンマネジメント 株式会社 平成 25 年 8 月 1 日 東京都 千代田区 

26 一般社団法人 大手町・丸の内・有楽町地区まちづくり協議会 平成 25 年 9 月 3 日 東京都 千代田区 

27 一般社団法人 有楽町駅周辺まちづくり協議会 平成 27 年 6 月 2 日 東京都 千代田区 

28 一般社団法人 日比谷エリアマネジメント 平成 27 年 6 月 24 日 東京都 千代田区 

29 NPO 法人大丸有エリアマネジメント協会 令和 1 年 11 月 20 日 東京都 千代田区 

30 一般社団法人日本橋宝町エリアマネジメント 令和 2 年 9 月 15 日 東京都 中央区 

★31 一般社団法人日本橋浜町エリアマネジメント 令和 4 年 1 月 17 日 東京都 中央区 

32 一般社団法人 新虎通りエリアマネジメント 平成 29 年 10 月 10 日 東京都 港区 

33 一般社団法人竹芝エリアマネジメント 平成 30 年 11 月 27 日 東京都 港区 

34 一般社団法人 新宿副都心エリア環境改善委員会 平成 27 年 3 月 26 日 東京都 新宿区 

35 株式会社 ジェイ・スピリット 平成 28 年 6 月 30 日 東京都 目黒区 

36 一般社団法人二子玉川エリアマネジメンツ 令和 2 年 2 月 21 日 東京都 世田谷区 

37 一般社団法人渋谷駅前エリアマネジメント 平成 30 年 5 月 11 日 東京都 渋谷区 

★38 一般社団法人小岩駅周辺地区エリアマネジメント 令和 4 年 3 月 29 日 東京都 江戸川区 

39 一般財団法人武蔵野市開発公社 令和 2 年 12 月 4 日 東京都 武蔵野市 

40 一般社団法人まちづくり府中 令和 2 年 1 月 30 日 東京都 府中市 

41 株式会社町田まちづくり公社 令和 1 年 9 月 25 日 東京都 町田市 

42 新潟古町まちづくり株式会社 令和 1 年 8 月 13 日 新潟県 新潟市 

43 株式会社 富山市民プラザ 平成 25 年 3 月 1 日 富山県 富山市 

★44 株式会社 こまつ賑わいセンター 令和 4 年 3 月 16 日 石川県 小松市 

45 まちづくり福井 株式会社 平成 25 年 4 月 18 日 福井県 福井市 

★46 まちづくり武生株式会社 令和 4 年 7 月 26 日 福井県 越前市 

47 株式会社 飯田まちづくりカンパニー 平成 24 年 3 月 30 日 長野県 飯田市 

48 特定非営利活動法人 南信州おひさま進歩 平成 24 年 3 月 30 日 長野県 飯田市 

49 特定非営利活動法人 いいだ応援ネットイデア  平成 24 年 3 月 30 日 長野県 飯田市 

50 株式会社まちづくり佐久 令和 2 年 3 月 27 日 長野県 佐久市 

51 柳ヶ瀬を楽しいまちにする株式会社 平成 29 年 7 月 7 日 岐阜県 岐阜市 

52 多治見まちづくり株式会社 平成 30 年 12 月 28 日 岐阜県 多治見市 
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★：調査 2（p2.1-43）にて調査実施期間内に新たに把握をした法人（アンケート発出） 

☆：調査 2（p2.1-43）にて調査実施期間外に新たに把握をした法人（アンケート未発出） 

※都市再生推進法人を指定している市町村（コード）順にて整理  

No. 団体名 指定年月日 都道府県 市区町村 

53 一般社団法人 草薙カルテッド 平成 30 年 6 月 24 日 静岡県 静岡市 

54 御伝鷹まちづくり株式会社 令和 2 年 3 月 16 日 静岡県 静岡市 

55 一般社団法人伊豆長岡温泉エリアマネジメント 令和 3 年 8 月 27 日 静岡県 伊豆の国市 

56 栄ミナミまちづくり 株式会社 平成 30 年 2 月 22 日 愛知県 名古屋市 

57 錦二丁目エリアマネジメント株式会社 令和 3 年 4 月 28 日 愛知県 名古屋市 

★58 公益財団法人名古屋まちづくり公社 令和 4 年 3 月 8 日 愛知県 名古屋市 

59 株式会社まちづくり岡崎 令和 1 年 5 月 22 日 愛知県 岡崎市 

60 特定非営利活動法人岡崎まち育てセンター・りた 令和 1 年 5 月 22 日 愛知県 岡崎市 

61 株式会社三河家守舎 令和 1 年 5 月 22 日 愛知県 岡崎市 

★62 特定非営利活動法人志民連いちのみや 令和 4 年 3 月 18 日 愛知県 一宮市 

63 高蔵寺まちづくり株式会社 平成 30 年 10 月 5 日 愛知県 春日井市 

64 一般社団法人 TCCM 平成 30 年 3 月 23 日 愛知県 豊田市 

★65 株式会社城下町 PRIDE 令和 4 年 8 月 15 日 愛知県 西尾市 

☆66 特定非営利活動法人やらまいか人まちサポート 令和 4 年 8 月 22 日 愛知県 西尾市 

67 株式会社 まちづくり東海 平成 27 年 3 月 9 日 愛知県 東海市 

68 株式会社 まちづくり大津 平成 25 年 4 月 18 日 滋賀県 大津市 

69 えきまち長浜 株式会社 平成 30 年 2 月 20 日 滋賀県 長浜市 

70 草津まちづくり 株式会社 平成 25 年 12 月 27 日 滋賀県 草津市 

71 株式会社みらいもりやま２１ 令和 1 年 5 月 16 日 滋賀県 守山市  

72 一般財団法人 グランフロント大阪 TMO 平成 26 年 7 月 29 日 大阪府 大阪市 

73 一般社団法人梅田１丁目エリアマネジメント 令和 3 年 5 月 13 日 大阪府 大阪市 

74 アドバンス寝屋川マネジメント株式会社 令和 1 年 3 月 6 日 大阪府 寝屋川市 

75 神戸ハーバーランド株式会社 令和 1 年 3 月 14 日 兵庫県 神戸市 

76 NPO 法人 わくわく西灘 令和 2 年 10 月 15 日 兵庫県 神戸市  

77 一般社団法人リバブルシティイニシアティブ 令和 2 年 11 月 30 日 兵庫県 神戸市 

78 株式会社神戸ウォーターフロント開発機構 令和 3 年 8 月 2 日 兵庫県 神戸市 

79 株式会社 PAGE 令和 2 年 3 月 27 日 兵庫県 福崎町 

80 桜井まちづくり株式会社 平成 28 年 9 月 1 日 奈良県 桜井市 

81 特定非営利活動法人 砂山バンマツリ 平成 29 年 12 月 26 日 和歌山県 和歌山市 

82 特定非営利活動法人 愛福会 平成 29 年 12 月 26 日 和歌山県 和歌山市 

83 株式会社 紀州まちづくり舎 平成 29 年 12 月 26 日 和歌山県 和歌山市 

84 株式会社 sasquatch（サスカッチ） 平成 29 年 12 月ー日 和歌山県 和歌山市 

85 一般社団法人 みんとしょ 平成 29 年 12 月 26 日 和歌山県 和歌山市 

86 株式会社 真田堀家守舎 平成 26 年 12 月 26 日 和歌山県 和歌山市 

87 株式会社 ワカヤマヤモリ舎 平成 29 年 12 月 26 日 和歌山県 和歌山市 

88 株式会社 宿坊クリエイティブ 平成 26 年 12 月 26 日 和歌山県 和歌山市 

89 ビーフレンズ 株式会社 平成 29 年 12 月 26 日 和歌山県 和歌山市 

90 一般社団法人市駅グリーングリーンプロジェクト 令和 1 年 6 月 18 日 和歌山県 和歌山市 

91 一般社団法人 ミチル空間プロジェクト 令和 2 年 11 月 24 日 和歌山県 和歌山市  

★92 一般財団法人和歌山まちづくり財団 令和 4 年 3 月 11 日 和歌山県 和歌山市 

93 おかやま未来まちづくり株式会社 令和 2 年 10 月 21 日 岡山県 岡山市 

★94 一般社団法人ぷらっと西川 令和 4 年 3 月 8 日 岡山県 岡山市 

95 倉敷まちづくり株式会社 令和 3 年 7 月 8 日 岡山県 倉敷市 

★96 特定非営利活動法人ＳＹＬ 令和 4 年 4 月 15 日 広島県 呉市 

☆97 一般社団法人 KURE－PERS 令和 4 年 10 月 4 日 広島県 呉市 

98 株式会社 築切家守舎 令和 3 年 1 月 20 日 広島県 福山市 

☆99 福 Lab 株式会社 令和 4 年 9 月 16 日 広島県 福山市  

100 株式会社にぎわい宇部 令和 2 年 3 月 31 日 山口県 宇部市 

101 株式会社 HYAKUSHO 令和 2 年 8 月 31 日 香川県 丸亀市 

102 株式会社こうし未来研究所 平成 30 年 10 月 26 日 熊本県 合志市 

☆103 株式会社大分まちなか倶楽部 令和 4 年 5 月 12 日 大分県 大分市 
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表 2.1-3 全国中心市街地活性化まちづくり連絡会議 会員（アンケート送付団体）（令和 4 年 10 月時点） 

※下記の団体に事前に調査依頼を行い、調査実施可能な団体に調査票を送付した。 

全国中心市街地活性化まちづくり連絡会議 会員 

1 （株）まちづくり川越【◎】 23 NPO 法人ながおか未来創造ネットワーク 

2 （一財）柏市まちづくり公社【◎】 24 末広開発（株） 

3 （株）飯田まちづくりカンパニー【◎】 25 （株）金沢商業活性化センター 

4 （株）まちづくり東海【◎】 26 港都つるが（株） 

5 まちづくり福井（株）【◎、〇】 27 （一財）岐阜市にぎわいまち公社 

6 多治見まちづくり（株）【◎】 28 （公財）静岡市まちづくり公社 

7 （株）にぎわい宇部【◎】 29 かけがわ街づくり（株） 

8 （株）まちづくり佐久【◎、〇】 30 （株）まちなかラボ 

9 （株）街づくりまんぼう【◎】 31 福知山まちづくり（株） 

10 （株）まちづくり八戸【◎】 32 （株）黒壁 

11 まちづくり武生（株） 33 長浜まちづくり（株） 

12 豊後高田市観光まちづくり（株）【◎】 34 新長田まちづくり（株） 

13 （株）楽市白河 35 伊勢まちづくり（株） 

14 豊田まちづくり（株） 36 （一財）鳥取開発公社 

15 （株）振興いわみざわ 37 （株）街づくり山口 

16 小樽駅前ビル（株） 38 高松まちづくり（株） 

17 盛岡まちづくり（株） 39 （株）まちづくり松山 

18 （株）まちづくり会津 40 ＮＰＯ法人うちぬき２１プロジェクト 

19 大田原市中心市街地活性化協議会 41 （株）まちづくり熊本 

20 NPO 法人 宇都宮まちづくり推進機構 42 （株）大分まちなか倶楽部 

21 （株）オアシス今市 43 （一社）日向市観光協会 

22 （株）まちづくり長野   

◎・・・都市再生推進法人 

○・・・全国エリアマネジメントネットワークエリアマネジメント会員 
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表 2.1-4 全国エリアマネジメントネットワーク エリアマネジメント会員一覧（令和 5 年 3 月時点） 

全国エリアマネジメントネットワーク エリアマネジメント会員一覧 

1 (ー社)荒井タウンマネジメント【◎】 25 (ー社)大阪ビジネスパーク協議会 

2 秋葉原タウンマネジメント(株)【◎】 26 烏丸通りまちづくり協議会 

3 
(ー社)大手町・丸の内・有楽町地区まちづ

くり協議会【◎】 

27 (ー社)ささしまライブまちづくり協議会 

4 (ー社)新虎通りエリアマネジメント【◎】 28 仙駅東エリアマネジメト協議会 

5 (株)富山市民プラザ【◎】 29 千葉市中心市街地まちづくリ協議会 

6 まちづくり福井(株)【◎、●】 30 デポアイランド通り会 

7 草津まちづくり(株)【◎】 31 協同組合中之町商店会 

8 (ー社)渋谷駅前エリアマネジメント【◎】 32 名古屋駅太閤通口まちづくり協議会 

9 (ー社)竹芝エリアマネジメント【◎】 33 錦二丁目まちづくり協議会 

10 
NPO 法人 大丸有エリアマネジメント協

会【◎】 

34 浜松まちなかマネジメント(株) 

11 (ー社)二子玉川エリアマネジメンツ【◎】 35 広島駅周辺地区まちづくり協議会 

12 (株)まちづくり佐久【◎、●】 36 (ー社)藤沢駅周辺地区エリアマネジメント 

13 長浜まちづくり(株)【●】 37 NPO 法人御堂筋・長堀 21 世紀の会 

14 札幌駅前通まちづくり(株) 38 ミナミまち育てネットワーク 

15 
(ー社)ドレッセWISEたまプラザ工リアマ

ネジメンツ 

39 ミナミ御堂筋の会 

16 梅田地区工リアマネジメント実践連絡会 40 名駅南地区まちづくり協議会 

17 (ー社)淡路工リアマネジメント 41 横浜駅西口振興協議会 

18 名古屋駅地区街づくリ協議会 42 NPO 法人 KAO（カオ）の会 

19 (ー社)御堂筋まちづくリネットワーク 43 （株）キャッセン大船渡【◎、★】 

20 (ー社)横浜みなとみらい 21 44 （一社）草薙カルテッド【◎、★】 

21 
博多まちづくり推進協議会 45 （一社）中目黒駅周辺地区エリアマネジメン

ト【★】 

22 (ー社)中之島まちみらい協議会 46 日本橋浜町エリアマネジメント【◎、★】 

23 エキキタまちづくり会議 47 We Love 天神協議会【★】 

24 (ー社)大阪梅田エリアマネジメント 48 (ー社)TCCM【◎、★】 

◎・・・都市再生推進法人 

●・・・全国中心市街地活性化まちづくり連絡会議会員 

★・・・新規会員（アンケート未発出） 
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(3) 調査実施実績 

アンケート調査の実施状況と実施方法は下記のとおりである。 

表 2.1-5 調査実施スケジュール 

実施日 実施内容 送付資料 

令和 4 年 ●アンケート調査票の送付  

9 月 12 日（月） 
○全国の市区町村へは国土交通省都市局ま

ちづくり推進課より各地方整備局、都道府県担

当者を経由して送付 

・事務連絡 

・調査内容と回答方法 

・調査票１～３ 

・様式２-１.２-２ 

 

 

 
○都市再生推進法人へは調査委託先（建設環

境研究所）から送付 

・事務連絡 

・調査内容と回答方法 

・調査票１.４.５ 
 

・2021 年 9 月までに都市再生推進法人に指定

されている団体に対し、右記の書類を送付 

 
・また、本調査にて新たに把握した新規都市再

生推進法人にも随時、書類を送付 

 ○全国中心市街地活性化まちづくり連絡会議

の会員へは調査委託先（建設環境研究所）か

ら送付 

・事務連絡 

・調査内容と回答方法 

・調査票１ 

 

 

 ○全国エリアマネジメントネットワークのエリアマ

ネジメント会員へは全国エリマネネットワーク事

務局から送付 

・事務連絡 

・調査内容と回答方法 

・調査票１ 

 

 

9 月 26 日（月） ●アンケート調査の一次回答期限  

10 月 3 日（月） 

●アンケート調査の未回答団体等に対する調

査協力依頼の実施①各調査票の送付時の担

当が実施 

 

～   

10 月 31 日（月）   

10 月 31 日（月） ●アンケート調査票の最終回答期限  
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2.1.2 各アンケートの実施結果 

(1) 調査１：「居心地が良く歩きたくなる」まちなか事例に関する調査 

全国の市区町村や民間まちづくり団体が、具体的にどのような事例を知りたいと考えているか把握

をし、今後の国土交通省からの情報発信等に役立てるため、調査１を実施した。アンケートは

Microsoft Forms を活用した WEB 形式及び、Microsoft Excel のアンケート票（資料 2-1）にて実施

した。 

1) 回答状況 

「居心地が良く歩きたくなる」まちなか事例に関する調査を行った結果、全国の地方公共団体では

全体の 94%、民間まちづくり団体では全体の 74%の回答があった。 

 
表 2.1-6 調査１：「居心地が良く歩きたくなる」まちなか事例に関する調査回答状況 

対象団体 団体数 回答数 回答率 

全国の市区町村  1,741 1,631 94% 

民間まちづくり団体  166 123 74% 

（内訳） 都市再生推進法人 99 80 81% 

 
全国中心市街地活性化まちづくり連絡会議

会員 
36 30 83% 

 全国エリアマネジメントネットワーク会員 29 13 45% 
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2) 調査項目 [市区町村向] 

資料 2-1：調査１[市区町村向] 調査票（1/3） 
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資料 2-1：調査１[市区町村向] 調査票（2/3） 
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資料 2-1：調査１[市区町村向] 調査票（3/3） 
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3) 調査結果：調査票 1 「居心地が良く歩きたくなる」まちなか事例に関する調査  

[市区町村向] 

回答から、10%の市区町村においてパブリック空間活用に取り組んでおり、そのうち 40%が他地区

の参考となる事例であると回答されている。 

参考となる事例としては、道路空間活用が最も多く（48 地区）、公園空間活用がそれに次いで、多

い（24 地区）。 

 

■設問 

 

■回答数・回答割合 
項目 回答数 割合 

➀ある 163 10% 
②ない 1468 90% 
合計 1,631 - 

 
 
 
 
 

■設問 

 

■回答数・回答割合 
項目 回答数 割合 

➀ある 65 39.9% 
②ない 98 60.1% 
合計 163 - 

 

 

 

 

 

（１）貴団体管内において、パブリック空間(道路・公園・広場・河川等)を活用しての活性化等に取り組んでいる
団体(都市再生推進法人等)の事例はありますか。 

（２）貴団体管内で行われている取組みのうち、全国の地方公共団体や民間まちづくり団体が実施する取組に
参考になると思われる事例があればご教示下さい。 

➀ある, 10%

②ない, 90%

➀ある
39.9%

②ない
60.1%

n=163

n=1,631 
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■設問 

 

■回答 1［道路空間活用］ 
NO 都道府県 市区町村 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の

有無 減免の根拠 

1 北海道 札幌市 狸小路商店街 札幌狸小路商店街振興組
合 道路協力団体制度を活用し、各店舗前で物販やイス・テーブル等の占用による賑わいを創出 ー 有り 道路協力団体制度の活用 

2 岩手県 大船渡市 キャッセンビアガーデン 株式会社キャッセン大船渡 中心市街地の真ん中を流れる川の両側道路を歩行者天国とし、飲食店テントやキッチンカーと併
せて飲食スペースを設置 ー 有り 

都市再生推進法人による占用で
あり、占用物件又は施設が公共の
用に供せられるため 

3 宮城県 仙台市 仙台駅東地区 仙台駅東まちづくり協議会 多様なモビリティが利活用する際に生じる手続きや走行ルール、道路構造の課題等を抽出し、調
査分析 ー 有り まちづくりに資する取り組みのため 

4 宮城県 仙台市 泉中央駅前広場 泉中央駅前地区活性化協
議会 ペデストリアンデッキ下を多目的に利用可能な広場へとリニューアル ー 有り 仙台市道路占用料条例施行規

則第 59号 

5 茨城県 水戸市 水戸まちなかオープンテラス
事業 株式会社 まちみとラボ 国道 50号沿道の飲食店で路上利用の希望がある店舗について,まちみとラボから占用許可申請 ー 有り オープンテラス事業による占用のた

め，占用料全額免除 

6 茨城県 ひたちなか市 TAMARIBA横丁 ひたちなかまちづくり株式会社 年 4回開催し，飲食や物販・ワークショップブース，ステージからなる商店街の賑わいを創出する
イベント 

警備費，広告
宣伝費，ステー
ジ，通信運搬

費等 

有り 
市が関与する事業であり，公共性
の高い会社であるため（市長が認
めるもの） 

7 茨城県 常陸大宮市 常陸大宮駅前パブリックスペースプロジェクト 医療法人博仁会 駅前の道路空間を活用し、キッチンカーを配置（月 1回程度） 道路一時使用
許可 ー ー 

8 群馬県 前橋市 道路占用特例制度の活
用 

公益財団法人前橋市まちづ
くり公社 

商店街で道路占用特例制度を活用し、これから出店を目指す方たちが商店街の空き店舗前で
お店を出すなどの取り組み ー ー ー 

9 群馬県 高崎市 高崎まちなかオープンカフェ 高崎まちなかオープンカフェ推進協議会 まちなかに飲食店を中心としたオープンカフェを設置 17,000円 有り 道路法施行令第 19条第 3項 

10 埼玉県 朝霞市 ASAKA STREET 
TERRACE あさかエリアデザイン会議 実証実験として朝霞駅南口駅前通りに交通規制（一方通行や歩行者天国など）を施し、テラ

ス営業やアート表現の場として活用 ー 有り 
主催団体にしも参画しているため。
また、実証実験として開催している
ため。 

11 千葉県 千葉市 千葉公園通りエリア 千葉市 市主催ウォーカブル社会実験を経て、地域主体の体制へ段階的に移行予定 ー 有り 公的主体 

12 千葉県 柏市 柏駅前デッキ利活用プロジ
ェクト 

一般財団法人柏市まちづくり
公社 道路占用の特例に基づく道路空間の利活用 466,720円 有り 柏市道路占用料条例 

13 東京都 港区 新虎通り周辺エリア 一般社団法人新虎通りエリア
マネジメント 道路占用許可の特例制度を活用した、道路内建築やオープンカフェの設置 ー ー ー 

14 東京都 台東区 浅草六区ブロードウェイ 一般社団法人浅草六区エリ
アマネジメント協会 オープンカフェやイベントなどの収益活動を実施 ー 有り 台東区道路占用料等徴収条例

第 3条第 8号 

15 東京都 品川区 大井どんたく夏まつり NPO まちづくり大井 道路空間に周辺商店街や外部団体と協力し、お店や盆踊りをする舞台等の設置を行い、お祭り
を開催。 ー ー ー 

（３）具体的に参考になる事例がある場合、その内容に関して下記の設問にお答えください。複数の取組がある場合は活用されている主なパブリック空間毎に代表的
な取組を一つ記入して下さい。 
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NO 都道府県 市区町村 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の
有無 減免の根拠 

16 東京都 目黒区 目黒川道プロジェクト 
一般社団法人中目黒駅周
辺地区エリアマネジメント
(NAM） 

目黒川沿い区道において、憩いや交流の場を目指し、NAMが歩行者専用化する実証実験を行
う（10/1,2実施予定） ー ー ー 

17 東京都 世田谷区 二子玉川駅交通広場 一般社団法人 二子玉川エ
リアマネジメンツ 

二子玉川駅の交通広場内に広告物を掲出。得られた収益により、交通広場の清掃や新二子橋
（国道 246号）橋脚の清掃等を行っている。 有り 有り 世田谷区道路占用料等徴収条

例第３条 
18 東京都 世田谷区 三茶のミライ 世田谷区 道路上に人工芝やイス等を設置し、滞在性の向上を図る社会実験。 0 有り 道路法第 39条ただし書き 

19 東京都 豊島区 グリーン大通り、南池袋公
園 

グリーン大通りエリアマネジメン
ト協議会 マーケットやストリートファニチャーの設置を実施。 0円 ー ー 

20 東京都 三鷹市 三鷹テラストリート 協同組合三鷹中央通り商店
会、三鷹市 

令和２年６月に国土交通省が講じた道路占用基準の緩和を受け、三鷹中央通り商店会内の
店舗にて、歩道での路上客席を開始 ー ー ー 

21 東京都 府中市 けやき並木ストリートテラス 一般社団法人まちづくり府中 府中駅前のけやき並木にて毎週日曜日の正午～午後５時頃まで無料で使用できる椅子やテーブル等を設置 ー 有り 府中市道路占用料徴収条例第
４条第１０号 

22 新潟県 長岡市 長岡駅前地区 長岡市商店街連合会 歩道の有効活用（オープンカフェ） 0円 有り 不明（使用料徴収がないため） 

23 石川県 金沢市 犀川リバーカフェなど 金沢片町まちづくり会議（道
路協力団体） 

歩道の清掃や花壇の植え替え、犀川大橋のライトアップ、オープンカフェ、ベンチの設置などの活
動。 ー ー ー 

24 福井県 敦賀市 一般国道８号 本町１丁目商店街振興組
合 

毎月第２土曜日を中心に、商店や市内の方による手作り雑貨や野菜の販売、ケータリングカーな
どを実施 0円 有り 道路法第３９条第１項（敦賀

市が申請主体となっている。） 

25 山梨県 山中湖村 山中湖村 おもてなし活動 おもてなしの会（道路協力団体） 屋台の出店等 ー 有り ー 

26 長野県 佐久市 中込商店街 B街区 デザインミーティングなかごみ 幅員１８mの市道（歩行者専用道路）において、市道に芝を張り、テントやファニチャーを設置
し、市民が居心地よく集える空間となるよう社会実験を実施 ー 有り 収益を得ないことと行政との連携に

よるため 

27 岐阜県 大垣市 まちなかテラス 大垣市（占用主体） 大垣駅周辺の路上利用のほか、公園、広場等の公共空間においてのテラス席の設置や物品販
売などの取り組みの一体的支援。 0 有り 市が占用主体のため 

28 静岡県 沼津市 新仲見世商店街 新仲見世商店街 歩道上にテーブルやイス、パラソル、植栽などを歩道上に設置。 ー 有り 商店街が公共的な目的でイス・テ
ーブル等を設置するため 

29 静岡県 伊豆の国市 伊豆長岡地区 （一社）伊豆長岡温泉エリ
アマネジメント 

毎月第 2日曜日を基本に地域のにぎわいや出会いの場として開かれる伊豆長岡温泉お散歩
市。道路空間や空き旅館を活用 ー 有り 地域のにぎわい、まちづくり 

30 愛知県 岡崎市 QURUWA地区（康生
通り） 株式会社まちづくり岡崎 H30年度からの社会実験を積み重ねることで、軒先等の道路空間活用を推進 ー 有り コロナ特例 

31 愛知県 一宮市 杜の宮市、まちの宮市 杜の宮市準備委員会 2001年から「杜の宮市」を年に 1回開催。2020年からはウィズコロナのイベントとして 3 と 8が
つく日曜日に「まちの宮市」を開催 0円 有り 市の施策に準じる 

32 愛知県 豊田市 Toyota Street Market （一社）TCCM マーケット開催による周辺再開発ビルへの波及効果の創出、及び来場者のまちなかへの滞在・回
遊の向上 ー 有り ー 

33 愛知県 安城市 つかう.meet.FES つかう.meet 安城市が実施する「公共空間のあり方をつかいながら考える」制度である「マチナカプレイスメイキン
グ」を活用した社会実験 ー 有り 市が実施する社会実験のため 

34 愛知県 東海市 太田川駅周辺 株式会社まちづくり東海 まちのにぎわいや交流の場創出のための道路用地活用、情報発信、清掃、美化活動、広告物の
指導等 ー ー ー 

35 大阪府 大阪市 都市再生推進法人準備
団体認定制度 

大阪市計画調整局計画部
都市計画課（エリアマネジメ
ント支援担当） 

大阪市（計画調整局）が道路占用者となったうえ、エリアマネジメント団体は道路上にオープンカ
フェ等の物件を設置し管理運営することができる。 ー ー ー 

mailto:ut@6td
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NO 都道府県 市区町村 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の
有無 減免の根拠 

36 兵庫県 神戸市 サンキタ通り・サンキタ広場 サンキタ実行委員会 沿道の店舗のにぎわいが道路空間に滲む出すオープンカフェを展開 ー 
有り（9
割減
免） 

ほこみち指定による 

37 兵庫県 姫路市 
大手前通りにおけるほこみ
ち制度を活用した道路占
用 

大手前通り街づくり協議会 ほこみち制度によりさらに効果的に取り組むため、公募によりふさわしい占用者を選定し、活用につ
なげている。 約 50万円 有り 国交省通達によるもの 

38 兵庫県 川西市 ペデストリアンデッキにぎわい
活用事業 

川西市中心市街地活性化
協議会 川西能勢口駅と駅前商業施設をつなぐ道路空間でのにぎわいイベントの実施 ー 有り 中心市街地の活性化に資するため 

39 和歌山県  
和歌山市 北ぶらくり丁商店街 株式会社 sasquatch 商店街内の道路を占用し、定期的なイベントの開催 0円 有り ー 

40 和歌山県  
和歌山市 北ぶらくり丁商店街 株式会社 sasquatch 商店街内の道路を占用し、定期的なイベントの開催 0円 ー ー 

41 岡山県 岡山市 県庁通り歩いて楽しい道路
空間創出事業 県庁通りミーティング協議会 車道を２車線から１車線にすることでうまれた歩道空間を活用し、日常的にオープンカフェ等の活

用 ー 有り 賑わい創出 

42 山口県 宇部市 TokiwaikoT（ときわいこ
っと。） 宇部市 側道にキッチンカー、建物側に出店テントを設け、それらの間に来場者が飲食でき、滞留スペースと

してパレットによる立ち飲みカウンターを設置 0円 有り コロナ特例 

43 高知県 いの町 いの町商店街周辺 墾る（はる）有限会社責任
事業組合（LLP） 中心市街地の賑わいづくりや地域資源を活かした空間プロデュース ー 無し ー 

44 福岡県 北九州市 国家戦略道路占用事業 民間まちづくり団体 道路上でマルシェやオープンカフェ等を実施 ー 有り 北九州市道路占用料減免取扱
要綱より 

45 福岡県 福岡市 FUKUOKA STREET 
PARTY We Love 天神協議会 国家戦略道路占用事業を活用した、ファッション、音楽、ダンスなどをテーマとした歩行者天国イベ

ント ー ー ー 

46 佐賀県 鹿島市 ＫＡＳＨＩＭＡスカイテラ
スチャレンジ スカイテラス実行委員会 指定区間の歩道を飲食店のテラス席（屋外席）として活用 無し 有り 鹿島市の申請としているため 

47 長崎県 佐世保市 
SASEBO夜直しパーティ
（市道下京上京町１号
線） 

一般社団法人させぼラボ 市道を車両通行止めにし、飲食店がテイクアウト屋台を出し、隣接する公園では参加者が飲食で
きるようにした。公共空間利活用の社会実験 

道路占用料は
免除 有り コロナ特例 

48 沖縄県 那覇市 国際通りマルシェ 那覇市国際通り振興組合連
合会 

トランジットモール開催日に実施。道路占用許可基準の緩和措置を活用し、道路上において物
販や飲食物の販売、提供 ー 有り ー 
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■回答 2［公園空間活用］ 
NO 都道府県 市区町村 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の

有無 減免の根拠 

1 北海道 札幌市 狸二条広場 狸二条広場運営協議会 広場の活用に係る地元の相談の窓口機能を担っており、イベント実施に係る情報発信や、連絡機
能も担っている。また、協議会が主体となり、地域資源を活かしたイベントも実施 ー 有り 札幌市都市公園条例施行規則 

2 岩手県 大船渡市 ソナエマチモリ キャンプインキ
ャッセン 株式会社キャッセン大船渡 キャンプや様々なプログラムを通じて、楽しみながら地震・津波・水害・コロナなどの自然災害に対して防災意識の向上を図るイベント。 15,000円 無し ー 

3 宮城県 仙台市 榴岡公園の利活用社会実
験 仙台駅東まちづくり協議会 公園利活用における事業性の検証 ー 有り まちづくりに資する取り組みのため 

4 宮城県 仙台市 荒井東 1号公園 一般社団法人荒井タウン
マネジメント 

荒井タウンマネジメントが約 3,050m2 に運動施設を整備し、利用料収入などを公園全体の維持
管理に充てる ー 有り 仙台市都市公園条例第 15条 

5 茨城県 下妻市 砂沼戦略エリア まちづくり実行委員会民公
連携 砂沼広域公園を中心に民間主導の公民連携によるまちづくり（マルシェ事業） ー 無し ー 

6 群馬県 前橋市 広瀬川 night テラス 広瀬川 night テラス実行
委員会 民間団体のキッチンカーイベントにあわせて行政が社会実験を行うもの 0円 無し ー 

7 千葉県 木更津市 鳥居崎海浜公園 大和リース株式会社 Park-PFI を活用して施設の整備と管理運営を民間事業者が実施。「食」をテーマに飲食を楽しむ
空間を含む便益施設 

1,086,480
円／年 無し ー 

8 千葉県 柏市 北柏ふるさと公園 柏市みどりの基金 北柏ふるさと公園にカフェ「花小鳥」を誘置 ー ー ー 

9 東京都 小金井市 梶野公園サポーター会議 梶野公園サポーター会議 様々な団体(花壇ボランティア、高齢者のスポーツ団体等)が公園内で活動しており、年に一度お祭り
も開催している ー 無し ー 

10 東京都 小金井市 ー 一般社団法人小金井市
観光まちおこし協会 

市内の公園を会場に、商工業者、農業者、介護事業者などが参加してイベント（小金井道草市）
を開催 無し 無し 公益目的のため 

11 石川県 金沢市 
マチノバカナザワ（金沢市広
場等公共空間利活用社会
実験） 

金沢市まちなか公共空間
にぎわい協力団体 日常的にちょっと立ち寄れる仕掛けづくり ー ー ー 

12 石川県 羽咋市 ー ー ー ー ー ー 

13 岐阜県 大垣市 まちなかテラス 大垣市（占用主体） 大垣駅周辺の路上利用のほか、公園、広場等の公共空間においてのテラス席の設置や物品販売
などの取り組みの一体的支援。 0 有り 市が占用主体のため 

14 愛知県 一宮市 葵公園 杜の宮市準備委員会 2001年から「杜の宮市」を年に 1回開催。2020年からはウィズコロナのイベントとして 3 と 8がつく
日曜日に「まちの宮市」を開催 0円 有り 市の施策に準じる 

15 愛知県 安城市 ツインパークマルシェ 株式会社夢花 安城市が実施する「マチナカプレイスメイキング」において実施。キッチンカーや体験教室をマルシェ形式
で開催 ー 有り 市が実施する社会実験のため 

16 愛知県 東海市 同上 同上 同上 ー ー ー 

17 和歌山県  
和歌山市 本町公園 株式会社紀州まちづくり舎 

本町公園を Park-PFI事業を用いて紀州まちづくり舎グループが管理者として、管理運営をしてい
る。株式会社紀州まちづくり舎が飲食店等の経営も行っている。また、地下駐車場についても、指定
管理者として管理運営を行っている。 

0円 無し ー 

18 大阪府 大阪狭山市 狭山池公園、副池オアシス公園 
狭山池を核としたまちづくり
協議会 狭山池を核としたまちづくり協議会（民間団体の集まり）を中心に、狭山池公園での取組みを実施 ー ー ー 

19 和歌山県 和歌山市 本町公園 株式会社紀州まちづくり舎 
Park-PFI事業を用いて紀州まちづくり舎グループが管理者として、管理運営をしている。株式会社
紀州まちづくり舎が飲食店等の経営も行っている。また、地下駐車場についても、指定管理者として
管理運営 

0円 ー ー 

20 岡山県 岡山市 西川緑道公園（西川パフォ
ーマー事業） 

西川緑道公園活用事業
協議会 民間主体による賑わい創出 ー 有り 市主催（共催）事業 
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NO 都道府県 市区町村 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の
有無 減免の根拠 

21 高知県 いの町 いの町商店街周辺 墾る（はる）有限会社責
任事業組合（LLP） 中心市街地の賑わいづくりや地域資源を活かした空間プロデュース ー 無し ー 

22 福岡県 北九州市 紫川のオープンカフェ『Canal 
Viola（カナル・ヴィオラ）』 

北九州キッチンカー実行委
員会 公園利用者等に対してキッチンカーによる飲食を提供 

456,305円 
（令和３年
度） 

有り 北九州市道路占用料減免取扱要
綱より 

23 佐賀県 武雄市 武雄千年夜市 武雄千年夜市実行委員
会 

駅周辺にある公共空間を活用し、新しい武雄の夜の風物詩（観光資源・常設）を一から立ち上
げ、武雄市の新しい祭りと文化としての定着を目指している。 無し 有り 武雄市都市公園設置条例 

24 長崎県 佐世保市 
SASEBO夜直しパーティ
（市道下京上京町１号
線） 

一般社団法人させぼラボ 公園をライトアップし飲食できるテーブルを設置。隣接する市道に飲食店がテイクアウト屋台を出店 免除 有り 
都市公園法第７条第１項第６
号、佐世保市都市公園条例第３
条第４項・第１４条 

 

■回答 3［広場空間活用］ 
NO 都道府県 市区町村 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の

有無 減免の根拠 

1 北海道 札幌市 北３条広場 札幌駅前通まちづくり株式会社 道路法上の道路を条例により広場として位置づけ、指定管理者制度を導入し、民間ノウハウを活用。 ー ー ー 

2 青森県 弘前市 ひろさき「まちなかピクニック」 中土手町まちづくり推進会議 吉野町緑地等のオープンスペースを多様に活用した居心地の良いエリアをつくる取組 ー ー ー 

3 宮城県 仙台市 あすと長町杜の広場 あすと長町杜の広場にぎわいづく
り協議会 

地元団体が市と「杜の広場等の利活用に関する覚書」を締結し、杜の広場の利活用について
官民連携で取り組む ー ー ー 

4 福島県 須賀川市 Rojima 一般社団法人ロヂカラ 空き地・空き店舗対策の一つとして、民間の該当物件及び道路・広場等の公共空間を活用し
たマーケットを開催。 無し 有り 

道路管理者は占用ではなく道路使
用届出で対応、警察の道路使用料
は免除 

5 群馬県 館林市 SORANOMONシアター SORANOMON シアター実行
委員会 市内の公共空間を活用した野外上映会やドライブインシアターを開催 なし 有り 営利目的ではない公益活動 

6 埼玉県 朝霞市 ちいさなテラス あさかエリアデザイン会議 小規模なイベントを定期的（月 1 回程度）に開催することで、徐々に日常化し、屋外の広場
空間を有効活用 ー 有り 

主催団体にしも参画しているため。ま
た、実証実験として開催しているた
め。 

7 東京都 小金井市 ー 一般社団法人小金井市観光ま
ちおこし協会 市内の商工業者・農業者が協力して実施する産業祭り 無し 有り 公益目的のため 

8 新潟県 長岡市 アオーレ長岡 ナカドマ（屋
根付き広場） 

特定非営利活動法人 ながお
か未来創造ネットワーク 市民が交流できるイベント等 100円／1

㎡・1日 有り 市主催・共催事業、市民活動の場
合 

9 新潟県 見附市 見附前駅広場 NPO法人 doみつけ 駅前広場やその周辺を活用し、これまで様々やイベントを実施 ー 無し ー 

10 石川県 金沢市 
マチノバカナザワ（金沢市
広場等公共空間利活用
社会実験） 

金沢市まちなか公共空間にぎわ
い協力団体 日常的にちょっと立ち寄れる仕掛けづくり ー ー ー 

11 岐阜県 大垣市 まちなかテラス 大垣市（占用主体） 大垣駅周辺の路上利用のほか、公園、広場等の公共空間においてのテラス席の設置や物品
販売などの取り組みの一体的支援。 0 有り 市が占用主体のため 

12 愛知県 一宮市 夢織広場、宮前三八市広
場 杜の宮市準備委員会 2001年から「杜の宮市」を年に 1回開催。2020年からはウィズコロナのイベントとして 3 と 8が

つく日曜日に「まちの宮市」を開催 0円 有り 市の施策に準じる 

mailto:ut@6td
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NO 都道府県 市区町村 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の
有無 減免の根拠 

13 兵庫県 伊丹市 イタミ朝マルシェ 伊丹市中心市街地活性化協
議会 毎月１回日曜日の 8～11時に、市内中心部の三軒寺前広場においてマルシェを開催 ー 無し ー 

14 高知県 いの町 いの町商店街周辺 墾る（はる）有限会社責任事
業組合（LLP） 中心市街地の賑わいづくりや地域資源を活かした空間プロデュース ー 無し ー 

15 福岡県 北九州市 船場広場 北九州商工会議所 民間の土地を協定を締結し市が無償で借地。広場での収益を、運営管理費用に充当すること
で、独立採算で持続可能な運営管理を実現。 ー 無し ー 

 

■回答 4［河川空間活用］ 
NO 都道府県 市区町村 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の

有無 減免の根拠 

1 岩手県 大船渡市 キャッセン海灯り 2022 株式会社キャッセン大船渡 灯篭やキャンドルづくりのワークショップを日中に行い、河川をイルミネーションやキャンドルでライ
トアップ。夜間は、市民が完成した灯篭を河川に流す 

物を設置してい
ないので占用し
ていない。 

無し ー 

2 宮城県 石巻市 かわまちオープンパーク（中央
地区堤防一体空間） 株式会社街づくりまんぼう 「石ノ森萬画館」の白い外壁をスクリーンにして、野外上映会「かわべでシアター」を開催 0円 ー 

市が国より河川占用許可を受け、㈱
街づくりまんぼうが使用しているため、
占用料は発生していない。 

3 福島県 郡山市 愛宕川調整池の利活用事
業 中道リース株式会社 愛宕川調整池の機能を確保しながら、事業者へ有償にて貸し付け（駐車場利用）を行う

もの。 
全て事業者負

担 ー ー 

4 栃木県 真岡市 五行川河川緑地 真岡まちづくりプロジェクト 社会実験として芝生広場にドッグランやベンチを設置し、2回のマルシェを開催 0円 有り 栃木県流水占用料等徴収条例第
4条 1項 2号 

5 埼玉県 さいたま市 大門上池調節池 （一社）美園タウンマネジメント 埼玉スタジアム 2002公園と連携し、「外から人を呼び込む賑わい・交流」「地域住民が
様々なスポーツや健康づくりができる場」として活用 ー ー ー 

6 埼玉県 川越市 川越的場八景蟹ヶ渕再生事
業 

川越的場八景蟹ヶ渕再生する
会 荒廃した土地を住民が再生し、住民の憩い空間を創出 0円 無し ー 

7 東京都 港区 竹芝 一般社団法人竹芝エリアマネジ
メント 環境の保全、再生に向けた汐留川を占用した干潟の整備 ー ー ー 

8 東京都 目黒区 目黒川船入場 一般社団法人中目黒駅周辺地
区エリアマネジメント(NAM） 

区は都から河川法による特例占用許可を受け、施設使用者である NAMが、キッチンカーに
よる飲食販売やイベントを開催している。令和５年３月には、広場内にある旧川の資料館
において、コワーキングスペースや展示スペースとして運用予定 

123,000円
（※使用料とし
て契約） 

使用料
のため、
減免の
考え方
はなし 

ー 

9 東京都 世田谷区 多摩川河川敷 一般社団法人 二子玉川エリア
マネジメンツ 多摩川河川敷におけるキッチンカーおよびアウトドアオフィス事業の展開 ー 

有（河
川敷地
占用料
は全額
免除） 

東京都河川流水占用料等徴収条
例第 4条 

10 石川県 金沢市 サイガワリバーサイドアクト 犀川利活用推進協議会 河川敷で飲食スペースや橋のライトアップ、ヨガ体験、音楽パフォーマンスなど、民間の自主的
な企画。（社会実験） ー ー ー 

11 岐阜県 岐阜市 長良川右岸プロムナード 鵜飼屋開発興業合同会社 鵜飼観覧に来られた方などに飲食の提供および雑貨などを販売 占用物件の大き
さによって異なる 無し ー 
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NO 都道府県 市区町村 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の
有無 減免の根拠 

12 岐阜県 大垣市 かわまちテラス 大垣市（占用主体） 歩行者利便増進道路の指定による道路及び公園空間のほか、それらにつながる河川空間
を市が占用し、水辺のマーケットを官民連携で開催 0 有り 市が占用主体のため 

13 静岡県 沼津市 かのがわ風のテラス 沼津上土町周辺狩野川河川空
間利用調整協議会 

協議会が占用主体となり、日常的な利活用の窓口を担う他、指定区域内の営業行為を公
募選定 ー 無し ー 

14 愛知県 岡崎市 乙川かわまちづくり事業 乙川リバーフロント地区かわまちづ
くり協議会 

乙川リバーフロント地区かわまちづくり協議会が占用主体となり、かわまちづくりの実施主体で
あるリバーライフ推進委員会と使用契約を交わしてかわまちづくりを推進 ー 有り 愛知県流水占用料等徴収条例第

５条 

15 和歌山県  
和歌山市 紀の川第 5緑地の一部 一般社団法人市駅グリーングリー

ンプロジェクト 市駅北側の紀の川河川敷を「緑と憩いの広場」にする社会実験として実施 ー ー ー 

16 兵庫県 加古川市 加古川市かわまちづくり 加古川市かわまちづくり協議会 市が補助金（100万円）を交付することで、加古川河川敷で様々な賑わいを生み出すイ
ベントを民の力で実施 ー 有り 

協議会が進める、かわまちづくりの社
会実験であることから河川敷公園の
使用料は減免 

17 和歌山県 和歌山市 紀の川第５緑地の一部 一般社団法人市駅グリーングリー
ンプロジェクト 市駅北側の紀の川河川敷を「緑と憩いの広場」にする社会実験として実施。 ー ー ー 

18 広島県 広島市 元安川、京橋川、猿猴川・
水の都ひろしま推進計画 

水の都ひろしま推進協議会、広
島市 

都市・地域再生等利用区域の指定により、河川空間をオープン化。元安川・京橋川でのｵｰ
ﾌﾟﾝｶﾌｪの展開、原爆ドーム対岸での水辺のコンサートや猿猴川でのキッチンカーやマルシェ等 約 40万円 無し ー 

19 高知県 いの町 仁淀川流域【旧伊野地区】 MIZUBERING 
NIYODOF|GAWA INOTOWN MIZUBERING（ミズベリング） ー 無し いの町後援のため占用申請等はいの

町 

 

■回答 5［その他パブリック空間活用］ 
NO 都道府県 市区町村 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の

有無 減免の根拠 

1 岩手県 大船渡市 三陸ブルーラインプロジェクト 三陸国際芸術推進委員会 大船渡市発の防潮堤を利用した期間限定ウォールアート 0円 無し 
大船渡市が占用申請しているため免
除されている。なお、岩手県の河川占
用において減免の規定は無い。 

2 宮城県 仙台市 宮城野通における野球場の客
席を再利用したベンチの設置 仙台駅東まちづくり協議会 使用しなくなった客席（スタンド席）を譲り受け、歩道に設置し、誰でも利用できる休憩施

設を設けた ー 有り まちづくりに資する取り組みのため 

3 群馬県 前橋市 馬場川通りアーバンデザイン改
修プロジェクト 

一般社団法人前橋デザインコミ
ッション 

都市利便増進協定を活用し、公共施設である水路・遊歩道公園・道路等を民間団体の
資金で、民間団体が再整備 ー ー ー 

4 埼玉県 さいたま市 大宮駅東口駅前おもてなし公
共施設都市利便増進協定 

一般社団法人アーバンデザイン
センター大宮 ー ー ー ー 

5 千葉県 千葉市 千葉駅西口エリア 千葉市 再開発ビル共用部と接する道路空間（駅前広場、歩行者デッキ）を一体的に活用。民
間に移行の予定。 ー ー ー 

6 千葉県 柏市 柏の葉アクアテラス 一般社団法人 UDCK タウンマ
ネジメント 高質で良好な都市空間の維持管理と活用 ー ー ー 

7 千葉県 市原市 企業と連携した市民活動促進
事業 地域連携推進室 

ウエルシア市原国分寺台店 2階に学び、交流、健康増進、市民活動の場として、「ウエル
シア・コミュニケーションセンターいちはら」をオープンし、市、ウエルシ薬局、いちはら市民活動
協議会と協働で運営 

ー 無し ー 
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NO 都道府県 市区町村 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の
有無 減免の根拠 

8 東京都 三鷹市 
あるけるミタカ研究所（ウォーカ
ブルな商店街を目指す社会実
験事業） 

協同組合三鷹中央通り商店会 商店街の居場所づくりの実験を行った。デザイン性のあるベンチ、椅子、パラソル等を配置して商店街利用者の行動調査を実施した。 ー ー ー 

9 新潟県 見附市 見附駅東口駐輪場 NPO法人 doみつけ これまで使われていなかった駐輪場の２F を活用し様々なイベントを実施 ー 有り 市の委託事業を受けてイベントを実
施 

10 愛知県 名古屋市 錦二丁目地区 錦二丁目エリアマネジメント株式
会社 

エリアマネジメント活動拠点に面した広場・歩行者専用通路（地区計画の地区施設）の
管理運営による恒常的なキッチンカー乗り入れ等 ー 無し ー 

11 兵庫県 神戸市 
三宮駅前にぎわいづくりプロジェ
クト（サンノミヤシティピクニッ
ク） 

三宮駅前にぎわいづくりプロジェク
ト実行委員会 

パブリックスペースにおいてキッチンカー、ブース出店、音楽ステージなど、にぎわいイベントを実
施。（駅前広場・JR跡地） なし ー ー 

12 高知県 いの町 いの町商店街周辺 墾る（はる）有限責任事業組
合（LLP） 中心市街地の賑わいづくりや地域資源を活かした空間プロデュース ー 無し ー 
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1) 調査項目 [都市再生推進法人等向] 

資料 2-2：調査票 1 [都市再生推進法人等向] 調査票（1/2） 
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資料 2-2：調査票 1 [都市再生推進法人等向] 調査票（2/2） 
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2) 調査結果：調査票 1 「居心地が良く歩きたくなる」まちなか事例に関する調査  

[都市再生推進法人等向] 

回答から、都市再生推進法人等のまちづくり団体における取組分野として「⑨商店街の活性化」

(17.9%)が最も多く、次いで「①オープンカフェなどの街路空間利活用」(16.0%)という結果になった。 

 

■設問 

 

 

■回答数・回答割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

項目 

回答数 
(回答割合(/各団体種類ごとの団体数)) 

都市再生 
推進法人 

全国中心市街
地活性化まちづ
くり連絡会議 

全国エリアマネジ
メントネットワーク 合計 

①オープンカフェなどの街路空間利活用 43 (17.2%) 7 (10.0%) 6 (19.4%) 56 (16.0%) 

②地下道路・地下空間の利活用 7 (2.8%) 2 (2.9%) 2 (6.5%) 11 (3.1%) 

③都市公園への店舗設置等、Park-PFI の取組 9 (3.6%) 2 (2.9%) 0 - 11 (3.1%) 

④都市公園におけるイベント等、多様な利活用 21 (8.4%) 13 (18.6%) 2 (6.5%) 36 (10.3%) 

⑤駅前広場の利活用 30 (12.0%) 3 (4.3%) 3 (9.7%) 36 (10.3%) 
⑥その他、広場空間の利活用（例：団地や民間
開発地における広場の設置等） 

34 (13.6%) 5 (7.1%) 6 (19.4%) 45 (12.8%) 

⑦川辺のデッキ設置、オープンカフェ等の河川空間
の利活用 

12 (4.8%) 1 (1.4%) 0 - 13 (3.7%) 

⑧SUPやクルージング等、河川空間を利用したアク
ティビティ 

4 (1.6%) 0 - 0 - 4 (1.1%) 

⑨商店街の活性化 36 (14.4%) 25 (35.7%) 2 (6.5%) 63 (17.9%) 

⑩オフィス街のオープンスペースの利活用 15 (6.0%) 1 (1.4%) 7 (22.6%) 23 (6.6%) 

⑪リノベーションまちづくり 21 (8.4%) 8 (11.4%) 1 (3.2%) 30 (8.5%) 

⑫その他 18 (7.2%) 3 (4.3%) 2 (6.5%) 23 (6.6%) 

合計 250 - 70 - 31 - 351 - 

（１）貴団体において取組みを行っている分野を下記より選択ください。（複数選択可） 
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いずれの団体においても半数以上がパブリック空間の活用を行っている(都市再生推進法人 71％、全

国中心市街地活性化まちづくり連絡会議会員 60％、全国エリアマネジメントネットワーク 77％)。 

 

■設問 

 

 

 

■回答数・回答割合 

【都市再生推進法人】 
項目 回答数 割合 

➀ある 57 71% 

②ない 23 29% 

合計 80 - 

 

 

 

 
  

（２）貴団体で行っている取組みのうち、パブリック空間（道路・公園・広場・河川等）を活用している取組みは
ありますか。取組みがある場合は➀、無い場合は②に○を付けてください。 
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①オープンカフェなどの街路空間利活用
②地下道路・地下空間の利活用

③都市公園への店舗設置等、Park-PFIの取組
④都市公園におけるイベント等、多様な利活用

⑤駅前広場の利活用
⑥その他、広場空間の利活用（例：団地や民間…
⑦川辺のデッキ設置、オープンカフェ等の河川空間…
⑧SUPやクルージング等、河川空間を利用したアク…

⑨商店街の活性化
⑩オフィス街のオープンスペースの利活用

⑪リノベーションまちづくり
⑫その他

都市再生推進法人 全国中心市街地活性化まちづくり連絡会議

全国エリアマネジメントネットワーク

➀ある, 71%

②ない, 29%

n=80 
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【全国中心市街地活性化まちづくり連絡会議会員】 
項目 回答数 割合 

➀ある 18 60% 

②ない 12 40% 

合計 30 - 

 

 

 

 

 

【全国エリアマネジメントネットワーク会員】 
項目 回答数 割合 

➀ある 10 77% 

②ない 3 23% 

合計 13 - 

 

 

 

 
  
 
 
 

➀ある, 60%

②ない, 40%

n=30 

➀ある, 77%

②ない, 23%

n=13 
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■設問 

 

■回答 1【都市再生推進法人】 
No. 都道府県 市区町村 パブリック空間 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の 

有無 減免の根拠 

1 岩手県 大船渡市 道路、公園、河
川、広場 

キャッセン大船渡エリ
ア 

株式会社キャッセン大船
渡 

道路や公園などの公共空間と商業施設広場等をシームレスに
繋いで活用 

占用料 3,000円/日（公園）、占
用料 36,000円/年を日割計算（二
級河川）、占用料 0円/回（市道及
び県道。ただし、警察への道路使用許
可は一申請毎に 2,300円） 

有り 

条例（管理者が特別に認めるも
の）及び市、県、推進法人の協定
に基づくもので、都度の減免申請な

く減免が可能 

2 宮城県 仙台市 公園 
荒井東 1号公園ス
パーツパーク
（SPiA） 

一般社団法人荒井タウ
ンマネジメント  

区画整理事業の調整により用地を確保しており、仙台市と都市
利便増進協定を締結し、人工芝コートを整備し、その使用料収
入を得て公園の維持管理を行う。 

0 減免あ
り 

仙台市の同規模公園の年間維持
管理費相当額が年間占用料と同
等で、公園全体の維持管理を行う
ため。 

3 宮城県 石巻市 河川 かわまちオープンパーク 株式会社街づくりまんぼう 

かわまちオープンパーク（中央地区堤防一体空間）では、「石ノ
森萬画館」の白い外壁をスクリーンにして、野外上映会「かわべで
シアター」を開催 

0 ー ー 

4 山形県 上山市 広場 八幡丁ワクワク広場 NPO法人かみのやまラ
ンドバンク 

ランドバンク事業の暫定利用として市が所有者から寄付を受け
NPO に無償貸借し、芝生広場を整備 ー ー ー 

5 福島県 須賀川市 広場 「街楽のはじめ庭」 nico Coffee Beans  
一般社団法人ロヂカラ 

等躬の庭は、株式会社テダソチマが管理する貸しスペース。テダ
ソチマでは、このスペースをキッチンカーが集い、賑わいを創出し交
流が生まれる場所にする 

ー 無し 須賀川市と維持管理協定を締結 

6 茨城県 水戸市 公園 水戸市中心市街地 株式会社まちみとラボ 沿道飲食店等の路上利用に伴う道路占用許可の特例を活か
した「水戸まちなかオープンテラス」の実施 ー 有り コロナ特例 

7 群馬県 前橋市 道路 JR前橋駅周辺オー
プンカフェ事業 

(公財）前橋市まちづく
り公社 

道路占用の特例制度を活用し、県道、市道の歩道上に食事施
設等(主にキッチンカー）を設置 0円 有り コロナ特例 

8 群馬県 前橋市 道路 道路空間を活用した
商店街活性化事業 

前橋中央通り商店街、
（事業実施）実行委
員会、(公財）前橋市
まちづくり公社 

商店街の空き店舗前の休眠スペースを活用し、商品等の販売
やいす、テーブル,Wifi整備による休憩ポイントの設置 0円 有り コロナ特例 

9 群馬県 前橋市 河川 社会実験「広瀬川ア
ート」 

(公財）前橋市まちづく
り公社 木工作家によるアート作品を展示 0円 有り 

市が出資する法人(当公社）が実
施するまちづくり事業であるため(市
の定めによる） 

10 埼玉県 さいたま市 公園 

美園マチなかロビー 

 

 

一般社団法人美園タウ
ンマネジメント 

公園等にて飲食・物品等販売や各種地域活動等を一時利用
する団体・事業者等を募集し、公園管理者等に一括代理申請 約 30000円（2022年 2〜8月） 有り 

交流WS による利用の場合は、公
益性の観点から公園管理者より免
除 

（３）パブリック空間を活用している取組みがある場合、その内容に関して下記の設問にお答えください。 
   複数の取組がある場合は、最大 3 つまで記入をお願いいたします。 
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No. 都道府県 市区町村 パブリック空間 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の 
有無 減免の根拠 

 
 

11 埼玉県 さいたま市 河川 大門神池調節池広
場 

一般社団法人美園タウ
ンマネジメント 

調節池底面の広場空間（管理：市）について、2021年 11
月より官民連携での利活用促進を試行検証中。当法人は利
用促進を担当 

75万円（施設使用料） ー 

施設使用契約により、利用料収入
の 5割を下限に、利用料収入から
各種経費を除した金額を使用料と
している 

12 埼玉県 さいたま市 道路 おおみやストリートテラ
ス 

一般社団法人アーバン
デザインセンター大宮 

道路や道路予定区域を活用して、地域のプレイヤーとともに仮
設店舗や飲食休憩スペースの設置 無し 有り さいたま市協力による事業のため 

13 埼玉県 さいたま市 広場 OMTERRACE屋上
利活用 

一般社団法人アーバン
デザインセンター大宮 

都市利便増進協定に基づき、公共施設屋上部分約 150㎡の
イベント活用に関する貸出受付 利用回数による 無し ー 

14 埼玉県 草加市 広場 おせん公園の活用 特定非営利活動法人
今様草加宿 公園にキッチンカーを配備 3 か月で 97,000円 ー ー 

15 千葉県 柏市 道路 柏駅前デッキ利活用
プロジェクト 

一般財団法人柏市まち
づくり公社 

道路占用の特例に基づく道路空間の利活用の仕組みを構築
し、 企業への PR など利用促進を継続すると共に，魅力ある
賑わい空間づくり 

466,720円 有り 柏市道路占用料条例 

16 千葉県 柏市 広場 ゲートスクエアプラザ UDCK タウンマネジメン
ト 

地区計画上の広場となっている箇所の賑わい創出のため、事業
を展開。ランチタイムのキッチンカーを出店。 ー 無し ー 

17 千葉県 柏市 道路 歩専道 UDCK タウンマネジメン
ト 

道路の利活用が出来るように歩専道を都市計画上で UDCK タ
ウンマネジメントの管理に設定 ー ー ー 

18 千葉県 柏市 その他 アクアテラス UDCK タウンマネジメン
ト 

調整池を高質化したアクアテラスの賑わい創出のため、事業を展
開。撮影やイベントなどで場所貸しを展開。 ー ー ー 

19 東京都 千代田区 道路 オープンカフェ （一社）日比谷エリア
マネジメント 日比谷仲通りでのテーブル・椅子やキッチンカー等の展開 ー ー ー 

20 東京都 千代田区 道路 千代田区・高山市と
の連携イベント 

（一社）日比谷エリア
マネジメント 

・高山市の物産展 
・千代田区・高山市の観光ＰＲ（写真展示等） 
・千代田区・高山市の環境への取組紹介 

ー ー ー 

21 東京都 千代田区 その他 
千代田区観光協会
写真コンテスト作品
展示 

（一社）日比谷エリア
マネジメント 千代田区観光協会主催の写真コンテスト受賞作の作品展示 ー ー ー 

22 東京都 千代田区 道路 エリアマネジメント広告
事業 

秋葉原タウンマネジメント
株式会社 

東京都のエリアマネジメント支援事業としてモデル事業に認定さ
れ、道路空間に広告を掲出することによりエリアマネジメント事業
の原資とする活動 

無し 有り エリアマネジメント（まちづくり）事業に収益を再投資する目的 

23 東京都 千代田区 広場（歩行者
専用道路） 

有楽町駅前広場(地
域活性化イベント) 

国及び各自治体、各種
団体 地方各自治体・各種団体の観光・物産等を PR 0円 有り 有楽町駅周辺地区における道路等環境の向上に関する協定 

24 東京都 千代田区 ー Marunouchi 
Street Park ー ー ー ー ー 

25 東京都 千代田区 道路 丸の内仲通りアーバン
テラス 

大丸有エリアマネジメント
協会 

丸の内仲通りの道路空間を活用し、椅子やテーブルを設置する
ほか、キッチンカーも出店 ー ー ー 

26 東京都 千代田区 道路 Marunouchi 
Street Park 

Marunouchi Street 
Park 実行委員会 

丸の内仲通りの今後のあり方や活用方法を検証する社会実
験。2022年は①都心の広場・公園的空間の在り方と運営管
理方法と②都市観光としての場づくりについて検証。 

ー ー ー 
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有無 減免の根拠 

27 東京都 中央区 道路 江戸桜通り地下歩道
デジタルサイネージ 

一般社団法人日本橋
室町エリアマネジメント 江戸桜通り地下歩道（区道）に設置したデジタルサイネージ ー ー ー 

28 東京都 中央区 道路 江戸桜通り地下歩道
施設利用 

一般社団法人日本橋
室町エリアマネジメント 

江戸桜通り地下歩道（区道）において、街に資する公共性の
あるイベントの実施、誘致 ー ー ー 

29 東京都 中央区 道路 仲通りにおける施設
利用 

一般社団法人日本橋
室町エリアマネジメント 

仲通り（区道）において、街に資する公共性のあるイベントの実
施、誘致 ー ー ー 

30 東京都 中央区 公園 浜町 DogFest 日本橋浜町エリアマネジ
メント 犬をきっかけとして地域の繋がりを深める SDGs プロジェクト。 4056円(公園)  ※物販エリアのみ

占用料の支払い有 ー ー 

31 東京都 中央区 道路 浜町
AutumnSession 

日本橋浜町エリアマネジ
メント 

当法人の拠点施設とその前面道路空間を活用し、実施している
地域交流イベント。 “人とまちをつなぐ、食と体験のフェスティバ
ル” 

0円 有り ー 

32 東京都 中央区 道路 浜町ベジウォーク (オ
ープニングイベント) 

日本橋浜町エリアマネジ
メント 

道路空間を活用し、食に関する情報ブースや子ども向けの遊び
場を設けた。 0円 有り 中央区保健所健康推進課による協力(イベント後援) 

33 東京都 港区 道路 道路内建築 一般社団法人新虎通り
エリアマネジメント 

都市再生特別措置法に基づ く道路占用許可の特例制度 を
活用し、当法人を占用主体として新虎通りの歩道上に常設の
店舗（道路内建築）を 設置 

約 170万 有り 東京都道路占用料徴収条例 

34 東京都 港区 道路 オープンカフェの設置 一般社団法人新虎通り
エリアマネジメント 

都市再生特別措置法に基づ く道路占用許可の特例制度 を
活用し、当法人を占用主体として新虎通りの歩道上にオープン
カフェを 設置 

上記取組に計上 有り 東京都道路占用料徴収条例 

35 東京都 港区 道路 イベントの開催・支援 一般社団法人新虎通りエリアマネジメント 

地域コミュニティの促進に 寄与するイベントや、国家戦略特区に
基づく道路占用 許可の特例制度を活用し、 新虎通りの賑わ
い醸成に資 するイベントを開催・支援  

ー 有り 国家戦略特区 

36 東京都 港区 その他(埠頭) 竹芝夏ふぇす 一般社団法人竹芝エリ
アマネジメント フェス 7,950円 有り 東京港埠頭・テレポートセンターグループの共催イベントにつき減免 

37 東京都 港区 公園 旧芝離宮夜会 
東京都公園協会、協力
団体: 一般社団法人
竹芝エリアマネジメント他 

竹芝地区内に位置する「旧芝離宮恩賜庭園（文化財庭
園）」の新しい活用方策、地域の魅力発信事業 ー ー ー 

38 東京都 世田谷区 公園、河川 
二子玉川駅周辺地
区都市再生整備計
画 

一般社団法人二子玉
川エリアマネジメンツ フードトラックの出店 ー 有り 流水占用料免除（収益をまちづくり活動へ還元するため） 

39 東京都 世田谷区 道路 
二子玉川駅周辺地
区都市再生整備計
画 

一般社団法人二子玉
川エリアマネジメンツ 二子玉川駅前交通広場通路への屋外広告 ー 無し ー 

40 東京都 渋谷区 道路 屋外広告事業 一般社団法人渋谷駅
前エリアマネジメント 

東京都屋外広告物条例の特例と H20年道路局通達を活用
し、道路空間に広告物を掲出。収益をまちづくり活動と、行政・
民間協同での道路維持管理に充当。 

ー 無し ー 

41 東京都 渋谷区 道路 公共空間活用事業 一般社団法人渋谷駅前エリアマネジメント 

渋谷区に対し都市再生整備計画事業を提案。都市再生特別
措置法に基づく占用許可を受けカフェ、コインロッカー等を設置す
るとともに、都市利便増進協定を締結して収益の使途を区と確
認 

3百万円 有り 

渋谷区道路占用料等徴収条例第
３条の規定による減免措置の基準
における都市再生特別措置法施行
令第 16 条に掲げる食事施設、
購買施設のため 
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42 東京都 府中市 道路 けやき並木ストリート
テラス 

一般社団法人まちづくり
府中 

府中駅前のけやき並木にて毎週日曜日の正午～午後５時頃
まで無料で使用できる椅子やテーブル等を設置 ー 有り 府中市道路占用料徴収条例第４条第１０号 

43 東京都 町田市 道路 エリアマネジメント広告 町田まちづくり公社 ・街路灯を使ったバナーフラッグの設置 
・ペデストリアンデッキでのデジタルサイネージによる情報発信 占用料０円（道路） 有り 町田市道路占用料徴収条例第３条第１項の１０ 

44 新潟県 新潟市 広場 古町ルフル広場運営
活用事業 

新潟古町まちづくり 株
式会社 

再開発ビル「古町ルフル」敷地内の広場を新潟古町まちづくり株
式会社が古町ルフル管理組合より借受けてイベント広場として運
用 

ー 無し ー 

45 新潟県 新潟市 道路 アーケード広告展開
事業 

新潟古町まちづくり 株
式会社 市道にある商店街のアーケード柱を活用した広告事業 ー ー ー 

46 富山県 富山市 広場 まちなか賑わい広場
（グランドプラザ） （株）富山市民プラザ 富山市が、設置したガラス屋根の全天候型まちなか屋外広場の管理・運営 ー 

自主
事業 

100% 
減免 

富山市との指定管理協定書による 

47 福井県 福井市 
道路 
公園 
広場 

ソライロテラス まちづくり福井株式会社 
福井市との都市利便増進協定に基づき、役割分担しながら、協
定区域内（アップルロード、ガレリアポケット、ガレリア元町アーケ
ード、鳩の御門通り）の公共空間を利用して、賑わいを創出 

ー 有り 都市利便増進協定 

48 福井県 福井市 河川 足羽川 AQUA テラス まちづくり福井株式会社 足羽川河川敷を活用したアウトドアイベントを企画 0円 有り 占用許可の特例 

49 福井県 福井市 公園 ワンパークフェスティバ
ル 

ワンパークフェスティバル
実行委員会 

福井市中央公園をメイン会場に、音楽の力で福井の魅力を発
信 ー 有り 市の後援イベントのため 

50 福井県 越前市 道路、その他 市庁舎広場・平日の
ランチ 

越前市・まちづくり武生
株式会社（共催） 平日のランチ時にキッチンカーを集結 0 有り 「歩行者利便増進道路」（通称：ほこみち）制度 

51 福井県 越前市 道路、公園、広
場 

たけふまちなかイルミネ
ーション 

越前市・まちづくり武生
株式会社（共催） 冬のイルミネーション実施と期間中のスポット的イベントの開催 1 有り 「歩行者利便増進道路」（通称：ほこみち）制度 

52 岐阜県 岐阜市 道路 

サンデービルヂングマー
ケット / GIFU 
ANTIQUE 
ARCADE 

柳ヶ瀬を楽しいまちにす
る（株） 

ぎふ柳ヶ瀬で、毎月第 1土曜日・第 3日曜日にまちを元気にす
る「手づくり」と「こだわり」がつまったライフスタイルマーケットの開催 0 無し 他の道路内での活動を鑑み、占用の手続きをしていない 

53 岐阜県 岐阜市 道路 

yanagase PARK 
LINE 2019・
2020(トランジットモ
ール) 

柳ヶ瀬を楽しいまちにす
る（株） 

「1日限りの遊べる道路」として道路空間を使用し、オープンカフェ
や家具などの常設などを通して、公共空間の活用・運営 ー 無し 岐阜市にて道路使用許可を対応いただいた。 

54 静岡県 静岡市 道路 ホリノマルシェ・ホリノイ
ベント 

御伝鷹まちづくり株式会
社 

マルシェまたはキッチンカーでの飲食物の販売を行う・またはその場
でのイベントや PR 使用料が 2300円支払い 有り 都市再生推進法人 

55 静岡県 静岡市 道路 つながるくさなぎ夏フェ
ス・冬フェス 

つながるくさなぎ実行委
員会/草薙カルテッド 車道封鎖して実施する年２回のイベント ー 無し ー 

56 静岡県 静岡市 広場 JR草薙駅 南口イベ
ント広場 草薙カルテッド 都市利便増進施設を活用し、 イベントの実施及び地域情報の

発信 減免 有り 

静岡市との都市利便増進協定締
結箇所のため静岡市行政財産目
的外使用に係る使用料に関する条
例第５条の規定による 

57 静岡県 静岡市 広場 JR草薙駅 北口芝
生広場 草薙カルテッド 都市利便増進施設を活用し、 イベントの実施及び地域情報の

発信 減免 有り 静岡市との都市利便増進協定締結箇所のため静岡市行政財産目
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的外使用に係る使用料に関する条
例第５条の規定による 

58 静岡県 伊豆の国市 道路 伊豆長岡温泉 温泉
場お散歩市 

温泉場通り振興会（協
力:(一社)伊豆長岡温
泉エリアマネジメント） 

毎月第 2日曜日開催のマルシェ 2300円 ー ー 

59 静岡県 伊豆の国市 公園、広場 伊豆長岡温泉地域 
モバイル足湯カフェ 

モバイル足湯クラブ（協
力:(一社)伊豆長岡温
泉エリアマネジメント） 

公共施設敷地内や公園にモバイル足湯を設置 500円 ー ー 

60 愛知県 名古屋市 道路 栄ミナミ 栄ミナミまちづくり株式会
社 

地域情報発信と屋外広告による原資確保に向け、市道 7箇
所、国道 1箇所にデジタルサイネージを設置 ー 有り ー 

61 愛知県 名古屋市 道路、公園 栄ミナミ 栄ミナミまちづくり株式会
社 

シェアサイクル事業「でらチャリ」のサイクルポートとして、道路、公
園の用地を一部活用して実施 ー 有り ー 

62 愛知県 岡崎市 道路 歩道空間活用事業 まちづくり岡崎 
道路の歩道空間（利用可能部分）を「店舗の滲み出し・休憩
スペース・出店希望者のための１DAY SHOP・看板を使ったサイ
ン設置」などに活用 

ー 有り コロナ対策特別措置 

63 愛知県 一宮市 道路、公園、広
場 ストリートチャレンジ 一宮市（都市計画

課）・志民連いちのみや 

一宮駅西口広場から駅構内、東口広場、銀座通りと本町通り
全域、周辺の公園や広場など中心地広域を会場とする公共地
利活用ウォーカブル社会実験 

0 ~ 市の主催 

64 愛知県 一宮市 道路、公園、広
場 

杜の宮市・まちの宮
市 

杜の宮市準備委員会
（志民連いちのみや） 

春開催のクラフトフェア。延長 1.5kmほどの会場に 300のブー
ス 0 有り ー 

65 愛知県 春日井市 公園 KOZOJI PLAT 
高蔵寺まちづくり株式会
社、株式会社ナゴノダナ
バンク 

親子向けのものづくりWSやキッチンカーの飲食物販などを実施 0円 有り 春日井市都市公園条例第 11条 

66 愛知県 豊田市 公園 STREET & PARK 
MARKET 

一般社団法人ＴＣＣ
Ｍ 

毎月第 3土曜日豊田市の都市公園「桜城址公園」にて約 50
店舗規模のクラフト＆フードマーケットを開催 8,000～9,000円/回 無し ー 

67 愛知県 豊田市 広場 

Museum Market
（R4年 11月からお
庭でマルシェ名称変
更） 

豊田市美術館・（一
社）ＴＣＣＭ共催 

年 2回（5、11月、各 2・3日間）豊田市美術館の庭園で
約 30店舗規模のクラフト＆フードマーケットを開催 0 無し ー 

68 愛知県 豊田市 道路 Toyota Street 
Market 

豊田市駅周辺地区エリ
アマネジメント研究会 

毎月第 1土曜日、駅前県道歩道を道路占用許可の特例制
度を活用し地元中心のマーケットを開催 

500円＆豊田署使用許可料 2,500
円 有り 都市利便増進協定に明記 

69 愛知県 西尾市 道路、広場 城下町マーケット 
本町発展会、協力団
体:株式会社城下町
PRIDE 

中心部の本町商店街の一般道を歩行者天国にして年 4回、
キッチンカーの出店やビンゴ大会、スタンプラリー等のイベントを実
施。 

0 有り 賑わい創出事業であるため 

70 愛知県 西尾市 道路 みどり川四九朝市 株式会社城下町
PRIDE 

西尾市中心部を流れるみどり川河岸で、毎月 4 と 9のつく日に
朝市を開催 0 有り 賑わい創出事業であるため 

71 愛知県 東海市 道路広場 名鉄太田川駅東西
広場 株式会社まちづくり東海 

 都市利便増進施設の活用により、まち会社及び大学等による
駅前広場での継続的な物販等スペース憩いの場の展開（とも
に道路占用の特例適用） 

0円 有り 都市再生推進法人の活動であるた
め減免扱い 

72 愛知県 東海市 道路 
広場 

名鉄太田川駅前歩
道（広場） 

どんでん夜市実行委員
会 

都市利便増進協定に基づく事業で、自主的な実行委員会によ
る駅周辺活性化事業、継続的に飲食ブース、ステージ、物販棟
の夜市を展開 

0円 有り 
コロナ特例に準拠して減免扱い及び
地域活性化のための自主的活動に
よるため減免扱い（当分の間） 
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73 愛知県 東海市 道路 駅前歩道 株式会社上々 都市利便増進協定に基づく事業で、地元商業会社が独自にオ
ープンカフェを展開 114,240円（8 カ月） 無し ー 

74 滋賀県 長浜市 道路 長浜駅ペデストリアン
デッキ 

えきまち長浜株式会社 
市民団体 

市の玄関口に相応しい空間づくり（花壇整備）を、住民の皆
様と共同で行っています。また、飲食・物販にチャレンジしたい方
に貸し出すことで、賑わいを創出 

ー 免除 都市利便増進協定 

75 滋賀県 草津市 広場 中心市街地公共空
間活用事業 草津まちづくり株式会社 中心市街地内の公共空間において、イベントやオープンカフェなどで空間を有効活用 0円 無し 草津市の委託事業のため、全額減免 

76 滋賀県 草津市 広場 テナントミックス事業 草津まちづくり株式会社 草津市が所有する普通財産の土地や、都市公園内に、草津まちづくり株式会社が店舗を建設し、テナント事業者を誘致し運営 
1,689千円（公園） 
2,310千円（広場） 有り 

都市再生推進法人であることから、
占用料は 1/2減免。また、都市利
便増進協定を締結していることか
ら、都市利便増進施設の設置にか
かる費用は全額減免。 

77 大阪府 大阪市 道路 
にぎわい軸・オープンカ
フェ等の食事購買施
設の設置 

（一社）グランフロント
大阪 TMO 

都市再生特別措置法に基づく道路占用許可特例により、道路
占用許可を受けた上でグランフロント大阪開業当初から実施 免除 免除 大阪市道路占用料条例第 3条第

1項第 8号 

78 大阪府 大阪市 広場 うめきた広場 （一社）グランフロント
大阪 TMO イベントスペースとして貸出 グランフロント大阪事業者と大阪市によ

る土地賃貸借契約による 不明 不明 

79 大阪府 大阪市 道路 梅田１丁目地区 一般社団法人梅田１
丁目エリアマネジメント 

大阪駅前地下道をはじめとする地上・地下の道路空間を有効
活用し、道路上に広告等を設置して収益活動を行い、その収益
を地上・地下の道路維持管理や道路上でのにぎわい創出等に
還元 

580,096円 有り 大阪市道路占用料条例第 3条第
1項第 4号 

80 大阪府 寝屋川市 広場 
京阪寝屋川市駅前
周辺、京阪香里園
駅前周辺 

アドバンス寝屋川マネジ
メント㈱ 

駅前広場を活用した、音楽イベント・駅前マルシェ・駅前イルミネ
ーションの実施 ー 有り ー 

81 大阪府 寝屋川市 広場 
京阪寝屋川市駅前
周辺、京阪香里園
駅前周辺 

アドバンス寝屋川マネジ
メント㈱ 駅前広場を活用した、駅前イルミネーション事業 ー 有り ー 

82 大阪府 寝屋川市 道路 ー アドバンス寝屋川マネジ
メント㈱ 放置自転車対策を目的としたラック式駐輪場の運営 ー 有り ー 

83 兵庫県 神戸市 道路 GREEN 
COMMONS 

一般社団法人リバブル
シティイニシアティブ 

実験花壇の運営管理、および、花壇管理運営ボランティアの育
成講座開催 無し ー ー 

84 兵庫県 福崎町 広場 福崎町駅前交流広
場の管理運営 株式会社 PAGE 

JR福崎駅に直結し、駅前観光交流センターに隣接する広場。
福崎町から指定管理を受けて管理。マルシェ、ビアガーデン等の
イベントやキッチンカー販売 

0円 有り 指定管理者であるため 

85 奈良県 桜井市 広場 
桜井駅南口広場公
共空間整備・活性化
事業 

桜井まちづくり㈱ 市民が集い憩える滞在環境の向上および中心拠点の駅から歩
いていける旧伊勢街道である本町通への回遊性向上を目指す ▲10千円 有り 駅前マルシェ出店者の駐車料金を減免 

86 和歌山県 和歌山市 河川 シエキノカワでピクニッ
ク 

（一社）市駅グリーング
リーンプロジェクト 

紀の川の魅力と可能性を発信する社会実験として、紀の川第５
緑地の芝生広場等を活用し、ハンモック・デッキチェアや畳ベンチ
の設置、飲食・BBQ スペースの運営、カヌー体験等を実施 

無し 有り 非営利の社会実験として実施するため 
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No. 都道府県 市区町村 パブリック空間 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の 
有無 減免の根拠 

87 和歌山県 和歌山市 広場 
和歌山市駅前広場
の賑わいづくりイベント
「しえきのいま」 

（一社）市駅グリーング
リーンプロジェクト 

和歌山市駅前広場の利活用を促進するため、ハンモック等を配
置した人工芝のピクニックエリアを中心に、キッチンカー等の出店や
親子で楽しめる体験コンテンツ、音楽ステージ等を不定期で開催 

無し 有り 非営利の賑わいづくりイベントとして開催するため 

88 和歌山県 和歌山市 広場 本町公園 株式会社紀州まちづくり
舎 

10年間閉鎖していた市営本町地下駐車場の再開と parkPFI
の制度を使った公園の利活用としてレストラン経営やコワーキング
スペース、キッチン付きのレンタルスペースやドックランなどがある複
合施設運営 マーケットの定期開催 また特定公園施設として
の芝生広場の管理と活用推進の為イベントの開催や誘致 

ー ー ー 

89 和歌山県 和歌山市 道路 
北ぶらくり丁商店街 
道路 『北ぶら リメン
バーMARKET』 

北ぶらくり丁商店街振興
組合 マーケットイベント『北ぶらリメンバーMARKET』 2,300円/月 有り 

毎月占有料 
和歌山市 300円（道路） 
警察 2,000円（道路） 

90 和歌山県 和歌山市 道路、広場 
アーケード商店街また
は広場でのイベント開
催 

和歌山日台交流協会
（協力:一般社団法人
みんとしょ） 

主催団体のイベント開催時に、広場利用の手続き、会場設営、
許可申請等の運営面におけるサポート 0 有り 

和歌山市の公共空間活用であるこ
とと、観光・商工振興の点で行うた
め 

91 和歌山県 和歌山市 公園 マーケットイベント「大
新ピクニック」 

株式会社ワカヤマヤモリ
舎 

指定管理を受ける地下駐車場の上部にある公園において、年
２回のマーケットイベントを実施 4,500円 ー ー 

92 岡山県 岡山市 道路、広場 岡山駅前商店街アー
ケード内 おかやま未来まちづくり㈱ 公共空間におけるソフトコンテンツを活かしたまちづくり ー ー ー 

93 岡山県 倉敷市 広場 あちてらす倉敷オープ
ンスペース 倉敷まちづくり株式会社 

官民用地を一体的に整備したオープンスペースにおいて「まちづく
り協議会」と協働でエリアマネジメントを実施。広告収入等による
収益を活用し、イベント企画・環境維持活動などエリアのにぎわ
い創出につながるまちづくり事業 

0円 有り あちてらす倉敷公共空地都市利便増進協定 

94 山口県 宇部市 道路 オープンストリート宇
部 にぎわい宇部 コロナ特例を活用して歩道でのテラス営業を促進している。 無し 有り コロナ特例 

95 香川県 丸亀市 道路、広場 ふらっとパーク&ストリ
ートテラスまるがめ （株）HYAKUSHO 

「みなと公園」と近接道路を封鎖して社会実験を実施。近接す
る市営駐車場の解体後の公共空間の利活用を検討するための
社会実験 

ー ー ー 

 

■回答 2【全国中心市街地活性化まちづくり連絡会議会員】 
や 都道府県 市区町村 パブリック空間 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の 

有無 減免の根拠 

1 福島県 会津若松市 公園、広場 マルシェ開催 会津まちなかマルシェ
実行委員会 

市内の公園や広場を使って毎月１回マルシェを開催して
いる。 ー 有  

広場 ー 

2 福島県 白河市 公園 
リノベーション＠
本町キタウラ事
業 

楽市白河・NPO未
来準備室 

地元高校生と共に公園を映えさせる公園にするため、冬
場にイルミネーションや工作物を設置 ０円 有 使用料を設けていない（公

園） 

3 福島県 白河市 その他 中町小路楽蔵ビ
アガーデン 

楽市白河・NPO未
来準備室 楽市白河運営の施設内において、ビアガーデンを実施 無 無 ー 
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や 都道府県 市区町村 パブリック空間 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の 
有無 減免の根拠 

4 栃木県 宇都宮市 道路 
宇都宮まちなか
オープンカフェ事
業 

宇都宮まちづくり推
進機構、宇都宮市 

中心市街地での人との交流や憩いの場（路上にイス・テ
ーブル・パラソル設置）の提供。 

道路占用料０円，道路使用
料 27,600円 

有
（道
路） 

コロナ特例により市に納める占
有料については減免措置。但
し、警察に納める道路使用料
については減免されずに毎月支
払っている。 

5 栃木県 日光市 広場 道の駅日光 多
目的広場 イベント実行委員会 道の駅日光の周年事業、まちなかのボランテｲア団体等 ー ー ー 

6 栃木県 大田原市 公園 
大田原市山の手
１丁目 金燈篭
交差点 

大田原市、協力団
体 大田原市中心
市街地活性化協議
会 

健康器具や休憩所の設置 公園占用料０円 ー ー 

7 千葉県 千葉市 公園 通町門前市場 千葉市中心市街地
まちづくり協議会 

中心市街地において、古来より寺社仏閣で開催されてい
る「市」をモチーフに近隣商業者の物品や飲食販売、縁
日・昔遊びなどを 5～10店舗程度の規模で行う。 

無 有 千葉市社会実験制度の利用
により減免 

8 富山県 高岡市 道路、広場 わくわくメルヘンラ
ンド 

御旅屋セリオ賑わい
創出実行委員会 

御旅屋通りと御旅屋メルヘン広場を使用して、親子で楽
しめるイベントを開催。 ー ー ー 

9 石川県 金沢市 道路、広場 金沢市香林坊エ
リア 

株式会社金沢商業
活性化センター 

道路・広場において、オープンカフェの実施やストリートパフ
ォーマーによるイベントの実施 ー ー ー 

10 福井県 越前市 
道路、公園、
その他(市役
所庁内広場) 

（福井）県道
２１号線（武
生停車場線）に
おけるライブ・キッ
チンカー出店及
び冬のイルミネー
ション 

まちづくり武生株式
会社 
★別途都市再生推
進法人において整理 

冬にはＪＲ武生駅から武生中央公園に至る経路を線的
にイルミネーション装飾。 
途中途中のスポットで、平日のキッチンカー出店や歩道で
のライブなど曜日を問わないメリハリのある誘導策を講じて
いる。 

毎回、道路占用申請手数料
2300円のみ、庁舎広場と公園

は市と共催のため０円 

すべて
減免 

市とまちづくり会社が共催するイ
ベント 

11 静岡県 静岡市 公園 駿府城公園 公益財団法人静岡
市まちづくり公社 

駿府城公園内及び周辺の史跡をガイドとともに巡るウォー
キングイベント ー 有 公園内施設入館料以外は無

料 

12 静岡県 静岡市 道路 七間町青空市 七間町青空市実行
委員会 

月に１回、商店街道路の歩行者天国を活用した地場産
品などを販売する市 占用料 2,300円 

無
（道
路） 

ー 

13 静岡県 掛川市 道路 かけがわ「けっトラ
市」 

けっトラ市実行委員
会 

生産者が軽トラックの荷台をお店にして、採れたて新鮮野
菜や手づくり加工品など運んできたまま対面販売する市
場。掛川駅通りを歩行者天国にし、 毎月第 3土曜日 
に開催 

2,300円（道路） 無 ー 

14 愛知県 豊田市 道路 

エリア；名鉄豊
田市駅周辺
（駅前道路の歩
道空間） 

豊田市駅周辺地区
エリアマネジメント研
究会（事務局一般
社団法人ＴＣＣ
Ｍ） 

毎月第一土曜日に道路占用許可の特例制度を活用し
て、豊田市駅前停車場線の歩道空間使用の「Toyota 
Street Market」をエリマネ研究会主催として開催。周辺
再開発ビル店舗とのコラボ企画も含め、地元豊田市の出
店者を中心に約 30店舗で構成、夏季(7～9月）はナ
イトマーケットで開催。 

占用料（道路）30円/月・回 

有
（道
路） 
90%
減免 

都市再生推進法人の指定、都
市利便増進協定に明記 
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や 都道府県 市区町村 パブリック空間 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の 
有無 減免の根拠 

15 愛知県 豊田市 公園 
エリア；豊田市
中心市街地内
都市公園 

一般社団法人ＴＣ
ＣＭ 
★別途都市再生推
進法人において整理 

毎月第三土曜日に豊田市中心市街地・商店街隣接
（裏側）の都市公園で「STREET & PARK 
MARKET」を開催。クラフト、フード、キッチンカー等約 50
店舗で構成。 

ー 

有
（公
園使
用
料） 

ー 

16 兵庫県 神戸市 公園 鉄人２８号鉄
人広場 

NPO法人 KOBE
鉄人 PROJECT 

鉄人２８号のモニュメント完成後足元の鉄人広場にて新
長田界隈の活性化のため各種イベントを開催している ー ー ー 

17 鳥取県 鳥取市 道路 マーチングストリー
ト 株式会社まるにわ 鳥取駅前サンロードにおける全蓋アーケードの道路空間を

活用イベントの実施※計画中 計画中 計画
中 ー 

18 広島県 広島市 公園、河川 

広島駅周辺地
区の水辺空間に
おけるにぎわい創
出事業 

広島駅周辺地区ま
ちづくり協議会 

新たな生活様式に対応したオープンスペースの活用方法
を提案する取り組み、当協議会が河川のオープン化の指
定区域における包括的な占用主体として選定を受け実
施 

占用料（河川）108千円 
無
（公
園） 

河川区域と重複しているため
（公園） 

19 香川県 高松市 道路、広場 北部 3町ドーム
広場 

高松丸亀町商店街
振興組合 

3 つの商店街の交差点に民地を組み入れて直径 25ｍの
円形広場を作り、広場上空にクリスタルのドームを建設し、
イベント広場として提供している。 

0円 
有高
松市
道 

高松市は商店街のアーケードは
占有料を減免している。 

20 香川県 高松市 道路 
高松丸亀町商
店街アーケード
（470ｍ） 

高松丸亀町商店街
振興組合 

市道上にアーケード及びカラー舗装、街路樹、花壇、ベン
チ等々を整備して、快適な歩行空間として市民に提供し
ている。 

6082円（国道上分）、市道
部分は減免 

国・無 
 

市・有 

高松市は商店街のアーケードは
占有料を減免している。 

21 愛媛県 松山市 道路 松山中央商店
街 

株式会社まちづくり
松山 

松山中央商店街（大街道・銀天街・まつちかタウン）と
松山市駅前広場の道路管理について松山市と道路管理
協定を結び、道路空間を活用した催事等の実施について
まちづくり会社が管理・利用促進を行っている。同時に屋
外広告物管理協定も締結しており、松山中央商店街内
の公共空間を活用した街頭広告事業の収益をまちづくり
会社が得ることでこれら活動の原資としている。 

屋外広告物の占有料を松山市
に支払い 

松山
市の屋
外広
告物
規程に
従って
納付 

上記屋外広告物が公益に資す
るもの（コロナ啓発等）の場
合、期間を定めた上で占有料
免除 

22 愛媛県 西条市 その他(棚田) 千町棚田プロジェクト 
NPO法人うちぬき
２１プロジェクト 

市内山間部にある千町棚田の復活を目指して、ボランティ
アを中心に米作り・野菜作りなどに励んでいる。そのために
周辺の草刈り・石垣の掃除・潅水の整備など、景観づくり
にも大いに役立っている 

占有料は特になし、整備すること
で使わせていただいています 

すべて
減免 

道路清掃・石垣清掃・水の涵
養など、棚田整備に役立ってい
る 

23 大分県 大分市 公園 大分市府内町 
祝祭の広場 大分市 

大分市まちなみ企画課が民間活力導入に向けた社会実
験の取り組みとして、祝祭の広場に祝祭テラスを設置し、
飲食店等を誘致し商品販売を行うことで利益を上げること
ができるか調査するもの 

無 無 無 

24 宮崎県 日向市 
道路、広場、
その他(一部
市街地) 

日向ひょっとこ夏
祭り 

日向市、日向ひょっ
とこ夏祭り実行委員
会 

全国から 2000名以上の踊り手を迎え、地元と県外の皆
さんとの踊りを通しての交流 有 有 日向市（中心広場が公共的

広場） 
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■回答 3【全国エリアマネジメントネットワーク会員】 
No. 都道府県 市区町村 パブリック

空間 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の 
有無 減免の根拠 

1 北海道 札幌市 広場 
札幌駅前通地
区・札幌駅前通
地下広場 

札幌駅前通まちづ
くり株式会社 

札幌駅前通地下歩行空間は、地下鉄南北線のさっぽろ駅～大通駅を結
ぶ 520mの地下道です。都心の賑わい創出を目的とするため札幌駅前通
地下広場条例を公布し、歩行空間の一部を「広場」と位置付けることによ
り、各種イベント等を可能にしています。 

0円 － 

道路法第 20条第 1項による兼用工作物管理
協定により、広場利用手続きの簡略化や、広場
を多目的に使えるようになっており、道路使用許
可・道路占用許可は不要（一部空間は除く） 

2 北海道 札幌市 広場 
札幌駅前通地
区・札幌駅前通
地下広場 

札幌駅前通まちづ
くり株式会社 

札幌市北３条広場（以下広場）は、札幌のメインストリートである札幌駅
前通と歴史的観光資源である北海道庁赤れんが庁舎の間に位置してお
り、さまざまな活動や気軽に憩うことができ、継続的・恒常的なにぎわいの創
出の場として整備された空間で、元々車道だった場所を広場空間に転換。 

0円 － 

道路法第 20条第 2項による兼用工作物管理
協定により、広場利用手続きの簡略化や、広場
を多目的に使えるようになっており、道路使用許
可・道路占用許可は不要（一部空間は除く） 

3 北海道 札幌市 道路 

主要道道札幌停
車場線（JR 札
幌駅南口駅前広
場） サツエキテラ
ス、エキヒロイルミネ
ーション 

札幌駅前通地区
活性化委員会 

一部道路部分である札幌駅南口駅前広場を利活用し、夏はオープンカフェ
等、冬はイルミネーションを実施している。 0円 有 

活性化委員会の中に、札幌市が含まれており、免
除となっている。（占用申請時に副申書を提出し
ている） 

4 東京都 世田谷区 広場 CO-NIWA マルシ
ェ 

(一社）ドレッセ
WISE たまプラー
ザエリアマネジメン
ツ 

月に 1回マルシェを開催。出店者はたまプラーザにゆかりのある人に限定。 ー ー ー 

5 神奈川県 横浜市 道路、公
園、広場 

SOTO CAFÉ 
MM(ソトカフェみな
とみらい) 

民間事業者（オ
ープンカフェ等運営
主体） 

道路（駅前広場）、公園、公開空地、有効空地、地区施設において、民
間事業者単独では実施できないオープンカフェ及びキッチンカーの設置を、み
なとみらい２１公共空間活用委員会が審査承認し、市に一括申請 

道路占用料 1,400円／
㎡・月（道路）、道路使
用許可申請手数料

2,000円（道路）、公園
施設設置料 236円／
㎡・月（公園） 

無 ー 

6 神奈川県 横浜市 広場 みなとみらい
STREET MUSIC 

一般社団法人横
浜みなとみらい２
１ 

地区内民間施設を会場（17施設、一部公開空地・有効空地・地区施
設を含む）に、審査に合格したミュージシャン（81組）が年間通じてライブ
を実施（2022年 5~8月で 163公演実施） 

無 ー ー 

7 神奈川県 横浜市 道路 
にぎわい創出事業
（桜木町駅前広
場） 

桜木町駅前広場
活性化委員会
（YMMが事務
局） 

桜木町駅前広場の周辺事業者で構成される委員会にて、同広場を活用
したにぎわい創出を目的としたイベント及び清掃活動等を実施 

区画ごとの道路占用料を
ホームページにて公表 

広告料の
み免除 

ＪＲ桜木町駅前広場イベントスペース利用要領 
第 12条 

8 愛知県 名古屋市 道路 ハンギングバスケッ
トの設置 

名駅南地区まちづ
くり協議会 名駅南地区の一部街路灯へハンギングバスケットを設置 ー ー ー 

9 愛知県 名古屋市 道路 
名古屋駅地区に
おける国家戦略道
路占用事業 

名古屋駅地区街
づくり協議会 

フラッグバナー広告、工事用仮囲広告並びに広告付歩行者案内板を設置
し、広告収益の一部を街づくりに還元する 

広告付歩行者案内板の
道路占用料：32,815円
（9割減免された額） 

有（道
路） 国家戦略特別区域認定による 9割減免 

10 大阪府 大阪市 
道路、その
他(公開
空地) 

御堂筋チャレンジ 
NPO法人御堂
筋・長堀 21世紀
の会 

道路協力団体として歩道や公開空地を活用した移動型店舗やテント型店
舗の設置により賑わいを創出 無 － 大阪市が占用した箇所を無償貸与 
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No. 都道府県 市区町村 パブリック
空間 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の 

有無 減免の根拠 

11 大阪府 大阪市 道路、広
場 大阪梅田エリア 

一般社団法人大
阪梅田エリアマネ
ジメント 

梅田エリアのパブリック空間にて、健康をテーマとしたマルシェや体験プログラム
を実施 0円 無 行政も含む主催（実行委員会形式）による非

営利な目的の活動として申請 

12 大阪府 大阪市 道路、広
場 大阪梅田エリア 

梅田地区エリアマ
ネジメント実践連
絡会 

エリアイベント開催期間（夏・冬）を活用し、パブリック空間にて音楽ステー
ジやマルシェ、休憩スペース・装飾の設置等を行う。 0円 無 行政も含む主催（実行委員会形式）による非

営利な目的の活動として申請 

13 大阪府 大阪市 道路 大阪梅田エリア 
梅田地区エリアマ
ネジメント実践連
絡会 

「ウォーカブル梅田構想」に基づく道路活用の実証実験を実施 0円 無 大阪市の都市再生推進法人準備団体制度によ
る 

14 大阪府 大阪市 道路 いちょうテラス淀屋
橋社会実験 

一般社団法人御
堂筋まちづくりネッ
トワーク 

御堂筋の歩道上に側道閉鎖までの期間本設する「いちょうテラス淀屋橋
（パークレット）」を民設民営にて開設。道路協力団体である当会と大阪
市間で協定を締結し、公民連携の体制のもと取組んでいる。占用区域指
定に対して歩行者利便増進道路制度を、占用主体に対して道路協力団
体の両制度を活用する新たなスキームにて実施 。今後の道路空間再編に
備えて、道路上施設の維持管理とともに、地域情報案内板（デジタルサイ
ネージ）で地域・防災等の効果的な情報発信や情報コンテンツの景観マネ
ジメント検証等の各種検証を実施中。 

無 ー 
大阪市は道路法に定める道路協力団体業務遂
行のための占用に対しては、占用料を減免する運
用をされているため 

15 大阪府 大阪市 道路 

沿道彫刻横のコン
テナガーデン・平野
町街園の緑化事
業 

一般社団法人御
堂筋まちづくりネッ
トワーク 

大阪市計画調整局が設置した彫刻 25体横の 50 基の「コンテナガーデ
ン」植栽桝を当会が維持管理を担っている。さらに 「平野町街園」を 、サス
ティナブルガーデンをテーマ として再整備し、以降維持管理を実施。 

無 有 
「コンテナガーデン」は大阪市都市計画局による占
用のため占用料負担なし。「平野町街園」は上記
①同様に道路協力団体制度活用のため。 

16 大阪府 大阪市 

その他(民
地内の壁
面後退部
分) 

壁面後退部分の
利活用 

一般社団法人御
堂筋まちづくりネッ
トワーク 

御堂筋の地区計画内の壁面後退部分（地区施設）はイベントやオープン
カフェ等で活用可能となっている。活用にあたっては当会が自主ルールに基づ
き使用行為を審査し、利活用のクオリティをコントロールしている 。 また当
会にてエリア内の壁面後退部分を使用貸借し、キッチンカー出店支を援。 

無（民地内のため発生せ
ず） ー ー 

17 福岡県 福岡市 道路、公
園、広場 

はかたイーストリー
ト 

博多まちづくり推
進協議会 道路に滞留空間をつくる 無料（減免措置） ー 国家戦略特区占用事業の活用 
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(2) 調査２：都市再生推進法人の新規指定状況及び法人指定に関する調査 

1) 回答状況 

「都市再生推進法人の新規指定状況及び法人指定に関する調査」については、1,589 団体 91.3%

が回答した。 

 
表 2.1-7 調査２：都市再生推進法人の新規指定状況及び法人指定に関する調査回答状況 

調査対象 団体数 回答数 回答率 

全国の市区町村 1,741 1,589 91.3% 
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2) 調査項目 [市区町村向] 

資料 2-3：調査 2 調査票（1/5） 
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資料 2-3：調査 2 調査票（2/5） 
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資料 2-3：調査 2 調査票（3/5） 
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資料 2-3：調査 2 調査票（4/5） 
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資料 2-3：調査 2 調査票（5/5） 
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3) 調査結果：調査票２ 都市再生推進法人の新規指定状況及び法人指定に関する調査 

 

① 調査２-1：都市再生推進法人の新規指定状況及び法人指定に関する調査 

 
ア) 都市再生推進法人の指定状況 

都市再生推進法人を指定していると回答した自治体は 57 団体（3.6%）である。 

 

■設問 

 

 

■回答数・回答割合 
 

項目 回答数 割合 

➀指定している 57 3.6% 

②指定していない 1,531 96.3% 

無回答 1 0.1% 

合計 1,589 100.0% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

（１）都市再生推進法人の指定状況についてご回答ください。 

➀指定している
3.6%

②指定していない
96.3%

無回答
0.1%

n=1,589



 

2-43 

イ) 令和 3 年（2021 年）10 月 1 日以降に指定した都市再生推進法人、及びその概要 

令和 3 年 10 月 1 日以降に指定した都市再生推進法人については、全国各地で新たに 15 団体

が指定されている。 

■設問 

 

 

 

■回答一覧 
NO 都道府県 市区町村 団体名 設立年月日 指定年月日 設立目的 実施事業 

1 北海道 函館市 
株式会社はこ
だて西部まちづ
く Re-Design 

令和 3年 7
月 29日 

令和 3年 10
月 11日 

函館市西部地区再整備事業の推進 

【リノベーション事業】西部地区の低未利用不動産の整
備・利活用 
【イベント運営事業】公園や空き地でのイベント開催 
【発信事業】YouTubeや HP での地域情報発信 
【ワーケーション事業】アーティストワーケーションの実施・
運営 

2 東京都 中央区 
一般社団法人
日本橋浜町エ
リアマネジメント 

令和 2年 4
月 1日 

令和 4年 1
月 17日 

日本橋浜町及びその周辺において、そのまちづくりに関わる多
様な主体が一体となり、当エリアの魅力を高め、良好な地域
コミュニティを維持し、安心で快適な街を実現するために、既
存の町会・企業・地域団体等と連携して地域の価値向上
及び活力あふれる地域活動を推進及び支援すること 

【浜町マルシェ】広場にて「地域」と「企業」、「地元商店
街」と「新住民」のコミュニケーションが生まれる場を提供 
【浜町キレイプロジェクト】地元住民や企業が参加する、
地域の清掃活動 
【緑道整備 PJ】放置自転車対策やオープンスペースの
魅力向上のため、社会実験を実施 
【浜町防災 PJ】Line アカウントを通じて防災情報を定
期的に発信 

3 東京都 江戸川区 

一般社団法人
小岩駅周辺地
区エリアマネジメ
ント 

令和 2年 11
月 16日 

令和 4年 3
月 29日 

JR小岩駅周辺地区の市街地環境や地域資源及び公共
施設の管理・活用と暮らしの安心安全及び地域の価値の向
上。(法人定款より抜粋） 

レンタル事業:活動拠点内のレンタルスペース、レンタルシ
ート、レンタルラックの貸出・運営 
地域連携促進事業:コロナ禍での飲食店応援(弁当の
代理販売)、町会・商店会等地域関係者との茶話会、
地元店舗情報をまとめたマッププロジェクト等 
物販事業:活動拠点でのマルシェ・イベントの企画・実施 

4 石川県 小松市 
株式会社 こま
つ賑わいセンタ
ー 

平成 10年
10月 7日 

令和 4年 3
月 17日 

小松駅周辺およびまちなかの賑わいづくり 【市施設管理事業】公共施設の管理運営 

5 福井県 越前市 
まちづくり武生
株式会社 

平成 27年 4
月 1日 

令和 4年 7
月 26日 

まちなか居住を促進するための調査研究、企画調整、設計
及びコンサルタント業務等の業を営むこと 

【イベント事業】道路、広場を活用したイベントの実施 

6 愛知県 名古屋市 
公益財団法人
名古屋まちづく
り公社 

昭和 36年 7
月 25日 

令和 4年 3
月 8日 

名古屋の個性を生かしたまちづくりの方向性を明らかにし、地
域的特性に応じた都市機能の増進及び潤いある豊かな生
活環境の創出を図ることにより、快適で活力ある名古屋のま
ちづくりを推進し、もって地域の健全な発展に寄与することを
目的とする。 

現在検討中 

7 愛知県 一宮市 
特定非営利活
動法人志民連
いちのみや 

平成 17年 5
月 5日 

令和 4年 8
月 18日 

まちづくりなど 

【コミュニティ事業】 
コミュニティ施設の運営や地域オリジナル商品の開発 
【まつりづくり事業】地域イベントの企画・運営 
【広報啓発交流事業】地域内での会議の実施、講座の
【開催、各種通信支援事業】 
市民活動や社会活動の支援 

8 愛知県 西尾市 
株式会社城下
町 PRIDE 

平成 30年
12月 3日 

令和 4年 8
月 15日 

西尾市内の都市開発、観光開発、並びに土地建物の有効
利用に関する調査、企画立案、設計及びその実施に伴うコ
ンサルタント業務。商店街の販売促進及び観光客誘致等の
ために行う事業の企画立案、運営及び情報提供、各種イベ
ント事業の企画立案、運営及びチケットの受託販売。空
地、空き店舗、共同店舗、集合店舗等商業施設の企画・
管理及び賃貸借に関する事業。不動産の売買、交換、賃
貸借及び仲介並びに所有、管理。駐車場の管理運営に関
する業務。古民家再生活用事業。飲食亭、駐車場、コミュ
ニティスペース等の商業基盤施設の企画、建設、運営及び
受託。など 

【空き店舗対策】空き店舗を利用し新規の事業者が開
業できるよう支援を行う。 
【ナイトマーケット】夜市を行い賑わい創出 
【ビアガーデン】賑わい創出 

9 愛知県 西尾市 

特定非営利活
動法人やらまい
か人まちサポー
ト 

平成 18年 3
月 31日 

令和 4年 8
月 22日 

まちづくりの推進を図る活動。前各号に掲げる活動を行う団
体の運営または活動に関する連絡、助言または援助の活動 

【西尾市文化振興イベント企画運営業務】文化振興イ
ベントを開催し、芸術文化活動を訴求する 
【観光客誘客促進事業】子どもたちからのおくりもの企画
運営、サプライズ花火企画運営 

10 和歌山県 和歌山市 
一般財団法人
和歌山まちづく
り財団 

平成 27年
11月 26日 

令和 4年 3
月 11日 

自立した持続可能な地域を目指し、そのまちづくりのための
事業を通し、地域社会を未来に繋ぐこと 

防災事業:清掃活動や夜回りの実施 
商店街活性化事業:イベントの実施 

 
  

（２）令和 3年（2021年）10月 1日以降に指定した都市再生推進法人があれば、以下の内容をご回答く
ださい。 
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NO 都道府県 市区町村 団体名 設立年月日 指定年月日 設立目的 実施事業 

11 岡山県 岡山市 
一般社団法人
ぷらっと西川 

令和 3年 4
月 1日 

令和 4年 3
月 8日 

岡山市中心市街地である西川エリアにおいて賑わいに資す
る機会の創出や交流の促進・支援等、公共空間等を活用
した街づくりに関する事業を行い、安全で安心した飲食がで
き、住み続けられる街の実現を目的とする。 

【西川クリーン DAY】地域住民等と連携し、西川の清掃
活動及び環境学習 
【広報事業】広報誌フリーペーパー「ぷらっと西川」の発行 
【集客事業】公園を活用した食をメインとするイベントの
実施 

12 広島県 呉市 
特定非営利活
動法人ＳＹＬ 

平成 29年
11月 27日 

令和 4年 4
月 15日 

呉市の魅力を世界に発信するため，まちの将来像を描き，
その将来像を実現するシナリオをつくり，合意形成を図るまち
づくりデザイン活動を実施していくことで，それぞれの地域特
性を尊重した持続可能な地域社会の実現に寄与することを
目的とする。（定款抜粋） 

【遊休不動産の活用】呉市が主催するリノベーションスク
ールへの専門家の派遣など 
【公共空間の活用】公共空間を活用した大型マルシェの
開催など 

13 広島県 呉市 
一般社団法人
KURE－PERS 

平成 28年
12月 28日 

令和 4年 10
月 4日 

民間，行政，様々な分野のスペシャリストが集い，様々な
アイデアや色を重ね合わせながら，その見識と歓声で地元に
存在する魅力を選定・再構築し呉市の展望や前途・眺望を
描ききる集団であるとともに，行政と共同し，都市再生推
進法人を目指す 

【公共空間の活用】アート展示，ワークショップの開催及
び地域の食を活かした店舗の出店など公園空間を生か
したイベント開催など 

14 広島県 福山市 
福 Lab 株式
会社 

平成 27年
11月 11日 

令和 4年 9
月 16日 

未利用地の活用について，都市計画・まちづくりの専門家と
して援助を行うこと，及び地権者と新規事業者との橋渡し
役を担うこと。 

【コミュニティ形成拠点構想】多世代交流複合施設建設 
【基本構想業務】まちづくりに関するワークショップ，模
型，パース作成 
【イベント開催等】マルシェ，夜店開催時に駐車場解
放，オープンカフェの開催など 

15 大分県 大分市 
株式会社 大
分まちなか倶楽
部 

平成 19年 5
月 

令和 4年 5
月 12日 

都市基盤整備、都市再開発、観光開発等都市機能の向
上を図る事業などの実施及びコンサルタント業務を営むため。 

・【まちなか出店サポートセンター事業】中心市街地の活
性化を目的に、エリアマネジメント、空き店舗調査などを
行う。 
・【大分市中心市街地プロモーション事業】県内市町村
と中心部商店街等との連携を目的に、誘致先選定や訪
問取材活動などを行う。 
・【公共空間利活用事業】まちづくり活動の推進主体とし
て、道路占用、歩行者空間を活用したイベントの実施の
推進を行う。 
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ウ) 現在、指定している全ての都市再生推進法人との連携状況について 

都市再生推進法人との連携状況については、法人と連携してメール等での連絡の取り合いまた

は、定期的に情報共有のための会議の実施が最も多く（②③/26.9%）次いで、法人と連携したまちづ

くり活動を実施することでの情報共有（⑥/21.2%）が多くなっている。 

■設問 

 

 

 

■回答数・回答割合 
項目 回答数 割合 

①特段の情報共有は行っていない 4 3.8% 

②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情報共有を行っている 28 26.9% 

③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議等）を設けて行っている 28 26.9% 

④都市再生協議会を開催し、活動状況等の情報共有を行っている 2 1.9% 

⑤法人が取り組むまちづくり活動を適宜偵察し、情報共有を行っている 7 6.7% 

⑥法人と連携してまちづくり活動を実施し、情報共有を行っている 22 21.2% 

⑦その他 13 12.5% 

合計 104 100.0% 
 

 
  

3.8%

26.9%

26.9%

1.9%

6.7%

21.2%

12.5%

①特段の情報共有は行っていない

②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情…

③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議…

④都市再生協議会を開催し、活動状況等の情報共…

⑤法人が取り組むまちづくり活動を適宜偵察し、情報…

⑥法人と連携してまちづくり活動を実施し、情報共有を…

⑦その他

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%n=104

（３）現在、指定している全ての都市再生推進法人との連携状況について、法人名を記入のうえ、それ
ぞれ該当するもの 1 つをお選びください。 
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エ) 連携状況に関する詳細 

■設問 

 

 

■回答一覧 
NO 都道府県 市区町村 法人名 法人との連携情況 活動内容、その他 

1 北海道 札幌市 札幌大通まちづくり株式会社 
⑥法人と連携してまちづくり活動を実施し、情報共有を
行っている 

地区のまちづくりに係るガイドライン策定や地区計画提案に向けた協
議会の運営及び賑わい創出事業として歩行者天国等を実施。 

2 北海道 函館市 
株式会社はこだて西部まちづ
く Re-Design 

⑦その他 市が 40%出資し，事業を実施している 

3 青森県 八戸市 株式会社まちづくり八戸 
②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている 

- 

4 青森県 むつ市 むつまちづくり株式会社 
③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている,⑥法人と連携してまちづくり活
動を実施し、情報共有を行っている 

都市再生推進法人が実施するウォーカブル推進事業と市が実施する
歩行空間整備事業を一体的に実施する予定 

5 岩手県 大船渡市 株式会社キャッセン大船渡 
③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている 

- 

6 宮城県 仙台市 
一般社団法人荒井タウンマ
ネジメント 

②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている 

マルシェの運営（荒井なないろマルシェ）、地域コミュニティづくりの支
援、イベントの企画運営（あらフェス）、エコタウン事業（売電、エネ
ルギーマネジメント）、都市利便増進施設活用事業（荒井東 1号
公園のパークマネジメント）、復興公営住宅管理、不動産賃貸（ア
ライデザインセンター2） 

7 宮城県 石巻市 株式会社街づくりまんぼう 
③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている,⑤法人が取り組むまちづくり活
動を適宜偵察し、情報共有を行っている 

都市計画課及び庁内関係課を集めた場を設け適宜情報共有や意
見交換を行っているほか、都市再生整備計画区域内（川沿い周
辺）の事業者を集めた「かわまちエリマネ事務局検討会」を開催し、
官民連携を図った取組を進めようとしている。 

8 山形県 上山市 
特定非営利活動法人かみの
やまランドバンク 

③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている,⑤法人が取り組むまちづくり活
動を適宜偵察し、情報共有を行っている 

- 

9 福島県 須賀川市 株式会社テダソチマ 
②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている 

- 

10 茨城県 水戸市 株式会社 まちみとラボ ①特段の情報共有は行っていない - 

11 茨城県 牛久市 牛久都市開発株式会社 
⑤法人が取り組むまちづくり活動を適宜偵察し、情報共
有を行っている 

- 

12 群馬県 前橋市 
（一社）前橋デザインコミッ
ション 

③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている 

- 

13 群馬県 前橋市 
（公財）前橋市まちづくり公
社 

③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている 

- 

14 埼玉県 さいたま市 
一般社団法人アーバンデザイ
ンセンター大宮 

②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている,③定期的に活動状況等の情報共
有を図る場（会議等）を設けて行っている,⑥法人と連
携してまちづくり活動を実施し、情報共有を行っている 

- 

15 埼玉県 さいたま市 
一般社団法人美園タウンマ
ネジメント 

⑥法人と連携してまちづくり活動を実施し、情報共有を
行っている 

- 

16 埼玉県 川越市 株式会社まちづくり川越 
②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている 

- 

17 埼玉県 川口市 川口都市開発株式会社 
②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている 

- 

18 埼玉県 草加市 アコス株式会社 
③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている 

- 

19 埼玉県 草加市 
特定非営利法人今様草加
宿 

③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている 

- 

20 千葉県 柏市 
一般財団法人柏市まちづくり
公社 

⑥法人と連携してまちづくり活動を実施し、情報共有を
行っている 

- 

21 千葉県 柏市 
一般社団法人柏の葉アーバ
ンデザインセンター 

⑥法人と連携してまちづくり活動を実施し、情報共有を
行っている 

- 

22 千葉県 柏市 一般財団法人みどりの基金 
②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている 

- 

23 東京都 千代田区 
一般社団法人 大手町・丸
の内・有楽町地区まちづくり
協議会 

③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている 

- 

24 東京都 千代田区 
一般社団法人 日比谷エリ
アマネジメント 

③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている 

- 

25 東京都 千代田区 
NPO法人 大丸有エリアマ
ネジメント協会 

③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている 

- 

26 東京都 中央区 
一般社団法人日本橋室町
エリアマネジメント 

②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている 

- 

27 東京都 中央区 
一般社団法人浜町エリアマ
ネジメント 

②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている 

- 

（３）⑥記入欄（※活動内容について具体的に記入してください。） 
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NO 都道府県 市区町村 法人名 法人との連携情況 活動内容、その他 

28 東京都 港区 
一般社団法人新虎通りエリ
アマネジメント 

⑥法人と連携してまちづくり活動を実施し、情報共有を
行っている 

官民連携まちなか再生推進事業 

29 東京都 港区 
一般社団法人竹芝エリアマ
ネジメント 

⑥法人と連携してまちづくり活動を実施し、情報共有を
行っている 

官民連携まちなか再生推進事業 

30 東京都 新宿区 
一般社団法人新宿副都心
エリア環境改善委員会 

③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている 

- 

31 東京都 目黒区 株式会社ジェイ・スピリット 
⑥法人と連携してまちづくり活動を実施し、情報共有を
行っている 

地元の各街づくり団体からなる調整会議等で情報共有・調整を行う
ほか、街づくり活動団体の活動を共に支援している。 

32 東京都 世田谷区 
一般社団法人二子玉川エリ
アマネジメンツ 

②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている 

- 

33 東京都 渋谷区 
一般社団法人渋谷駅前エリ
アマネジメント 

③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている 

- 

34 東京都 江戸川区 
一般社団法人小岩駅周辺
地区エリアマネジメント 

②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている,③定期的に活動状況等の情報共
有を図る場（会議等）を設けて行っている 

- 

35 東京都 武蔵野市 
一般財団法人武蔵野市開
発公社 

③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている 

- 

36 東京都 府中市 一般社団法人まちづくり府中 
③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている 

月 2回以上の定例ミーティング等 

37 新潟県 新潟市 
新潟古町まちづくり 株式会
社 

②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている 

- 

38 石川県 小松市 
株式会社 こまつ賑わいセン
ター 

①特段の情報共有は行っていない - 

39 福井県 福井市 まちづくり福井株式会社 
②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている 

- 

40 福井県 越前市 まちづくり武生株式会社 
②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている 

都市再生推進法人の指定を受ける前から、市観光部局の担当者が
在中し、情報共有を行っている。 

41 長野県 佐久市 株式会社まちづくり佐久 
⑥法人と連携してまちづくり活動を実施し、情報共有を
行っている 

岩村田商店街区を中心とする再生整備事業の検討 

42 岐阜県 岐阜市 
柳ヶ瀬を楽しいまちにする株
式会社 

⑥法人と連携してまちづくり活動を実施し、情報共有を
行っている 

本市が推進するリノベーションまちづくりにかかる事業において、本市外
郭団体及び当該まちづくり会社と連携して実施している。 

43 静岡県 静岡市 御伝鷹まちづくり株式会社 
⑥法人と連携してまちづくり活動を実施し、情報共有を
行っている 

静岡都心地区の中心市街地と歴史文化の中心となる駿府城公園
を結ぶ「歴史文化への誘い道」として、道路空間の利活用（常設オ
ープンカフェの設置、イベント開催等）を行っている。また、都市利便
増進協定を締結し、日常清掃を実施したり収益の一部を施設の維
持管理費にあてたりしている。 

44 静岡県 静岡市 一般社団法人草薙カルテッド 
⑥法人と連携してまちづくり活動を実施し、情報共有を
行っている 

JR草薙駅南口イベント広場、北口芝生広場、南北自由通路の公
共空間について、一般社団法人草薙カルテッドと都市利便増進協
定を締結し、そこで得た収益を草薙地区のまちづくり活動に還元（活
動）しているため、利用の回数、収支の報告等について法人と定期
的に情報共有を行っている。 

45 静岡県 伊豆の国市 
一般社団法人伊豆長岡温
泉エリアマネジメント 

②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている,⑥法人と連携してまちづくり活動を
実施し、情報共有を行っている 

前頁の回答と同じ。 
伊豆長岡温泉駅を活用したボックス販売、古本の貸し出し 

46 愛知県 名古屋市 
錦二丁目エリアマネジメント株
式会社 

②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている 

- 

47 愛知県 名古屋市 栄ミナミまちづくり株式会社 
⑥法人と連携してまちづくり活動を実施し、情報共有を
行っている 

賑わいのある歩行者空間を創出するため、市で歩道の拡幅を行い、
法人が歩道にパークレット等を設置している。 

48 愛知県 名古屋市 
公益財団法人名古屋まちづ
くり公社 

⑦その他 
年に 1回の報告書の提出の他、所管課を通して、適宜、活動状況
等の把握を行っている。 

49 愛知県 岡崎市 株式会社まちづくり岡崎 
⑥法人と連携してまちづくり活動を実施し、情報共有を
行っている 

道路再構築や通りのエリアマネジメントを見据えた道路空間活用を実
施 

50 愛知県 岡崎市 
特定非営利活動法人岡崎
まち育てセンター・りた 

⑥法人と連携してまちづくり活動を実施し、情報共有を
行っている 

公民連携まちづくり推進を目的とした市の委託業務（公共空間活
用等に係る地元町内会の調整、シンポジウム企画等）を実施 

51 愛知県 豊田市 一般社団法人 TCCM 

②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている,③定期的に活動状況等の情報共
有を図る場（会議等）を設けて行っている,④都市再
生協議会を開催し、活動状況等の情報共有を行ってい
る,⑤法人が取り組むまちづくり活動を適宜偵察し、情
報共有を行っている,⑥法人と連携してまちづくり活動を
実施し、情報共有を行っている 

都市公園・道路・公共的空間を利用したマーケットの開催、市未利
用地を活用した、カフェ・インフォメーション施設の管理・運営等 

52 愛知県 西尾市 
特定非営利活動法人やらま
いか人まちサポート 

②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている,③定期的に活動状況等の情報共
有を図る場（会議等）を設けて行っている 

- 

53 愛知県 西尾市 株式会社城下町 PRIDE 
②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている,③定期的に活動状況等の情報共
有を図る場（会議等）を設けて行っている 

- 

54 滋賀県 長浜市 えきまち長浜株式会社 
③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている 

- 

55 滋賀県 草津市 草津まちづくり株式会社 
⑥法人と連携してまちづくり活動を実施し、情報共有を
行っている 

市所有の公有地を賃借し、その土地に当該法人が建物を建て、テナ
ントを誘致したり、中心市街地の公共空間においてイベントを実施す
る事業を委託したりすることで、中心市街地の賑わいを創出してい
る。 
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NO 都道府県 市区町村 法人名 法人との連携情況 活動内容、その他 

56 大阪府 大阪市 
一般社団法人梅田１丁目
エリアマネジメント 

②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている,⑤法人が取り組むまちづくり活動を
適宜偵察し、情報共有を行っている 

- 

57 大阪府 大阪市 
一般社団法人グランフロント
大阪 TMO 

②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている 

- 

58 大阪府 寝屋川市 
アドバンス寝屋川マネジメント
株式会社 

②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている,③定期的に活動状況等の情報共
有を図る場（会議等）を設けて行っている 

- 

59 兵庫県 神戸市 
株式会社神戸ウォーターフロ
ント開発機構 

②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている 

- 

60 兵庫県 神戸市 神戸ハーバーランド株式会社 
②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている 

- 

61 兵庫県 神戸市 
一般社団法人リバブルシティ
イニシアティブ 

②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている 

- 

62 兵庫県 神戸市 NPO法人 わくわく西灘 
②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている 

- 

63 兵庫県 福崎町 株式会社 PAGE 
③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている,⑤法人が取り組むまちづくり活
動を適宜偵察し、情報共有を行っている 

- 

64 奈良県 桜井市 桜井まちづくり株式会社 
⑥法人と連携してまちづくり活動を実施し、情報共有を
行っている 

まちなかウォーカブル推進事業を桜井まちづくり株式会社に委託し、
社会実験を行っている。 

65 和歌山県 和歌山市 
特定非営利活動法人 愛
福会 

⑦その他 

まちづくり活動に対する補助金制度を整備し、ワークショップ等の活動
に対する支援を行い、適宜メール等で連絡を取り、活動状況等の情
報共有を行っている。 
 また、年に１回、市と都市再生推進法人各社がそれぞれの取組等
（実績・計画）について報告する連絡会議を開催し、各法人間で
情報共有を図っている。 

66 和歌山県 和歌山市 
特定非営利活動法人 砂
山バンマツリ 

⑦その他 

まちづくり活動に対する補助金制度を整備し、清掃活動やワークショッ
プ等の活動に対する支援を行い、適宜メール等で連絡を取り、活動
状況等の情報共有を行っている。 
 また、年に１回、市と都市再生推進法人各社がそれぞれの取組等
（実績・計画）について報告する連絡会議を開催し、各法人間で
情報共有を図っている。 

67 和歌山県 和歌山市 株式会社 sasquatch ⑦その他 

まちづくり活動に対する補助金制度を整備し、イベント等の活動に対
する支援を行い、適宜メール等で連絡をとり、活動状況等の情報共
有を行っている。エリアプラットフォームの一員としても他の法人と連携
してまちづくり活動を行い、定期的に会議を開催し情報共有を行って
いる。 
 また、年に１回、市と都市再生推進法人各社がそれぞれの取組等
（実績・計画）について報告する連絡会議を開催し、各法人間で
情報共有を行っている。 

68 和歌山県 和歌山市 株式会社 真田堀家守舎 ⑦その他 

まちづくり活動に対する補助金制度を整備し、イベント等の活動に対
する支援を行い、適宜メール等で連絡をとり、活動状況等の情報共
有を行っている。エリアプラットフォームの一員としても他の法人と連携
してまちづくり活動を行い、定期的に会議を開催し情報共有を行って
いる。 
 また、年に１回、市と都市再生推進法人各社がそれぞれの取組等
（実績・計画）について報告する連絡会議を開催し、各法人間で
情報共有を行っている。 

69 和歌山県 和歌山市 
一般社団法人 市駅グリーン
グリーンプロジェクト 

⑦その他 

まちづくり活動に対する補助金制度を整備し、イベント等の活動に対
する支援を行い、適宜メール等で連絡をとり、活動状況等の情報共
有を行っている。エリアプラットフォームの一員としても他の法人と連携
してまちづくり活動を行い、定期的に会議を開催し情報共有を行って
いる。 
 また、年に１回、市と都市再生推進法人各社がそれぞれの取組等
（実績・計画）について報告する連絡会議を開催し、各法人間で
情報共有を行っている。 

70 和歌山県 和歌山市 株式会社 紀州まちづくり舎 ⑦その他 - 

71 和歌山県 和歌山市 一般社団法人 みんとしょ ⑦その他 

エリアプラットフォームの一員としても他の法人と連携してまちづくり活動
を行い、定期的に会議を開催し情報共有を行っている。 
 また、年に１回、市と都市再生推進法人各社がそれぞれの取組等
（実績・計画）について報告する連絡会議を開催し、各法人間で
情報共有を行っている。 

72 和歌山県 和歌山市 株式会社 ワカヤマヤモリ舎 ⑦その他 

イベント等の開催時には、適宜メール等で連絡をとり、活動状況等の
情報共有を行っている。エリアプラットフォームの一員としても他の法人
と連携してまちづくり活動を行い、定期的に会議を開催し情報共有を
行っている。 
 また、年に１回、市と都市再生推進法人各社がそれぞれの取組等
（実績・計画）について報告する連絡会議を開催し、各法人間で
情報共有を行っている。 

73 和歌山県 和歌山市 株式会社 宿坊クリエイティブ ⑦その他 

活動状況について適宜メール等で連絡をとり、情報共有を行ってい
る。 
 また、年に１回、市と都市再生推進法人各社がそれぞれの取組等
（実績・計画）について報告する連絡会議を開催し、各法人間で
情報共有を行っている。 



 

2-49 

NO 都道府県 市区町村 法人名 法人との連携情況 活動内容、その他 

74 和歌山県 和歌山市 ビーフレンズ 株式会社 ⑦その他 

活動状況について適宜メール等で連絡をとり、情報共有を行ってい
る。 
 また、年に１回、市と都市再生推進法人各社がそれぞれの取組等
（実績・計画）について報告する連絡会議を開催し、各法人間で
情報共有を行っている。 

75 和歌山県 和歌山市 
一般社団法人ミチル空間プ
ロジェクト 

⑦その他 

まちづくり活動に対する補助金制度を整備し、空き家相談会等の活
動に対する支援を行い、適宜メール等で連絡をとり、活動状況等の
情報共有を行っている。 
 また、年に１回、市と都市再生推進法人各社がそれぞれの取組等
（実績・計画）について報告する連絡会議を開催し、各法人間で
情報共有を行っている。 

76 岡山県 岡山市 一般社団法人ぷらっと西川 
③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている,⑥法人と連携してまちづくり活
動を実施し、情報共有を行っている 

西川クリーン DAY（清掃活動）やイベントの実施 

77 岡山県 岡山市 
おかやま未来まちづくり株式
会社 

②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている 

- 

78 岡山県 倉敷市 倉敷まちづくり株式会社 
③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている 

- 

79 広島県 呉市 
特定非営利活動法人ＳＹ
Ｌ 

③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている 

- 

80 広島県 呉市 
一般社団法人 KURE-
PERS 

③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている 

- 

81 広島県 福山市 福 Lab 株式会社 
⑤法人が取り組むまちづくり活動を適宜偵察し、情報共
有を行っている 

- 

82 広島県 福山市 株式会社 築切家守舎 
④都市再生協議会を開催し、活動状況等の情報共有
を行っている 

- 

83 山口県 宇部市 株式会社 にぎわい宇部 
③定期的に活動状況等の情報共有を図る場（会議
等）を設けて行っている 

・出店サポートセンター事業 ・都市再生事業 ・広域情報集約発
信事業 
・施設管理事業 ・中心市街地駐車場集約管理事業 ・まちづくり
教育事業 

84 香川県 丸亀市 株式会社 HYAKUSHO 
②適宜、メール等で連絡を取り合い、活動状況等の情
報共有を行っている,⑥法人と連携してまちづくり活動を
実施し、情報共有を行っている 

パークレットを用いたにぎわい創出社会実験 

85 熊本県 合志市 株式会社こうし未来研究所 ①特段の情報共有は行っていない - 

86 大分県 大分市 
株式会社 大分まちなか倶
楽部 

①特段の情報共有は行っていない - 
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② 調査２-2：中心市街地整備推進機構に関する調査 

■中心市街地整備推進機構の概要について 
中心市街地整備推進機構に関する調査については、北海道から沖縄まで 20 団体が設立されて

おり、法人形態として特定非営利活動（NPO）法人が最も多い。 

■設問 

 

 

 

■回答一覧 
NO 都道府県 市区町村 団体名 設立年月日 法人形態 ホームページアドレス 

1 北海道 帯広市 特定非営利活動法人 
十勝まちづくり住の会 平成 16年 1月 30日 NPO法人 - 

2 青森県 弘前市 NPO コミュニティネットワ
ークキャスト 平成 12年 4月 12日 特定非営利活動

法人 https://npocast.jpn.org/ 

3 秋田県 秋田市 秋田市総合振興公社 平成 17年 4月 1日 公益財団法人 http://www.akita-sousi
n.or.jp/ 

4 山形県 山形市 一般財団法人 山形
市都市振興公社 

昭和３８年２月１６日
設立 平成１９年１１
月２２日指定 

一般財団法人 無し 

5 山形県 長井市 置賜地域地場産業振
興センター 昭和 60年 12月 13日 一般財団法人 https://jibasan.com/ 

6 栃木県 宇都宮市 
特定非営利活動法人
宇都宮まちづくり推進
機構 

平成１１年１０月５日 特定非営利活動
法人 

https://www.machiduku
ri.org/ 

7 群馬県 高崎市 一般財団法人高崎市
都市整備公社  昭和 60年 12月 2日  一般財団法人  http://toshiseibi-takasak

i.jp/  

8 埼玉県 蕨市 一般社団法人蕨市に
ぎわいまちづくり連合会 平成 22年 7月 16日 一般社団法人 http://www.warabi.ne.j

p/~machiren/index.html 

9 千葉県 木更津市 一般社団法人まちづく
り木更津 令和元年 7月 30日 一般社団法人 kisarazu-machizukuri.co

m 

10 千葉県 柏市 

財団法人柏市振興公
社（現：一般財団法
人柏市まちづくり公
社） 

昭和 37年 1月 1日 財団法人（現：
一般財団法人） 

http://www.kashiwa-m
achidukuri.or.jp/ 

11 新潟県 長岡市 
特定非営利活動法人
ながおか未来創造ネット
ワーク 

平成 26年 5月 26日 特定非営利活動
法人 https://ao-re.jp 

12 長野県 木曽町 株式会社 まちづくり木
曽福島 

平成 15年（2003
年）６月 27日 株式会社 https://tmokiso.com/co

mpany/ 

13 岐阜県 岐阜市 一般財団法人岐阜市
にぎわいまち公社 平成 18年 8月 11日 一般財団法人 http://www.gifu-nigiwa

i.org/blog/ 

14 静岡県 静岡市 公益財団法人 静岡
市まちづくり公社 昭和 16年 7月 17日 公益財団法人 https://s-ppc.com/inde

x.html 

15 大阪府 茨木市 一般社団法人茨木市
観光協会 平成 27年７月 10日 一般社団法人 http://www.ibaraki-kan

kou.or.jp/ 

16 鳥取県 米子市 特定非営利活動法人
まちなかこもんず 平成 19年 9月 25日 特定非営利活動

法人 - 

17 島根県 松江市 松江市観光振興公社 昭和 45年 11月 10日 公益財団法人 
https://www.matsue-ho
rikawameguri.jp/compa
ny 

18 高知県 高知市 高知市都市整備公社 
平成６年３月３０日
（設立），平成２３年
１０月２０日（指定） 

公益財団 kochishi-ts.or.jp 

19 佐賀県 佐賀市 
特定非営利活動法人
まちづくり機構ユマニテさ
が 

平成 21年 10月 14日 NPO法人 https://humanite.sagafa
n.jp/ 

20 沖縄県 沖縄市 
特定非営利活動法人
まちづくり NPO コザま
ち社中 

平成 20年 10月 6日 NPO法人 http://koza-npo.com 

 
  

貴市町村において、中心市街地整備推進機構を設立している場合は、以下の内容（団体名、設立年月
日、法人形態、ホームページアドレス）についてご回答ください。 
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③ 調査２-3：都市再生特別措置法に基づく協定締結に関する調査 

■都市再生特別措置法に基づく協定等の締結実績について 
都市再生特別措置法に基づく協定締結に関する調査については、令和 2 年度改正された都市

再生特別措置法に基づく「⑨滞在快適性等向上区域の設定実績」（87事例）が最も多く、次に「➀道

路占用許可の特例活用実績」（59 事例）となっている。 

 
■設問 

 
 
 
 
■回答数 

項目 
今年度までの 
実績累計 

うち今年度新たに 
把握した実数 

ア）道路占用許可の特例の活用実績 59 5 

イ）都市公園占用許可の特例の活用実績 15 1 

ウ）都市利便増進協定の締結実績 30 6 

エ）都市再生歩行者経路協定の締結実績 2 0 

オ）都市再生整備歩行者経路協定の締結実績 1 0 

カ）低未利用土地利用促進協定の締結実績 0 0 

キ）都市再生推進法人等による都市再生整備計画の提案実績 26 5 

ク）市町村都市再生協議会の設立実績 35 2 

ケ）滞在快適性等向上区域の設定実績 87 32 

コ）一体型滞在快適性向上事業の活用実績 8 2 

サ）都市再生整備計画における路外駐車場の配置及び規模の基準の策定実績 1 1 

シ）都市再生整備計画における駐車場出入口制限道路の指定実績 0 0 

ス）都市再生整備計画における集約駐車施設の位置及び規模の指定実績 0 0 

セ）公園施設設置管理協定制度の活用実績 1 0 

ソ）河川敷地占用許可制度を活用するため都市再生整備計画に河川敷地の利
用について記載した実績 

4 0 

タ）普通財産の活用実績 0 0 

チ）交付対象事業を含まない都市再生整備計画の策定実績 22 3 

合計 291 61 

 
  

貴市町村において、以下に示す都市再生特別措置法関連の制度の活用実績がある場合は、下記の 

実績等記入欄にご回答ください。 
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■都市再生特別措置法関連の制度の活用実績数一覧        ※（ ）は今年度新たに把握した実績 

 
 
 
 

59(5)

15(1)

30(6)

2

1

26(5)

35(2)

87(32)

8(2)

1(1)

1

4

22(3)

ア）道路占用許可の特例の活用実績

イ）都市公園占用許可の特例の活用実績

ウ）都市利便増進協定の締結実績

エ）都市再生歩行者経路協定の締結実績

オ）都市再生整備歩行者経路協定の締結実績

カ）低未利用土地利用促進協定の締結実績

キ）都市再生推進法人等による都市再生整備計画の提案実績

ク）市町村都市再生協議会の設立実績

ケ）滞在快適性等向上区域の設定実績

コ）一体型滞在快適性向上事業の活用実績

サ）都市再生整備計画における路外駐車場の配置及び規模の基
準の策定実績

シ）都市再生整備計画における駐車場出入口制限道路の指定実
績

ス）都市再生整備計画における集約駐車施設の位置及び規模の
指定実績

セ）公園施設設置管理協定制度の活用実績

ソ）河川敷地占用許可制度を活用するため都市再生整備計画に
河川敷地の利用について記載した実績

タ）普通財産の活用実績

チ）交付対象事業を含まない都市再生整備計画の策定実績

n=291 



 

 

 

2
-5
3 

2
-5
3 

※１～１７の設問では、今年度新規で把握した実績については番号の左に★マークを標記。 

ア) 道路占用許可の特例の活用実績 

NO 占用主体 開始年度 道路管理者 実施事業 

1  新宿駅前商店街振興組合 H24 新宿区 常設オープンカフェ（食事施設）、地域ルールに則った広告の設置 

2 札幌大通まちづくり株式会社 H25 北海道開発局 すわろうテラス、オープンカフェ（食事施設）の設置、広告板の設置 

3  高崎まちなかオープンカフェ推進協議会 H25 群馬県・高崎市 
オープンカフェ（カフェならびに食事施設）の設置 
オープンカフェを設置して適切に維持管理することにより、まちのにぎわいを創出する。 

4  高崎まちなかコミュニティサイクル推進協議会  H25 群馬県・高崎市  

自転車駐輪器具（サイクルポート）の整備 
民間が中心となった協議会を組織し、コミュニティサイクル専用の自転車駐輪器具を活用して事
業の管理・運営を図る。 

5  一般社団法人グランフロント大阪 TMO H25 大阪市 広告板・バナー広告の設置・管理、オープンカフェ・売店等（食事施設・購買施設）設置・管理 

6  岡山市 H25 中国地方整備局 コミュニティサイクルステーションの設置 

7  新鳥取駅前地区商店街振興組合 H25 鳥取市 休憩施設の設置 

8  一般社団法人新虎通りエリアマネジメント H26 東京都 食事施設・オープンカフェ（食事施設）・購買施設等の設置によるにぎわいの創出 

9  サイカパーキング㈱ H26 神戸市 コミュニティサイクルステーションの設置 

10  (一社)柏の葉アーバンデザインセンター H26 柏市 休憩施設の設置、バナー広告の設置 

★11  まちづくり福井(株) H26 福井市 オープンカフェ（食事施設）の設置 

12  高岡市、（公社）高岡市観光協会 H26 高岡市 観光案内所の設置 

13  (株)まちづくり長野 H26 長野市 オープンカフェ（食事施設）の設置 

14  富士見商店街協同組合 H26 千葉市 
オープンカフェ（食事施設）の設置、物販ブース（購買施設）の設置、マーケット、路上パフォ
ーマンスの実施、ストリートフェスの実施 バナー広告の設置 

15  ＮＰＯ法人ﾀｳﾝﾓｰﾋﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ北九州 H26 北九州市 コミュニティサイクルステーションの設置 

16  協同組合 総曲輪通り商盛会 H26 富山市 休憩施設の設置、バナーフラッグの設置 

17  株式会社まちづくり東海 H27 東海市 オープンカフェ等店舗設置・運営、場所貸出し 
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NO 占用主体 開始年度 道路管理者 実施事業 

18  神戸市 H27 神戸市 
購買施設、食事施設、広告の設置（地下街「デュオこうべ浜の手」）、オープンカフェ（食事施
設）の設置、物販ブース（購買施設）の設置 

19  千葉銀座商店街振興組合 H27 千葉市 フリーマーケットの実施 

20  千葉市中心市街地まちづくり協議会 H27 千葉市 地元特産物等販売、オープンカフェの実施 

21  ウエストリオテナント会 H27 千葉市 マルシェの実施 

22  パラソルギャラリー実行委員会 H27 千葉市 工房、オープンカフェの実施 

23  栄町通り商店街振興組合 H27 千葉市 フリーマーケット、音楽ライブの実施 

24  千葉都心イルミネーション実行委員会 H27 千葉市 イルミネーションにおけるバナー広告の設置 

25  (公社)千葉県観光物産協会 H27 千葉市 観光ＰＲイベントの実施 

26  センシティビルディング管理組合 H27 千葉市 モノレール支柱商業巻広告の設置 

27  姫路市 H27 姫路市 コミュニティサイクル事業 

28  一般財団法人柏市まちづくり公社 H28 柏市 
柏駅前ペデストリアンデッキ、オープンカフェ(食事施設）の設置、広告版・バナー広告の設置にて
道路空間の利活用の仕組みを構築・運営による賑わいの創出 

29  
特定非営利活動法人うつのみやまちづくり推進機
構 

H29 宇都宮市 宇都宮まちなかオープンカフェ事業 

30  まちづくり協議会 H29 高崎市 
オープンカフェ（カフェならびに食事施設）の設置 
オープンカフェを設置して適切に維持管理することにより、まちのにぎわいを創出する。 

31  周南市、選定された事業者 H29 周南市 オープンカフェ、マーケット等の実施 

32  r-223 H29 千葉市 千葉駅前大通りでの屋台設置 

33  (一社)新虎通りエリアマネジメント H29 東京都 オープンカフェ及び店舗の設置（食事・購買施設） 

34  多摩センター地区連絡協議会 H29 多摩市 オープンカフェの設置 

35  一般社団法人渋谷駅前エリアマネジメント H30 渋谷区 
食事施設（カフェ及び観光案内所）の設置・管理 
購買施設（バス定期券発売所及びバス案内所）の設置・管理 

36  まちづくり福井株式会社 H30 福井市 常設のオープンカフェ・売店・看板の設置・管理 
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NO 占用主体 開始年度 道路管理者 実施事業 

37  松本市（運営主体は民間業者） H30 松本市 自転車駐輪器具（サイクルポート）の整備 

38  栄ミナミまちづくり株式会社 H30 
名古屋市長、国土交通大
臣 

デジタルサイネージ、シェアサイクルポート、アーチ添加広告（看板）、パークレット添加広告（看
板） 

39  (一社)TCCM H30 豊田市 広告看板の設置・管理、マーケットの開催（オープンカフェ等の設置） 

40  千葉商工会議所 H30 千葉市 歩行者天国（食事施設・購買施設） 

41  （株）まちづくり大津 Ｈ30 大津市 食事施設・購買施設、広告塔・看板、サイクルポートの設置 

42  （株）宿坊クリエイティブ H30 和歌山市 道路空間を活用した社会実験 

43  (一社)草薙カルテッド H30 静岡市 食事施設等の設置、管理 

44  一般社団法人 UDCK タウンマネジメント R1 柏市 食事施設の設置 サイン・バナーの設置 

45  (公財)前橋市まちづくり公社 R1 前橋市 食事施設、購買施設その他類する施設（オープンカフェ等） 

46  (株)バニラシティ（株）トーハク R1 神戸市 
コミュニティサイクルポート（自転車駐車器具で自転車を賃貸する事業の用に供するもの）の整
備・管理、オープンカフェ「三宮プラッツ」（テーブル、椅子、パラソル、ベンチ等）の賑わい創出 

47  一般社団法人草薙カルテッド、静岡市 R2 静岡市 常設オープンカフェ（食事施設等）の設置・管理 

48 豊中市 R2 豊中市 シェアサイクル事業 

49  川崎市まちづくり局 R2 川崎市 公共空間を有効活用した広告事業 

★50  まちづくり武生株式会社 R2 福井県 オープンテラス（テーブル、イス）の設置 

51  こまがねテラス R2 駒ヶ根市 沿道飲食店の路上利用 

52  御伝鷹まちづくり株式会社 R2 静岡市 常設オープンカフェ（軽飲食販売施設等）の設置・管理 

53  交通事業者等 R2 国・宮崎県・宮崎市 サイクルポート設置 

54  株式会社 ドコモ・バイクシェア R3 横浜市道路局管理課 横浜都心部コミュニティサイクル事業 

55  川崎市 R3 川崎市 広告塔、バナーフラッグ等の設置による景観の向上 

56  県庁通りミーティング協議会 R3 岡山市 県庁通りにおいて、歩道の一部を活用しオープンカフェ等を実施 
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NO 占用主体 開始年度 道路管理者 実施事業 

★57  民間 R4 
国土交通省・北海道・函
館市 

都市再生整備計画に特例区間等を位置付け，テラス席（椅子・テーブル）を設置 

★58  多摩センター地区連絡協議会 R4 多摩市長 都市再生整備計画事業におけるオープンカフェ事業 

★59  一般社団法人梅田１丁目エリアマネジメント R4 大阪市 広告板の設置・管理、オープンカフェ等（食事施設・購買施設）の設置・管理 

 

 

イ) 都市公園占用許可の特例の活用実績 

NO 占用主体 開始年度 公園管理者 実施事業 

1 姫路市 H29 姫路市 姫路公園におけるサイクルステーション（自転車駐車器具）の整備 

2 栄ミナミまちづくり(株) H30 名古屋市 白川公園、裏門前公園にてシェアサイクルポートを設置 

3 (株)まちづくり大津 H30 大津市 まちなかの都市公園各所におけるサイクルポートの整備 

4 ユタカ交通(株) H30  和歌山市 まちなかの都市公園各所におけるサイクルポートの整備 

5 江東区、民間事業者 H30 江東区 まちなかの都市公園各所におけるサイクルポートの整備 

6 雲仙市 H30 雲仙市 園児の野外遊び場としての利用 

7 (一社)竹芝エリアマネジメント R1 東京都 ライトアップイベント 

8 国立研究開発法人産業技術総合研究所 R1 三豊市 
都市整備課 

金坂公園内の温泉井戸内に観測装置を設置して歪観測を行い、南海トラフ地震発生
予測に関する研究を行う。 

9 (株)Open Street R2 千葉市 シェアサイクル事業 

10 荒川区 R2 東京都荒川区 シェアサイクル事業（運営主体は民間事業者） 

11 豊中市 R2 大阪府豊中市 シェアサイクル事業 

12 トヨノつながるWE マーケット R2 豊能町 マルシェ（手作り品販売、リサイクル品販売、各店舗紹介、コミュニケーションの場として利
用） 

13 福岡市、neuet(株) R2 福岡市 サイクルポートの設置 

14 交通事業者等 R2 宮崎県宮崎市 サイクルポート設置 

★15 (株)ドコモ・バイクシェア R3 横浜市 横浜都心部コミュニティサイクル事業 
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ウ) 都市利便増進協定の締結実績 

NO 協定締結者 締結日 都市利便増進施設 日常管理に関する事項 

1  富山市、(株)まちづくりとやま H24.3.29 ミスト装置、音響装置 (株)まちづくりとやまが日常管理や施設を活用したイベントを実施 
※現:(株)富山市民プラザとなり、H31.4.1 に更新 

2  川越市、(株)まちづくり川越 H24.8.7 自転車駐車器具 サイクルポート周辺の維持管理を実施 

3 北海道開発局、札幌大通まちづくり(株) H25.3.28 食事施設、広告板 札幌大通まちづくり(株)が日常管理や都市利便増進施設を 
活用したイベントを実施 

4  草津市、草津まちづくり(株) H25.12.27 
公園系施設（屋上広場、管理倉庫、受水槽）、 
賑わいを創出する施設（屋外デッキ、テーブル、イス） 

草津まちづくり(株)が日常管理や都市利便増進施設を 
活用したイベントを実施 

5  

大阪市、エヌ・ティ・ティ都市開発(株)、 
三井住友信託銀行(株)、積水ハウス(株)、 
ノースアセット特定目的会社、 
阪急電鉄(株)、三菱地所(株)、 
(一社)グランフロント大阪ＴＭＯ 

H26.12.5 
（H30.2.14） 

歩道関連施設、オープンカフェ・売店等、 
広告板・バナー広告、敷地内広告、案内サイン、屋外ベン
チ、非常用電源コンセント、多機能照明柱（添架設備）、 
防犯カメラ、アッパーライト 

維持管理、違法駐輪抑制への取り組み、良好な景観の保全、 

安全な歩行者環境の確保 

6  東海市、(株)まちづくり東海 H28.2.16 食事施設、休憩施設その他これらに類するもの 清掃、美化活動、広告物の指導等 

7 草津市、草津まちづくり（株） H28.12.2 

食事施設、購買施設、休憩施設、案内施設その他これら
に類するもの 
広告塔、案内板、看板、標識、旗竿、パーキング、幕、アー
チその他これらに類するもの 

清掃、美化活動、地被類・植栽管理及び園内植栽装飾 

8 柏市、(一財)柏市みどりの基金 H29.2.3 食事施設、購買施設 (一財)柏市みどりの基金が日常管理や都市利便増進施設を 
活用したイベントを実施 

9  長浜市、えきまち長浜(株) H29.3.14 
（R4.4.1） 

長浜駅周辺の通路、駐車場、広場、広告塔、えきまちテラ
ス長浜公共通路及び緑地広場、イベント広場等 

日常管理業務はえきまち長浜株式会社が実施 
管理に要する費用は財産区分に応じて締結者間で分担し負担  

10  仙台市、(一社)荒井タウンマネジメント H29.3.24 運動広場、運動広場付帯管理施設、運動施設案内板 芝生・樹木の維持管理、清掃・点検・巡回、小規模修繕、 
利用者へのマナー周知 

11  さいたま市、(一社)アーバンデザインセンター大宮 H30.2.20 賑わい創出事業のための設備、休憩施設 都市利便増進施設を活用してまちの賑わいの創出に資するイベント等を
実施。管理に要する費用は施設や設備ごとに締結者間で分担し負担 

12  名古屋市、栄ミナミまちづくり(株) H30.3.23 デジタルサイネージ、シェアサイクルポート、 
アーチ添加広告、有料駐輪設備 

都市利便増進施設周辺の清掃、美化活動等 

13  栄ミナミまちづくり(株)、三菱 UFJ信託銀行(株) H30.3.30 シェアサイクルポート 都市利便増進施設周辺の巡回、点検、清掃等 

14  福井市、まちづくり福井(株) H30.4.4 食事・購買・休憩施設、広告塔・看板、屋外ベンチ、花壇 
協定区域におけるイベント等の管理・運営と清掃・美化活動、 
プランター等の管理 

15  中部地方整備局、栄ミナミまちづくり(株) H30.9.25 デジタルサイネージ、シェアサイクルポート 都市利便増進施設周辺の巡回、点検、清掃等 
16 前橋市、(公財)前橋市まちづくり公社 H31.3.8 広場、広告板、案内施設、休憩施設 都市利便増進施設を活用したイベントの実施と施設の日常管理 

17  神戸市、神戸ハーバーランド(株) H31.3.14 購買施設、食事施設、駐車場、広場、通路 都市利便増進施設を活用したイベントの実施と施設の清掃・点検等の
維持管理 
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NO 協定締結者 締結日 都市利便増進施設 日常管理に関する事項 
18  福崎町、(株)PAGE H31.3.29 賑わい創出施設等 福崎町が(株)PAGEを指定管理者とし(株)PAGEが施設の運営、管理 

19  豊田市、(一社)TCCM R1.5.20 飲食店、ペデストリアンデッキ、インフォメーション施設、停車
場線 

広場の利用に対する PR・事務等、都市利便増進施設及び周辺の清
掃、美化活動、違法広告物撤去 

20  静岡市、(一社)草薙カルテッド R1.7.13 
小規模売店、屋外ベンチ、テーブル、椅子、パラソル、防犯
カメラ（北口芝生広場） 

都市利便増進施設及び周辺の維持管理の実施、良好な景観の保全 

21  静岡市、(一社)草薙カルテッド R1.7.13 
小規模売店、広告板、屋外ベンチ、テーブル、椅子、パラソ
ル、プランター（南口イベント広場地区） 

都市利便増進施設及び周辺の維持管理の実施、良好な景観の保全 

22 渋谷区、(一社)渋谷駅前エリアマネジメント R1.10.10 公衆便所、広告物、コインロッカー、カフェ及び観光案内所、
バス定期券発売所及びバス案内所、道路通行空間 

清掃サービスレベル向上事業を協力して実施することにより一体的な管
理を行う 

23  静岡市、御伝鷹まちづくり(株) R2.10.16 
軽飲食販売施設、オープンカフェ施設（机、椅子、花壇プラ
ンター）、照明、イベント用電源設備、散水栓、宅内ポン
プ、水辺デッキ 

施設の維持管理、日常清掃等 

24  倉敷市、倉敷まちづくり(株) R3.8.20 ウッドデッキ、芝生広場、テーブル、イス、日除け施設、屋外
ベンチ、植樹帯、プランター、広告板 

都市利便増進施設を活用してまちの賑わいの創出に資するイベント等の
実施と施設の日常管理 

★25  (一社)美園タウンマネジメント R3.11.8 道路 駐輪場及び自転車を賃貸する事業の実施 

★26  春日井市、高蔵寺まちづくり(株) R3.11.18 食事・購買・休憩施設、駐輪場、 
テーブル・ベンチ、防犯カメラ等 

都市利便増進施設を活用してまちの賑わいの創出に資するイベント等の
実施と周辺の維持管理の実施、良好な景観の保全 

★27  錦二丁目エリアマネジメント(株) R4.3.15 

木質化ベンチ（都市の木質化プロジェクトの一環として設置
される歩行者等の利便に資する休憩施設）、グリーンインフ
ラ（ＳＤＧｓ まちづくりの一環として設置される歩行者等
の利便に資する休憩施設）及び隣接する歩道上植栽 

設置施設の巡回、点検及び周辺の清掃、美化活動、異常報告の実施 

★28  静岡市、(一社)草薙カルテッド R4.3.25 
南口イベント広場、北口芝生広場、広告板、バナーフラッ
グ、テーブル、椅子、常設の小規模売店、パラソル、屋外ベ
ンチ、プランター、防犯カメラ、北口駐輪場 

施設及び芝生の管理、清掃業務等 

★29 (株)神戸ウォーターフロント開発機構 R4.8.30 公共空間、駐車場、広告塔、看板、展望施設、夜間景観
形成施設 

都市利便増進施設の日常管理業務は株式会社 神戸ウォーターフロン
ト開発機構が実施することとし、これに要する費用は、協定締結者間で
分担して負担する。 

★30  前橋市、（一社）前橋デザインコミッション、土地建物所有者 R4.9.21 道路、公園、河川、広場 日常管理業務は、協定締結者が実施することとし、また、日常管理に要
する費用は協定締結者が負担するものとする。 

※締結日（ ）内の日付は変更日を記載 
  



 

 

 

2
-5
9 

2
-5
9 

エ) 都市再生歩行者経路協定の締結実績 

NO 協定締結者 締結日 協定施設 日常管理に関する事項 

1 
福岡市・JR九州・西日本シティ銀行・㈱
TAK プロパティ 

平成２３年９月
３０日 

地下通路 
日常の管理区分の明示、シャッター・止水板の操作区分、保守工事・点検・修繕区分の明
示・区域内の秩序の保持・財産の保全・人命の安全確保に関する区分の明示 

2 港区・東京都・株式会社アルベログランデ 
2020/9/10
（令和 4年 4
月 22日変更） 

昇降施設、歩行者デッキ、民間施設内通路等 財産区分に従い、各々が自己の責任及び費用において実施する 

 
オ) 都市再生整備歩行者経路協定の締結実績 

NO 協定締結者 締結日 協定施設 日常管理に関する事項 

1 
えきまち長浜（株）、西日本旅客鉄道
（株）、（株）平和堂、地権者、長浜
市 

平成 29年 12
月 28日 

長浜駅自由通路、階段、エスカレーター、べデスト
リアンデッキ等 

財産区分に応じ、えきまち長浜（株）、（株）平和堂が実施 

 
カ) 低未利用土地利用促進協定の締結実績 

実績報告なし 
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キ) 都市再生推進法人等による都市再生整備計画の提案実績 

NO 提案者 提案日 提案内容 

1  札幌大通まちづくり(株) H25.1.29 都市利便増進協定に関する事項、道路占用許可の特例に関する事項 
2  まちづくり福井(株) H25.12.19 道路占用許可の特例に関する事項 
3 (一社)グランフロント大阪ＴＭＯ H26.10.15 都市再生整備計画 うめきた先行開発地区の変更を提案 
4  (一財)柏市まちづくり公社 H27.12.25 道路占用許可の特例に関する事項 
5  草津まちづくり(株) H28.4.20 都市利便増進協定の締結について 
6  えきまち長浜(株) H28.11.28 都市利便増進協定に関する事項、都市再生整備歩行者経路協定に関する事項 
7  (一財)柏市みどりの基金 H28.12.22 北柏周辺地区の公園及び緑地を活用し，魅力ある公園づくりや地域コミュニティの再生を目標にエリアマネジメントを実施 

8  (一社)荒井タウンマネジメント H29.3.7 
民間が公園内に運動施設を設置し、その収益によって公園全体の維持管理を行うことで、魅力ある公園空間の創出やまちの交流・賑わいづく
りに寄与 

9  (一社)新虎通りエリアマネジメント H29.10.10 地域のにぎわい創出に資する活動を継続・拡大するための、道路占用の特例制度活用 
10  (一社)グランフロント大阪 TMO H29.12.12 前計画（H25～H29 年度）を継承した都市再生整備計画案を提案（期間：H3～R4 年） 
11  (一社)アーバンデザインセンター大宮 H29.12.26 都市利便増進協定制度の活用 
12  栄ミナミまちづくり(株) H30.3.1 デジタルサイネージ事業、有料駐輪場事業、シェアサイクル事業、アーチ添加広告事業の実施 
13 (一社)TCCM H30.5.2 道路占用の特例区域、都市利便増進協定について 
14  (株)まちづくり大津 H30.6.21 道路占用許可特例、都市公園占用許可特例 活用（シェアサイクルポートの設置） 

15  (一社)渋谷駅前エリアマネジメント H30.10.1 
官民連携した魅力ある公共空間（賑わいのある 地下歩行者空間）の整備・活用・管理を図るため、道路占用許可の特例を活用した食
事施設及び 購買施設の設置 

16  まちづくり福井(株) R1.12.23 河川敷地占用許可の特例制度の活用 
17  (株)町田まちづくり公社 R2.3.30 道路占用許可の特例に関する事項 
18 (一社)二子玉川エリアマネジメンツ R2.7.1 まち、都市公園、河川敷が一体となった地域のにぎわいの創出 啓発活動等による地域の防災意識と自然環境の保全意識の向上 
19 御伝鷹まちづくり(株) R2.7.30 道路占用許可の特例利用とそれによる食事施設等の設置 

★20  (株)街づくりまんぼう R3.3.18 都市再生整備計画の素案の提案 

21  
倉敷市阿知３丁目東地区市街地再開発事業
区域内 あちてらす倉敷北館 土地所有者 

R3.3.31 一体型滞在快適性等向上事業の実施について 

22  (株)まちづくり岡崎、(株)三河家守舎 R3.4.1 道路占用許可の特例及び都市利便増進協定に関する記載についての変更提案 
★23  錦二丁目エリアマネジメント(株) R3.9.22 錦二丁目地区へのウォーカブル区域の指定 
★24  (一社)伊豆長岡温泉エリアマネジメント R3.12.11 民間施設の拠点施設整備 
★25 豊田まちづくり(株) R3.12.28 滞在環境の向上に資する環境整備等 
★26  (株)神戸ウォーターフロント開発機構 R4.7.19 神戸ウォーターフロント地区における都市再生整備計画の提案 
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ク) 市町村都市再生協議会の設立実績 

NO 協議会名 構成員 自治体 設立年度 
1 田名部まちなか再生協議会 自治会、商店街、商工会議所、民生委員児童委員協議会、青年会議所、NPO法人、市関係部局 青森県むつ市 H24 
2 長井市都市再生整備計画検

討委員会 
公共的団対等の代表者（各まちづくり協議会の会長、商工会議所の各部会長等）、知識経験を有するもの 山形県長井市 H25 

3 松山市都市再生協議会 松山市、愛媛大学、松山大学、聖カタリナ大学、松山東雲女子大学、松山商工会議所、㈱伊予鉄グループ、㈱まちづくり松山 愛媛県松山市 H25 
4 土佐市都市再生協議会 ― 高知県土佐市 H26 
5 五泉市都市再生協議会 行政、市議会、農業、商業、交通、観光、福祉、不動案、医療、環境、教育、景観・文化財、金融 新潟県五泉市 H27 
6 宇部市都市再生推進協議会 ― 山口県宇部市 H27 
7 高知市都市再生協議会 学識者 3名，市民 7名 高知県高知市 H27 
8 飯塚市地域連携都市政策協

議会 
― 福岡県飯塚市 H27 

9 鯖江市都市再生協議会 学識経験者、関係団体の代表者、市民の代表者 福井県鯖江市 H27 
10 花巻市都市再生協議会 16名 岩手県花巻市 H27 
11 熊本市多核連携都市推進協

議会 
学識経験者、多核連携都市の実現に際し密接な関係を有する者、本市に居住又は通勤通学する者で公募のうえ選任されたもの、関係
行政機関の職員 

熊本県熊本市 H27 

12 水戸市都市再生協議会 茨城大学人文社会学教授 田中耕市，水戸市住みよいまちづくり推進協議会会⾧，他 19名 茨城県水戸市 H28 
13 春日部市都市再生協議会 ― 埼玉県春日部市 H28 
14 市原市都市再生協議会 市原市、千葉県、(独)都市再生機構、小湊鐵道(株)、(一社)千葉県タクシー協会市原支部、市原商工会議所、(一社)市原市医師

会、(福）市原市社会福祉協議会、市原市農業協同組合、(一社)千葉県宅地建物取引業協会市原支部、(株)ちばぎん総合研究
所、法第 117条第３項の規定による申出をした誘導施設等整備民間事業者であり市が同条第 4項の規定により当該申出に応じたもの 

千葉県市原市 H28 

15 竹原市都市再生協議会 学識経験者、商工会議所、建築士、金融事業者、福祉事業者、市民、中国地方整備局（アドバイザー）、広島県（アドバイザー） 広島県竹原市 H28 
16 福山市都市再生協議会 公共交通，医療，福祉，経済，学識経験者及び関係行政機関等 広島県福山市 H28 
17 府中市都市再生協議会 市民、交通事業者、関係団体、学識経験者、行政職員 広島県府中市 H28 
18 丸亀市都市再生協議会 ― 香川県丸亀市 H28 
19 南国市都市再生協議会 市職員、有識者 高知県南国市 H28 
20 彦根市都市再生協議会 彦根市、滋賀県、公益社団法人彦根観光協会、彦根商工会議所、学識経験者 滋賀県彦根市 H28 
21 秋田市都市再生協議会 学識経験のある者、関係団体、市民団体、関係行政機関 秋田県秋田市 H29 
22 早島町都市再生協議会 10人 岡山県早島町 H29 
23 直方市都市再生協議会 ― 福岡県直方市 H29 
24 吉岡町都市再生協議会 行政機関、自治会、商工会、農業委員会、社会福祉協議会、学識者 群馬県吉岡町 H29 
25 古平町都市再生協議会 18名 北海道古平町 H30 
26 長万部まちづくり推進会議 ― 北海道長万部町 H30 
27 四万十市都市再生協議会 行政、民間団体、区⾧、学識者 高知県四万十市 H30 
28 鹿島市都市再生協議会 学識者、商工金融、公共交通、医療、福祉、教育子育て、農業、建築、不動産取引等 佐賀県鹿島市 R1 
29 益城町都市再生協議会 商工会、医師会、交通事業者、教育委員会、学識経験者、地元自治会、議会、社会福祉協議会 熊本県益城町 R1 
30 鞍手町都市再生協議会 学識経験者 2 名、町議会議員２名、関係行政機関の職員２名、商工団体、農業団体、自治会、福祉団体、医療機関、教育機関、

高齢者団体、交通事業者から各１名 
福岡県鞍手町 R2 

31 雫石町都市再生協議会 学識経験者、町内商工団体関係者、医療・福祉関係者、まちづくり関係者、集落支援員、県職員 岩手県雫石町 R2 
32 四日市市都市再生協議会 四日市市、三重県、近畿日本鉄道株式会社、東海旅客鉄道株式会社、三重交通株式会社、三岐鉄道株式会社、株式会社近鉄百

貨店、株式会社ディア四日市、近鉄グループホールディングス株式会社、近鉄不動産株式会社、四日市商工会議所、シー・ティー・ワイ 
三重県四日市市 R2 

33 いの町都市再生協議会 ― 高知県いの町 R2 
★34 米子市都市再生協議会 米子市、角盤町商店街振興組合、角盤町中央商店会、紺屋町商店街振興組合、四日市町商店街振興組合、東倉吉町上部商店会 鳥取県米子市 R3 
★35 佐世保市都市再生協議会 学識経験者、まちづくり専門家、関係団体を代表する者 長崎県佐世保市 R3 
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ケ) 滞在快適性等向上区域の設定実績 

NO 区域名称 自治体名 区域設定日 

1  まちなかウォーカブル区域 佐賀県佐賀市 R2 
2  まちなかウォーカブル区域 佐賀県基山町 R2 
3  栄ミナミ地区歩道空間 愛知県名古屋市 R2 
4  ウォーカブルエリア 広島県福山市 R2 
5  田村駅周辺地区 滋賀県長浜市  R2 
6  関内・関外地区 神奈川県横浜市  R2 
7  小杉駅周辺地区 神奈川県川崎市 R2 
8  沼津駅周辺地区 静岡県沼津市 R2 
9  木更津駅周辺地区 千葉県木更津市 R2 

10  津久見地区 大分県津久見市 R2 
11  沖端水天宮周辺地区 福岡県柳川市 R2 
12  西鉄柳川駅周辺地区 福岡県柳川市 R2 
13  乙川リバーフロント QURUWA戦略地区 愛知県岡崎市 R2 
14  刈谷駅周辺地区滞在快適性等向上区域 愛知県刈谷市 R2 
15  綾まちなかウォーカブル区域 宮崎県綾町 R2 
16  清水・祇園地区 京都府京都市 R2 
17  熊本市中心市街地地区 熊本県熊本市 R2 
18  名称なし（広島都心地区（Ⅱ期）） 広島県広島市 R2 
19  滞在快適性等向上区域 広島県尾道市 R2 
20  滞在快適性等向上区域 香川県宇多津町 R2 
21  善通寺市中心市街地地区 香川県善通寺市 R2 

★22 都市計画道路 氷川緑道西通線 埼玉県さいたま市 R2 
★23 滞在快適性等向上区域（大宮駅周辺地区（第 2期）） 埼玉県さいたま市  R2 

24  リージョン・コア YOKKAICHI地区 三重県四日市市 R2 
25  草津駅周辺都市機能誘導区域 滋賀県草津市 R2 
26  霧島市国分中央地区(第 3 期) 鹿児島県霧島市 R2 
27  長岡市中心市街地地区 新潟県長岡市 R2 

★28 川崎駅周辺地区 神奈川県川崎市 R2 
29  幕張新都心地区 千葉県千葉市 R2 
30  JR 東貝塚駅西側地区滞在快適性向上区域 大阪府貝塚市 R2 
31  高石駅周辺地区 大阪府高石市  R2 
32  JR 三重町駅周辺地区 大分県豊後大野市 R2 
33 滞在快適性等向上区域 桜井駅南地区 奈良県桜井市 R2 
34  小倉都心地区 福岡県北九州市 R2 
35  須賀川南部地区 福島県須賀川市 R2 
36  神戸都心ウォーターフロント地区（第 2 期） 兵庫県神戸市 R2 
37  湯の川地区 北海道函館市 R2 
38  まちなかウォーカブル区域 茨城県境町 R2 
39  特に名称なし(小山市中心拠点地区内) 栃木県小山市 R2 
40  滞在快適性等向上区域(町田駅周辺地区) 東京都町田市 R2 
41  滞在快適性等向上区域(豊田都心地区) 愛知県豊田市 R2 
42  ウォーカブル区域(三河安城マチナカ協創地区) 愛知県安城市 R2 
43  枚方市駅周辺地区 大阪府枚方市 R2 
44  まちなかウォーカブル区域 兵庫県姫路市 R2 

★45  蓮田市中心市街地地区 埼玉県蓮田市 R3 
★46 錦二丁目地区 愛知県名古屋市 R3 

47  倉敷市阿知３丁目東地区市街地再開発事業地区（あちてらす倉敷） 岡山県倉敷市 R3 
★48 石巻かわまちエリア滞在快適性等向上区域 宮城県石巻市 R3 

49  滞在快適性等向上区域 群馬県前橋市 R3 
★50 武雄市武雄温泉駅周辺地区 佐賀県武雄市 R3 
★51 滞在快適性等向上区域（浦和駅西口周辺地区） 埼玉県さいたま市  R3 
★52 滞在快適性等向上区域（岩槻駅周辺地区） 埼玉県さいたま市  R3 
★53 まちなかウォーカブル区域 三重県熊野市 R3 



 

2-63 

 

NO 区域名称 自治体名 区域設定日 

★54 金谷都市拠点地区ウォーカブル区域 青森県むつ市 R3 
55  田名部まちなか地区ウォーカブル区域 青森県むつ市 R3 

★56 まちなかウォーカブル区域 青森県弘前市  R3 
★57 名称は特になし（駿府ふれあい地区の区域内） 静岡県静岡市 R3 

58  あべの筋周辺地域 大阪府大阪市 R3 
★59 うめきた２期地区 大阪府大阪市 R3 

60  なんば駅周辺地域、 大阪府大阪市 R3 
61  正蓮寺川周辺地区 大阪府大阪市 R3 
62  長居駅周辺地区 大阪府大阪市 R3 

★63 角盤町周辺地区 鳥取県米子市 R3 
★64 米子駅周辺地区 鳥取県米子市 R3 

65  池袋地区 東京都豊島区 R3 
66  富山駅北ブールバール地区 富山県富山市 R3 
67  小倉都心地区 福岡県福岡市 R3 

★68 東田地区 福岡県北九州市 R3 
★69 北広島市ボールパーク地区 北海道北広島市 R3 

70  滞在快適性等向上区域 和歌山県和歌山市  R3 
★71 滞在快適性等向上区域(仙台都心地区) 宮城県仙台市 R3 
★72 滞在快適性等向上区域(南栗橋 8丁目周辺地区) 群馬県久喜市 R3 
★73 滞在快適性等向上区域(祐天寺駅周辺地区) 東京都目黒区 R3 
★74 八日市駅前地区滞在快適性等向上区域 滋賀県東近江市 R3 
★75 滞在快適性等向上区域(古川橋駅周辺地区) 大阪府門真市 R3 
★76 滞在快適性等向上区域(阪神大物駅周辺地区) 兵庫県尼崎市 R3 

77  滞在快適性等向上区域(仏生山地区) 香川県髙松市 R3 
★78 中心拠点再生地区 愛媛県松山市 R3 

79  ウォーカブル区域(大野城市中心市街地地区) 福岡県大野城市 R3 
★80 滞在快適性等向上区域(日本橋一之部地区) 東京都中央区 R3 

81  滞在快適性等向上区域(村岡新駅周辺地区) 神奈川県藤沢市 R3 
★82 快適滞在性等向上区域(伊豆長岡地区) 静岡県伊豆の国市 R3 
★83 滞在快適性等向上区域(室戸阿南海岸国定公園美波町日和佐地区) 徳島県美波町 R3 
★84 岡山都心地区 岡山県岡山市 R4 
★85 天岩戸地区 宮崎県高千穂町 R4 
★86 水都大阪再生地区 大阪府大阪市 R4 
★87 駅北にぎわい区域、歴史探訪(光秀とめぐる)区域 京都府福知山市 R4 
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コ) 一体型滞在快適性向上事業の活用実績 

※実施期間が終了しているものをグレーのセルで標記 

NO 都道府県 市区町村 実施主体 開始年度 終了年度 活用制度 実施事業 

1 福島県 須賀川市 株式会社テダソチマ 令和 2年度 令和 2年度 民地のオープンスペース化に係る事業 

区域内の公共施設に隣接した民間空地を広場
として整備した。 
広場は公共施設と一体的な活用が可能であり、
人々の滞在空間となっている。 

2 兵庫県 神戸市 阪急電鉄株式会社 令和 2年度 令和 5年度 ウォーカブル推進税制 
公共施設と一体となった広場空間の再整備（阪
急神戸三宮駅西口） 

3 神奈川県 川崎市 東急株式会社 令和２年度 令和２２年度 
都市公園リノベーション協定制度、ウォーカブル推進
税制、まちなかウォーカブル推進事業（補助⾦） 

公園と駅の分断解消及び舗装整備による歩行
者空間の創出 

4 青森県 むつ市 都市再生推進法人むつまちづくり株式会社 令和 3年度 令和 3年度 まちなかウォーカブル推進事業 
商業施設の沿道１階部分のガラス張り化、商業
施設内外への休憩スペースの整備 

5 岡山県 倉敷市 
倉敷市阿知３丁目東地区市街地再開発
事業区域内 あちてらす倉敷北館 土地所
有者 

令和 3年度 令和 7年度 都市再生整備計画の提案 
・民地の歩行空間としての提供 
・ウッドデッキ・芝生による民有地広場化 

6 広島県 広島市 広島駅南口開発㈱ 令和３年度 令和７年度 まちなかウォーカブル推進事業 
民間ビル（エールエールＡ館）内通路及び東部
河岸緑地ペデストリアンデッキ整備 

★7 静岡県 静岡市 静活株式会社 令和３年度 

令和８年度
（都市再生整
備計画最終年
度まで） 

ウォーカブル推進税制 店舗全面の広場化、休憩スペースの整備 

★8 青森県 むつ市 都市再生推進法人むつまちづくり株式会社 令和 4年度 令和 5年度 まちなかウォーカブル推進事業、税制特例（予定） 誘導施設外構の広場化 
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サ) 都市再生整備計画における路外駐車場の配置及び規模の基準の策定実績 

NO 都道府県 市区町村 策定年月日 運用開始年月日 運用終了年月日 内容 場所 特定路外駐車場の規模 

★1 熊本県 熊本市 令和 4年 9月 30日 令和 4年 10月 1日 - ※別表参照 滞在快適性等向上区域 駐車マスの合計が 50㎡以上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

※別表 
・駐車場法の出入口基準を準用 
・出入口は横断歩道から 5m を超えた部分に設置すること 
・歩行者を視認できる視距を確保すること 
・歩道に面する場合は、出入口を集約した構造とし、出入口の幅を 6m以内とすること など 
（詳細） 
都市再生特別措置法第 62 条の 9 第 1 項に規定する特定路外駐車場の出入口に関する技術的基準は、次のとおりとする。ただし、駐車場の敷地の形状等の理由から、車両の出入口の設置が困難な場合は、この限り
でない。 
一 次に掲げる道路又はその部分に設けてはならない。 
 イ 道路交通法第４４条第１項各号に掲げる道路の部分 
 ロ 横断歩道橋（地下横断歩道を含む。）の昇降口から５メートル以内の道路の部分 
 ハ 幼稚園、小学校、義務教育学校、特別支援学校、幼保連携型認定こども園、保育所、児童発達支援センター、児童心理治療施設、児童公園、児童遊園又は児童館の出入口から２０メートル以内の部分（当
該出入口に接する柵の設けられた歩道を有する道路及び当該出入口に接する歩道を有し、かつ、縁石線又は柵その他これに類する工作物により車線が往復の方向別に分離されている道路以外の道路にあつては、当該出
入口の反対側及びその左右２０メートル以内の部分を含む。） 
 ニ 橋 
 ホ 幅員が４メートル未満の道路 
 ヘ 縦断勾配が１０パーセントを超える道路 
二 特定路外駐車場の前面道路が二以上ある場合においては、歩行者の通行に著しい支障を及ぼすおそれのあるときその他特別の理由があるときを除き、その前面道路のうち自動車交通に支障を及ぼすおそれの少ない道
路に設けること。 
三 自動車の出口又は入口において、自動車の回転を容易にするため必要があるときは、隅切りをすること。この場合において、切取線と自動車の車路との角度及び切取線と道路との角度を等しくすることを標準とし、かつ、
切取線の長さは、１．５メートル以上とすること。 
四 自動車の出口付近の構造は、当該出口から、イ又はロに掲げる路外駐車場又はその部分の区分に応じ、当該イ又はロに定める距離後退した自動車の車路の中心線上１．４メートルの高さにおいて、道路の中心線
に直角に向かつて左右にそれぞれ６０度以上の範囲内において、当該道路を通行する者の存在を確認できるようにすること。 
 イ 専ら大型自動二輪車及び普通自動二輪車（いずれも側車付きのものを除く。以下「特定自動二輪車」という。）の駐車のための路外駐車場又は路外駐車場の専ら特定自動二輪車の駐車のための部分（特定自
動二輪車以外の自動車の進入を防止するための駒止めその他これに類する工作物により特定自動二輪車以外の自動車の駐車のための部分と区分されたものに限る。） １．３メートル 
 ロ その他の路外駐車場又はその部分 ２メートル 
五 二から四までの規定は、自動車の出口又は入口を道路内に設ける場合における当該自動車の出口（出口付近を含む。）又は入口については、適用しない。 
六 歩道（道路構造令第２条第一号に規定する歩道をいう。）又は自転車歩行者専用道路（道路法第４８条の１４第２項に規定する自転車歩行者専用道路）又は歩行者専用道路（道路法第４８条の１４
第２項に規定する歩行者専用道路）に面して出入口を設置する場合は、次に掲げる構造とすること。 
 イ 出入口を集約した構造とし、幅を６メートル以下とすること。（駐車マスから直接出入りを行うハーモニカ構造の禁止） 
 ロ 自動車の出入口以外の部分から、自動車の出入りができない構造とすること。 
（参考）特定路外駐車場の規模は 50平方メートルとする。 
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シ) 都市再生整備計画における駐車場出入口制限道路の指定実績 

実績報告なし 

 
ス) 都市再生整備計画における集約駐車施設の位置及び規模の指定実績 

実績報告なし 

 
セ) 公園施設設置管理協定制度の活用実績 

NO 都道府県 市区町村 公園名称 公園管理者 協定締結者 協定締結日 協定終了日 
滞在快適性等向上
公園施設の内容 

特定公園施設の 
内容 

公園利便増進施設等
（自転車駐輪場、看板、
広告等）の設置の有無 

建蔽率特例
の活用の有

無 

1 神奈川県 川崎市 
こすぎコアパー
ク 

東急株式会社 
東急株式会社 
取締役社長 
髙橋和夫 

令和３年３
月１０日 

令和２３年
３月９日 

こすぎコアパークにお
ける飲食・食物販も
可能な休養施設の
設置、特定公園施
設（ベンチ、植栽
等）の整備、公園機
能の維持活動等 

なし ②なし ②なし 
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ソ) 河川敷地占用許可制度を活用するため都市再生整備計画に河川敷地の利用について記載した実績 

NO 都道府県 市区町村 区域指定日 区域名称 河川名 河川管理者 占用主体 占用施設 許可期間 実施事業 利用形態 

1 愛知県 岡崎市 平成 28年 3
月 7日 乙川リバーフロント地区 

一級河川
矢作川水
系 乙川 

愛知県 

乙川リバーフ
ロント地区か
わまちづくり
協議会 

一般可搬物（テント、
テーブル、イス等）、重
量可搬物（テラス、仮
設トイレ等）、水上設
置物（観光船等） 

令和４年４月１日
～令和 14年３月
31日 

乙川リバーライフ
プロジェクト、岡
崎泰平の祈り 

乙川リバーフロント地区かわまちづく
り協議会が占用主体となり、かわま
ちづくりの実施主体であるリバーライ
フ推進委員会及び岡崎泰平の祈り
実行委員会と使用契約を交わして
実施している。 

2 東京都 品川区 平成 30年 4
月 1日 

都市・地域再生等利用区域
（二級河川目黒川の河川区
域内のうち西五反田一丁目
10番 2号〈区立大崎橋広
場〉および東五反田二丁目 9
番 11号〈区立五反田ふれあ
い水辺広場〉で指定された区
域） 

目黒川 東京都 

一般社団法
人 大崎エリ
アマネジメン
ト 

準則第 22第 3項第
一号規定の「広場」 

平成 30年 4月 1
日～令和 10年 3
月 31日 

ケータリングカー
の出店および各
種イベント 

占用区域内にて、不定期で地域活
性化イベント等を実施している。 
※「都市再生整備計画」に記載し
た実績はないが、地元協議会にて
地域の合意形成を図った上で、イベ
ン 
ト等を実施しているため、活用実績
として回答する。 

3 福井県 福井市 令和２年度 福井まちなか地区 足羽川 福井県 まちづくり福
井株式会社 

屋台・ケータリングカー、
飲食・休憩用の椅子等 令和２～５年度 ふくいまちキャン まちなか BBQ、テントサウナ、体験コ

ーナー、お泊りキャンプなど 

4 東京都 世田谷区 令和 3年 2
月 5日 

多摩川河川敷左岸、兵庫島
公園の一部 多摩川 

国土交通省
関東地方整
備局 

都市再生推
進法人 二
子玉川エリア
マネジメンツ 

（広場と一体をなす）
飲食施設、アウトドアオ
フィス 

指定日から令和６
年度まで 

キッチンカー事
業、アウトドアオ
フィス事業 

キッチンカー事業：（土日）キッチ
ンカーの設置 
アウトドアオフィス事業：（平日）
テント、テーブル、チェア等の設置 
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タ) 普通財産の活用実績 

実績報告なし 

 
チ) 交付対象事業を含まない都市再生整備計画の策定実績 

NO 都道府県 市区町村 策定年月 地区名 活用する官民連携制度 対象施設等 

1  うめきた先行開発地区 H24.10・ 
H30.2 大阪府大阪市 うめきた先行開発地区 道路占用許可の特例、都市利便増進協定 広告板・バナー広告、オープンカフェ・売店

等（食事施設・購買施設） 
2  岡山駅東口地区 H25.3 岡山県岡山市 岡山駅東口地区 道路占用許可の特例 ― 
3  神戸都心・ウォーターフロント地区 H26.8 兵庫県神戸市 神戸都心・ウォーターフロント地区 道路占用許可の特例 道路（歩道） 

4  千葉都心地区 H26.9 千葉県千葉市 千葉都心地区 道路占用許可の特例 広告塔又は看板 食事施設、購買施設
又はこれらに類する施設 

5  新宿駅周辺地区 H28.4 東京都新宿区 新宿駅周辺地区 道路占用許可の特例 ― 
6  北柏周辺地区 H28.12 千葉県柏市 北柏周辺地区 都市利便増進協定 食事施設並びに広告板の設置 
7  荒井東地区 H29.3 宮城県仙台市 荒井東地区 都市利便増進協定 荒井東１号公園 
8  環状第二号線周辺地区（第 2期） H30.3 東京都港区 環状第二号線周辺地区（第 2期） 道路占用許可の特例 食事施設・購買施設等、広告塔・看板 

9  栄・伏見・大須地区 H30.3 愛知県名古屋市 栄・伏見・大須地区 
道路占用許可の特例、都市公園占用許可の特例、都市利
便増進協定※令和 2年 10月末現在、計画変更に伴い補
助対象事業を含む 

― 

10  渋谷駅周辺地区 H30.11 東京都渋谷区 渋谷駅周辺地区 道路占用許可の特例、都市利便増進協定 
公衆便所・広告物・コインロッカー・カフェ
及び観光案内所・バス定期券発売所及
びバス案内所・道路通行空間 

11  江東区コミュニティサイクル推進地区 H30.11 東京都江東区 江東区コミュニティサイクル推進地区 都市公園占用許可の特例 サイクルポート 

12 神戸ハーバーランド地区(第 2期) H31.2 兵庫県神戸市 神戸ハーバーランド地区(第 2期) 
道路占用許可の特例、都市利便増進協定 
※令和 2年 10月末現在、計画変更に伴い補助対象事業
を含む 

道路（歩道）、地下道 

13  柏中央地区（第 2期） H31.3 千葉県柏市 柏中央地区（第 2期） 道路占用の特例制度 食事施設並びに広告版の設置 
14  横浜市コミュニティサイクル推進地区 R1.9 神奈川県横浜市 横浜市コミュニティサイクル推進地区 都市公園占用許可の特例 道路・公園 
15  千葉市シェアサイクル推進地区 R2.1 千葉県千葉市 千葉市シェアサイクル推進地区 都市公園占用許可の特例 自転車駐車器具（ステーション） 
16  二子玉川駅周辺地区 R2.10 東京都世田谷区 二子玉川駅周辺地区 河川敷地占用許可の特例 飲食施設等 
17 宮崎市シェアサイクル推進地区 R2.12 宮崎県宮崎市 宮崎市シェアサイクル推進地区 道路占用許可特例、都市公園占用許可特例 サイクルポート(自転車駐車器具) 
18  シェアサイクル推進地区 R3.1 東京都荒川区 シェアサイクル推進地区 都市公園占用許可特例 サイクルポート 
19  豊中市シェアサイクル推進地区 R3.3 大阪府豊中市 豊中市シェアサイクル推進地区 道路占用許可特例、都市公園占用許可特例 自転車駐車器具 

★20 八王子市シェアサイクル推進地区 R3.4 東京都八王子市 八王子市シェアサイクル推進地区  都市公園占用許可特例 シェアサイクル事業の推進 

★21  梅田１丁目地区 R3.9 大阪府大阪市 梅田１丁目地区 道路占用許可特例制度 広告板、オープンカフェ等（食事施設・
購買施設） 

★22  神戸ウォーターフロント地区 R4.8 兵庫県神戸市 神戸ウォーターフロント地区 都市利便増進協定 公共空間、駐車場、広告塔、看板、展
望施設、夜間景観形成施設 
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④ 調査２-4：その他の制度に関する調査 

ア) ウォーカブル推進税制（地方税法附則第 15 条第 43 項）の活用実績 

ウォーカブル推進税制の活用実績について、利用している地方公共団体は 6 団体となっている。 

 

項目 回答数 割合 

➀あり 6 0.4% 

②なし 1,583 99.6% 

合計 1,589 100.0% 

 
 
 
 
 

■詳細一覧 
NO 都道府県 市区町村 団体名 設立年月日 

1 福島県 須賀川市 株式会社テダソチマ 街楽のはじめ庭 

2 神奈川県 川崎市 東急株式会社 こすぎコアパーク 

3 静岡県 静岡市 静活株式会社 
広場、椅子・テーブル、ウッドデッキ、
人工芝 

4 三重県 四日市市 株式会社グリーンズ （仮称）四日市ビル 

5 兵庫県 神戸市 阪急電鉄株式会社 阪急神戸三宮駅西口 

6 岡山県 倉敷市 
倉敷市阿知３丁目東地区市街地
再開発事業区域内 あちてらす倉
敷北館 土地所有者 

あちてらす倉敷北館外構部の土
地・償却資産 

 
 

  

➀あり…

②なし
99.6%

n=1,58
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イ) 公募設置管理制度（Park-PFI）の活用実績 

公募設置管理制度（Park-PFI）の活用については、活用している団体が 40 団体となっている。収

益施設としては、カフェ等の飲食施設を設置している団体が多い。 

 

項目 回答数 割合 

➀あり 40 2.5% 

②なし 1,549 97.5% 

合計 1,589 100.0% 

 
 

■詳細一覧 
NO 都道府県 市区町村 事業主体 対象施設の設置・管理の概要 

1 北海道 恵庭市 
①積水ハウス株式会社 
②アルファコート株式会社 
③式会社コクサク 

①花の拠点はなふる：フェアフィールド・バイ・マリオット・北海道えにわ（宿泊施設）の整備運営
と、その周辺園路・広場の整備・管理 
②花の拠点はなふる：スターバックスコーヒーはなふる恵庭店（飲食店）、恵庭おむすびゑびす
（飲食店）の整備運営と、その周辺園路・広場の整備・管理 
③恵庭ふるさと公園：カフェ sourie（飲食店）の整備・管理運営と、その周辺園路・広場の整
備・管理 

2 青森県 青森市 青森ひと創りサポート株式会社 （仮称）青森市アリーナ及び青い森セントラルパーク等整備運営事業 

3 青森県 むつ市 
①山内土木株式会社 
②株式会社むつ不動産取引セ
ンター 

①特定公園施設として飲料自動販売機、公募対象公園施設として園路広場を整備し、これら
の施設の維持管理を実施 
②特定公園施設として屋外トイレ、公募対象公園施設としてグランピング施設、飲食施設、キャ
ンプサイト、ドッグラン、管理事務所等を整備、公園全体の維持管理を実施 

4 山形県 山形市 山形市農業協同組合 自動販売機の設置・周辺を巡視し、清掃等を実施している。 

5 群馬県 前橋市 NPO法人三和会 
日赤跡地生涯活躍のまち（CCRC）事業において新設された公園について、多様な人と世代が
交流するコミュニティ機能創出に寄与する公募対象公園施設としてベーカリーカフェ＆コミュニティス
ペースを、特定公園施設として公衆用トイレを設置・管理運営している。 

6 埼玉県 所沢市 公益財団法人角川文化振興財
団 カフェ、光と音のインスタレーション 

7 千葉県 千葉市 

大和リースグループ（大和リース
㈱、㈱拓匠開発、㈱塚原緑地
研究所、㈱JPF、㈱日比谷アメ
ニス） 

千葉公園（総合公園）：カフェ、レストラン等公園利用者に飲食を提供する施設、パンプトラッ
ク（自転車やスケートボード等で走ることができる凹凸の走行施設）、イベント等（マルシェ、アウ
トドアフィットネス、樹木や草花等を地域住民と共に育てる取り組み等）の実施 

8 千葉県 木更津市 木更津市 民間事業者が施設整備及び管理運営を実施している。 
9 千葉県 我孫子市 民間事業者 飲食店舗、公園施設設置許可日より 10年間 

10 東京都 新宿区 新宿区 
敷地面積：1,358㎡  
公募対象公園施設：カフェ、レストラン、アウトドアフィットネスクラブ 
特定公園施設：テラス、防災倉庫、昇降機・ホール、階段 

11 東京都 豊島区 豊島区 としまみどりの防災公園の整備に伴い、本制度を用いて便益施設(カフェ等)を設置。その他特定
公園施設(ウッドデッキ等)を設置。管理にあたっては設置管理許可に基づき管理。 

12 神奈川県 横浜市 有限会社パシフィックネットワーク 

事業主体が公募対象公園施設（遊戯施設）及び特定公園施設を整備、管理を行い、その収
益により事業エリア内の樹林地等の維持管理を行っている。参考 URL：
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-kankyo/midori-
koen/koen/renkei/mori-zone-p-pfi.html 

13 神奈川県 湯河原町 湯河原惣研株式会社 ・観光会館の減築（老朽化した施設のリノベーション） 
・入口広場・熊野広場エリアの整備 

14 富山県 射水市 射水市 
公募対象公園施設：飲食店 A=200㎡、特定公園施設：屋内遊具場 A=420㎡、芝生広
場 A=2,760㎡、インクルーシブ遊具 N=1基、植栽 N=1式 
公募対象公園施設の管理は事業者、特定公園施設の管理は射水市が行う。 

15 石川県 加賀市 山代プラス（民間事業者 JV） 

公園名称：山代スマートパーク 
特定公園施設：体験学習施設、駐車場（12台）、芝生広場、デザインベンチ、植栽、日陰だ
な、園路、高速Wi-Fi 
公募対象公園施設：カフェ兼フラワーショップ 
特定公園施設の管理：指定管理者制度 
計画認定期間：令和３年４月２日～令和１９年３月３１日 

16 福井県 勝山市 勝山市 宿泊施設、飲食・物販施設、遊戯施設、屋根付き広場の設置 
指定管理者として、公園一元管理の中で公園施設の維持管理・運営を行う 

➀あり…

②なし
97.5%

n=1,58
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NO 都道府県 市区町村 事業主体 対象施設の設置・管理の概要 

17 福井県 越前市 越前市 

水泳場の再整備に行い当制度を活用した。特定公園施設は市負担、公募対象公園施設は民
間事業者負担で募集。公募対象公園施設と併せて特定公園施設も民間事業者が管理を行
う。 
特定公園施設：屋内水泳場、駐車場 
公募対象公園施設：屋内遊技場、スポーツジム、コンテナショップ、賑わい広場、園内電車 

18 長野県 小諸市 株式会社 Greve.t 
公募対象公園施設：ワイナリー・ショップ棟、レストラン棟 
 特定公園施設：広場、駐車場 
 利便増進施設：案内看板 

19 長野県 塩尻市 民間事業者 総合公園（兼道の駅）における売店の管理運営 

20 岐阜県 美濃加茂
市 中之島公園利活用共同体 設置：簡易屋根 15箇所 管理：バーベキューエリア・テント倉庫・ビジターハウス内カフェエリア 

21 岐阜県 各務原市 各務原学びの森コンソーシアム 

公募対象公園施設：KAKAMIGAHARA PARK BRIGE(延床面積 980.12m2、木育施
設、飲食店) 
特定公園施設：トイレ、デッキ、広場、植栽等 
管理の概要：特定公園施設を含めて維持管理を事業者が行う(R2～R20) 

22 静岡県 伊豆の国
市 

狩野川神島かわまちづくり計画
事業 河川敷の公園整備 

23 愛知県 名古屋市 三井不動産㈱ 
都心部の都市公園の再整備（芝生広場の整備や樹木環境の改善など）にあわせて、飲食・物
販・サービス等の収益施設を設置。また、整備に引き続き、Park-PFI事業者が指定管理者とし
て管理運営を実施。 

24 愛知県 豊川市 株式会社イトコー 飲食物販施設の設置および休養施設の整備 

25 愛知県 津島市 天王川パークマネジメント 芝生広場、サービスセンター、管理事務所、駐車場、飲食店を設置し、全体の運営管理を指定
管理者制度と合わせて行う。 

26 三重県 津市 中勢ＧＰ未来会議 カフェ棟、自販機スペース、キッチンカーエリア 
27 三重県 四日市市 船谷ホールディングス株式会社 総合運動公園 中央緑地内「中央緑地ここよか」 
28 京都府 京都市 京都市 大宮交通公園（20年の指定管理） 

29 京都府 舞鶴市 株式会社ウッディーハウス 
舞鶴赤れんがパーク内において、重要文化財でもある舞鶴赤れんがパーク 3号棟、4号棟、5号
棟を公募対象公園施設として、飲食店等の便益施設の設置を進めている。 
併せて公園全域については、指定管理者制度を活用した管理運営を行っている。 

30 大阪府 堺市 南海グループ公園管理団体 旧堺市立泉北すえむら資料館等の施設整備及び管理運営業務、大蓮公園の維持管理業務 

31 兵庫県 神戸市 

１．株式会社村上工務店を代
表法人とするグループ２．神戸
須磨 Parks+Resorts共同事
業体 

１．①にぎわい拠点施設（公募対象公園施設）  事業主体により設置、管理。  ②芝生
ガーデン（芝生広場）、ベンチ他（特定公園施設）  事業主体により設置、管理主体は未
定。２．○水族館、宿泊施設、にぎわい施設、駐車場（公募対象公園施設）  事業主体に
より設置、管理。  ○一般園地（特定公園施設）  事業主体により設置後に市に譲渡し、
事業主体を母体とする「須磨海浜公園パークマネジメント組織」を指  定管理者として指定予
定。 

32 和歌山県 和歌山市 株式会社紀州まちづくり舎 本町公園の管理運営 

33 広島県 広島市 

①NEW HIROSHIMA 
GATEPARK（（代表法人）
エヌ・ティ・ティ都市開発株式会
社） 
②ACTIVE COMMUNITY 
PARK（（代表法人）エヌ・テ
ィ・ティ都市開発株式会社） 

①特定公園施設（広場、園路等）の設計・整備（管理・運営は指定管理者制度で実施） 
 公募対象公園施設（カフェ等の収益施設）の設計・整備・運営 
②特定公園施設（便益施設、遊戯施設等）の設計・整備（管理・運営は指定管理者制度
で実施） 
 公募対象公園施設（カフェ等の収益施設）の設計・整備・運営 

34 広島県 福山市 
福山市（整備主体（認定計画
提出者））：中央公園 P-PFI
コンソーシアム） 

公募対象公園施設：ガーデンレストラン 
特定公園施設：あずまや，園路，植栽 
管理：公募対象公園施設（中央公園 P-PFI コンソーシアム） 
   特定公園施設（福山市） 

35 福岡県 北九州市 有限会社 クリーンズ 

公募対象公園施設として、飲食・物販施設（珈琲所コメダ珈琲店：フランチャイズ契約）を整
備。特定公園施設として、パーゴラ、ウッドデッキ、園路・広場、植栽等を整備。 
 公募対象公園施設は設置管理許可、特定公園施設は管理許可を受け、両施設の維持管理
を実施。 

36 福岡県 久留米市 高橋株式会社 カフェ・ライフスタジオ 

37 福岡県 新宮町 プライマリー・コウフコンソーシアム 屋内テニス場（テニスコート２面、オートテニスコート４面） 
施設の管理運営を行う。 

38 長崎県 佐世保市 庭建パークマネージメント株式会社 

特定公園施設：屋内遊び場、屋外遊び場、芝生広場、ステージ、駐車場 
公募対象公園施設：飲食店、食物販店、売店、カフェ、BBQサイト、キャンプ場利用案内、オ
ートキャンプ場、デイキャンプ場 
特定公園施設は指定管理者（事業主体）による管理を委託。公募対象公園施設は事業主
体により管理されている。 

39 大分県 別府市 
①別府市（別府公園） 
②別府市（鉄輪地獄地帯公
園） 

①公募対象公園施設として、便益施設（飲食店）をスターバックスコーヒージャパン㈱が設置し
管理運営している。特定公園施設として、広場整備や一部駐車場改修等を上記認定計画提
出者が行い、広場の植栽管理等を行っている。 
②公募対象公園施設として、グランピング施設等を㈱別府鉄輪パークマネジメントが設置し管理
運営している。特定公園施設として、駐車場整備や屋外便所建設を上記認定計画提出者が行
い、指定管理者として特定公園施設の管理運営をしている。 

40 鹿児島県 鹿児島市 株式会社グッドフェローズダイニング 
・飲食、物販等の収益施設及び駐車場の設置、管理 
・広場、植栽等の公園施設の設置、管理 

  



 

2-72 

 

ウ) 歩行者利便増進道路（ほこみち）制度の活用実績 

歩行者利便増進道路（ほこみち）制度の活用実績は 15 団体となっており、道路内にイス、テーブ

ルの設置やオープンカフェの設置などを行っている。 

 
項目 回答数 割合 

➀あり 15 0.9% 

②なし 1,574 99.1% 

合計 1,589 100.0% 

 
 
 
 

 

■詳細一覧 
NO 都道府県 市区町村 占用主体 開始年度 終了年度 道路管理者 実施事業 

1 宮城県 仙台市 

①定禅寺リビングス
トリートプロジェクト
（任意団体） 
②虎屋横丁・稲荷
小路親交会（町
内会） 

①令和 4年度 
②令和 4年度 

①②終了時期の取り決
めはなし。当面は、年度
ごとに活動内容に応じて
占用・使用許可を取得し
実施することとしている。 

①仙台市 
②仙台市 

①歩道にテーブルセットを日常的に設置、
数か月ごとのマルシェの開催 等 
②沿道店舗の軒先(道路空間)へのテラス
席を設置する「イナトラほろ酔い縁日」の実
施 

2 神奈川県 横浜市 日本大通り活性化
員会 令和３年度 本市との協定が終了する

まで 横浜市 沿道店舗によるオープンカフェ 

3 新潟県 新潟市 万代シテイ商店街
振興組合 令和４年度 令和４年度 新潟市 公共空間利活用実施事業 

4 福井県 敦賀市 敦賀市 令和４年度  
国土交通省近畿
地方整備局福井
河川国道事務所 

第２土曜日を中心に、商店街や民間団
体による催し等を開催 

5 山梨県 甲府市 LLC まちづくり甲府 R3 - 甲府市 道路内にイス・テーブルの設置 

6 長野県 松本市 商店街組合、個店
等（予定） 

令和５年度予定
（コロナ占用特例
による道路活用は
令和２年度から実
施中） 

 松本市 

コロナ占用特例によりテラス席やベンチの設
置を実施 
利便増進誘導区域は市道４路線に指定
済み 

7 岐阜県 大垣市 大垣市 令和 4年度 令和 4年度（※年度ご
と更新するもの） 

岐阜県及び大垣
市 まちなかテラス 

8 大阪府 大阪市 

なし（※利便増進
誘導区域内におい
て、道路協力団体
が活動を実施） 

令和３年２月 12
日  
 国道 25号（中
央区北浜 3丁目
4番地先から中央
区難波 5丁目 12
番地先 ）を歩行
者利便増進道路に
指定 
令和３年７月 21
日  
 なんば３丁目地
先に利便増進誘導
区域を指定 
令和４年４月 15
日  
 大阪市中央区北
浜 3交差点から今
橋 3交差点 西側
に利便増進誘導区
域を指定 

未定 大阪市建設局  

➀あり…

②なし
99.1%

n=1,58
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NO 都道府県 市区町村 占用主体 開始年度 終了年度 道路管理者 実施事業 

9 兵庫県 神戸市 

１．サンキタ実行
委員会 
２．三宮中央通り
まちづくり協議会 

１．令和 4年度 
２．令和 3年度 

１．令和 8年度 
２．令和 7年度（予
定） 

１．神戸市（若
菜神戸駅線） 
２．神戸市 

１．オープンカフェの展開、にぎわい創出イ
ベントの実施、食事施設 
２．食事施設（オープンカフェ） 

10 兵庫県 姫路市 大手前通り街づくり
協議会 令和 4年度 令和 8年度 姫路市 食事施設・休憩施設の設置・イベント開催 

11 岡山県 岡山市 

沿道飲食店等を運
営する事業者又は
事業者により組織さ
れた団体等 

令和２年度  岡山市 テラス営業やテイクアウトのための道路占用 

12 広島県 福山市 福山駅前商店会 ２０２１年度
（令和３年度） 

２０２２年度（令和４
年度） 福山市 食事施設 

13 山口県 宇部市 株式会社 にぎわ
い宇部 令和 3年度 令和 7年度 国土交通省 Open Street UBE（飲食店によるテラス

営業） 

14 福岡県 久留米市 久留米ほとめき通り商店街 令和３年度 単年度更新 久留米市 コロナ特例占用からの移行 

15 熊本県 熊本市 
熊本市サンロード新
市街商店街振興
組合 

令和 4年 - 熊本市 路上を活用した賑わい施設の設置 
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(3) 調査３：官民連携制度を活用したまちづくりに関する調査 

官民連携制度を活用したまちづくりに関する調査については、全国の市区町村の 1,592 団体

（91.4%）が回答している。 

 
1) 回答状況 

 
表 2.1-8 調査３：官民連携制度を活用したまちづくりに関する調査回答状況 

調査対象  団体数 回答数 回答率 

全国の市区町村  1,741 1,592 91.4% 
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2) 調査項目 [市区町村向] 

資料 2-4：調査 3 調査票（1/2） 
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資料 2-3：調査 3 調査票（2/2） 
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3) 調査結果：調査票 3 官民連携制度を活用したまちづくりに関する調査 

① まちづくり団体の有無について 

まちづくり団体の有無については、市区町村の 619 団体（38.9%）がまちづくり団体を有しており、

組織形態については、任意団体 315 団体（36.5%）や株式会社 174 団体（20.1%）、NPO 法人 170 団

体（19.7%）が多い。 

■設問 

 

 

■回答数・回答割合 
項目 回答数 割合 

➀ある 619 38.9% 

②ない 971 61.0% 

無回答 2 0.1% 

合計 1,592 100.0% 

 
 

 
② 貴市区町村で活動するまちづくり団体について 

■設問 

 

 

 

■回答数・回答割合 
項目 回答数 割合 

➀公益社団法人 5 0.6% 

②一般社団法人 113 13.1% 

③公益財団法人 11 1.3% 

④一般財団法人 16 1.9% 

⑤認定 NPO法人 11 1.3% 

⑥NPO法人 170 19.7% 

⑦株式会社 174 20.1% 

⑧持分会社 10 1.2% 

⑨任意団体 315 36.5% 

⑩その他 39 4.5% 

合計 864 100.0% 

（１）貴市区町村におけるまちづくり団体（※）はありますか。 

（２）（１）にて「➀ある」とお答えいただいた方にお聞きします。貴市区町村で活動するまちづくり団体の 
   組織形態についてお聞かせください。（複数の団体がある場合は複数回答可） 

5 

113 

11 

16 

11 

170 

174 

10 

315 

39 

➀公益社団法人

②一般社団法人

③公益財団法人

④一般財団法人

⑤認定NPO法人

⑥NPO法人

⑦株式会社

⑧持分会社

⑨任意団体

⑩その他

0 50 100 150 200 250 300 350n=864

➀ある
38.9%

②ない
61.0%

無回答
0.1%

n=1,592
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■その他の回答一覧 
NO 都道府県 市区町村 団体の組織形態 
1 岩手県 岩泉町 地域振興協議会 
2 宮城県 大崎市 第三セクター 
3 栃木県 日光市 推進委員会 
4 群馬県 千代田町 土地開発公社 
5 埼玉県 さいたま市 まちづくり協議会 
6 埼玉県 上尾市 街づくり協議会 
7 千葉県 八千代市 合同会社 
8 千葉県 香取市 香取市まちづくり条例をもとに設立された団体で、現在、旧小学校単位で 23団体あります。 
9 東京都 文京区 協議会 
10 東京都 調布市 街づくり条例で規定する認定団体 
11 東京都 狛江市 狛江市まちづくり条例に基づくまちづくりグループ、地区まちづくり協議会 

12 神奈川県 横浜市 
横浜市地域まちづくり推進条例に基づき、市長により認定された「地域まちづくり組織」、及び
条例に基づき登録された「地域まちづくりグループ」 

13 神奈川県 鎌倉市 市条例に規定する認定団体 
14 神奈川県 小田原市 9・かまぼこ通り活性化協議会（法人格：合同会社小田原かまぼこ発信隊） 
15 福井県 若狭町 観光地域づくり法人（DMO) 

16 長野県 上田市 
全ての団体と組織形態を把握できていないため、チェックを付けていない形態も存在していると
思われます。 

17 長野県 塩尻市 認可地縁団体 
18 岐阜県 恵那市 地域住民 
19 岐阜県 垂井町 垂井町まちづくり基本条例第２４条第 3項の規定に基づく同条第 1項のまちづくり協議会 
20 静岡県 小山町 国土交通省道路協力団体 
21 愛知県 知立市 市民団体 
22 愛知県 高浜市 まちづくり協議会 
23 三重県 松阪市 自治会の集合団体 
24 三重県 鳥羽市 合同会社 
25 三重県 玉城町 行政から委嘱する団体 
26 京都府 向日市 自治会等 
27 大阪府 大阪市 道路協力団体 
28 大阪府 堺市 NPO法人や地元まちづくり団体、市などで構成された協議会 
29 大阪府 貝塚市 JR和泉橋本駅山側地区まちづくり協議会 
30 大阪府 泉佐野市 地元住民による団体 
31 兵庫県 豊岡市 第三セクター 
32 和歌山県 紀美野町 住民同士によるまちづくり協議会等 
33 鳥取県 倉吉市 中心市街地活性化協議会 
34 広島県 世羅町 地縁団体 
35 山口県 山陽小野田市 合同会社 
36 徳島県 上勝町 合同会社 
37 高知県 いの町 有限責任事業組合 
38 宮崎県 綾町 合資会社 
39 沖縄県 うるま市 有限会社 
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③ まちづくり団体が取り組んでいるまちづくり活動について 

まちづくり団体が取り組んでいるまちづくり活動について、「➀広報・プロモーション・イベントの実

施」が 397 件(25.3%)と最も多く、次いで「➁景観保全・緑化」183 件(11.7%)、「③公共空間の維持管

理・活用」182 件(11.6%)、「➄空き地・空き家・空き店舗の活用」174 件(11.1%)が多い。 

■設問 

 

 

 

■回答数・回答割合 

項目 回答数 
割合 

/回答数 /回答自治体数 
➀広報・プロモーション・イベントの実施 397 25.3% 63.8% 
②景観保全・緑化 183 11.7% 29.4% 
③公共空間の維持管理・活用 182 11.6% 29.3% 
④まちづくりルールの策定・運用 101 6.4% 16.2% 
⑤空き地・空き家・空き店舗の活用 174 11.1% 28.0% 
⑥公共施設の指定管理 119 7.6% 19.1% 
⑦人材育成 72 4.6% 11.6% 
⑧飲食・物販事業 120 7.7% 19.3% 
⑨防犯・防災活動 76 4.8% 12.2% 
⑩不動産開発事業・ビル管理事業 34 2.2% 5.5% 
⑪交通対策 34 2.2% 5.5% 
⑫その他 76 4.8% 12.2% 
合計（回答数） 1,568 100.0% - 
合計（回答自治体数） 622 - 100.0% 
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101 

174 
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76 

34 

34 

76 

➀広報・プロモーション・イベントの実施
②景観保全・緑化

③公共空間の維持管理・活用
④まちづくりルールの策定・運用

⑤空き地・空き家・空き店舗の活用
⑥公共施設の指定管理

⑦人材育成
⑧飲食・物販事業
⑨防犯・防災活動

⑩不動産開発事業・ビル管理事業
⑪交通対策
⑫その他

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450n=1,568

（３）（１）に「➀ある」とお答えいただいた方にお聞きします。貴市区町村で活動するまちづくり団体が取組んで
いるまちづくり活動について主たるものを選択してください。（上位 3位まで） 



 

2-80 

 

■その他の回答一覧 
NO 都道府県 市区町村 まちづくり活動 
1 北海道 名寄市 名寄市立大学の学生寮や図書館の建替え事業等に係る」ロードマップを作成し、事業をまとめる予定 
2 北海道 八雲町 行政事務等の受託及び代行業 
3 北海道 倶知安町 新幹線駅の開業に関する活動 
4 北海道 奈井江町 しごとコンビニ事業 
5 北海道 沼田町 ふるさと納税商品発送受託 
6 北海道 鷹栖町 高齢者の居場所づくり 
7 北海道 中頓別町 まちづくりに対して住民の意見等を取りまとめ町に提言している。 
8 北海道 利尻富士町 まちづくり計画の策定に向けた協議の実施 
9 北海道 津別町 ふるさと納税や移住定住サポートデスク、空家バンク運営等町からの委託業務 
10 北海道 弟子屈町 特産品開発 
11 宮城県 東松島市 地域内市内地域間親睦活動。住民間の交流促進。地域課題解決に向けた自主的な取り組み。 
12 山形県 山形市 中心市街地への新規出店に関する各種支援 
13 山形県 鶴岡市 ランドバンク事業 
14 山形県 新庄市 商店街活性化 
15 福島県 伊達市 生涯学習や地域づくりに関する活動 
16 福島県 会津美里町 移住定住 
17 福島県 富岡町 移住・定住 
18 茨城県 日立市 地域子ども食堂の運営補助 
19 茨城県 桜川市 まちなみ保存 
20 群馬県 高崎市 コミュニティサイクルの管理・運営 
21 群馬県 沼田市 中心市街地土地区画整理事業を基盤とした中心市街地の活性化 
22 群馬県 千代田町 土地開発造成事業 
23 埼玉県 川越市 中心市街地活性化支援 
24 千葉県 富里市 健康・福祉 
25 東京都 文京区 市街地再開発事業の検討 
26 東京都 墨田区 市街地再開発事業の事業化 
27 東京都 中野区 市街地再開発事業、防災街区整備事業の事業実施に向けた検討 
28 東京都 豊島区 エリアプラットフォームを設立し、未来ビジョンを検討・策定 
29 東京都 練馬区 福祉のまちづくり、防災まちづくり 
30 東京都 小平市 共同住宅建て替えの推進、商店街の活性化や地区の魅力向上への取り組み 
31 東京都 東村山市 環境やまちづくりに関しての調査・研究・提案・普及・啓発 
32 東京都 羽村市 羽村市が施行する土地区画整理事業に協力し、権利者相互の連携と共同の利益を図る事業 
33 神奈川県 川崎市 立地機関の交流促進 
34 神奈川県 鎌倉市 条例には「快適な居住環境の保全と創造を図ることを目的とする団体」と定めている 
35 新潟県 村上市 住民自治（地域づくり）推進の取組み 
36 石川県 能美市 地域活性化、地域資源の保全など 
37 福井県 越前市 居住促進、商業の振興 
38 長野県 長野市 商業活性化の一環として駐車場の支援事業を実施 
39 長野県 塩尻市 伝統・文化の継承 
40 長野県 木曽町 地域イベント事務局業務の受託 
41 岐阜県 恵那市 土地利用の検討 
42 岐阜県 美濃加茂市 地域の実情に合わせた課題解決事業 
43 静岡県 御殿場市 駅周辺のまちづくりに関する活動 
44 愛知県 一宮市 地域イベントの企画・運営 
45 三重県 四日市市 中心市街地活性化に関する調査研究事業 
46 三重県 亀山市 市街地再開発事業 
47 滋賀県 米原市 地域の活性化に関すること 
48 京都府 京田辺市 子ども・子育て世代、高齢者等を対象としたソフト事業を検討中 
49 京都府 精華町 居場所づくり・多世代交流 
50 京都府 京丹波町 地域活性化の取り組み 
51 大阪府 堺市 レンタルスペースの管理運営 
52 大阪府 貝塚市 土地区画整理事業に向けての調査 
53 大阪府 富田林市 地域の居場所づくり 
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NO 都道府県 市区町村 まちづくり活動 
54 兵庫県 明石市 福祉活動、ゴミ減量等 
55 兵庫県 川西市 市史編纂 
56 兵庫県 播磨町 住民による地区整備の検討および当該地区にふさわしい良好なまちづくりの推進 
57 兵庫県 太子町 土地の利活用 
58 奈良県 斑鳩町 広域観光を推進するため、周辺自治体を含めた連携協議会の運営 

59 奈良県 大淀町 
地域活性化全般（地域の健康支援・地域文化歴史の承継・持続可能な地域コミュニティ形成・地域魅
力発信・古民家利活用 等) 

60 鳥取県 湯梨浜町 ふるさと納税の代行 
61 鳥取県 大山町 町内にある課題解決 
62 島根県 川本町 生活支援 
63 広島県 呉市 ③に向けた試験的な取組 
64 広島県 尾道市 官民連携による商店街活性化 
65 福岡県 福岡市 各種団体が幅広く事業や各種取組を実施されており、おしなべて「上位３つ」の取組みを示すのは難しい。 
66 福岡県 春日市 コワーキングスペース、貸室 
67 熊本県 美里町 地域活動による活性化 
68 熊本県 長洲町 ふるさと納税の運営受託 
69 熊本県 高森町 地域振興を目的とした体験プログラムの企画・運営 
70 熊本県 多良木町 商品高度化、ふるさと納税 
71 大分県 中津市 美化活動、観光 
72 鹿児島県 指宿市 健康・福祉に関する事業,スポーツの環境づくり,子供の健全育成 
73 沖縄県 石垣市 まちづくりに関する市への課題提供や要望等 
74 沖縄県 浦添市 地域のまちづくり基本計画（道路拡張や街路事業の検討など） 
75 沖縄県 沖縄市 商店街振興組合支援事業 
76 沖縄県 北谷町 まちづくりに関する提案・協力等 
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④ 今後まちづくり団体に担ってほしいまちづくり活動について 

今後まちづくり団体に担ってほしいまちづくり活動については、「➄空き地・空き家・空き店舗の活

用」952 件（21.9%）が最も多く、次いで「③公共空間の維持管理・活用」735 件（16.9%）となっている。 

■設問 

 

 

 

■回答数・回答割合 

項目 回答数 
割合 

/回答数 /回答自治体数 
➀広報・プロモーション・イベントの実施 672 15.5% 44.5% 
②景観保全・緑化 457 10.5% 30.3% 
③公共空間の維持管理・活用 735 16.9% 48.7% 
④まちづくりルールの策定・運用 309 7.1% 20.5% 
⑤空き地・空き家・空き店舗の活用 952 21.9% 63.0% 
⑥公共施設の指定管理 242 5.6% 16.0% 
⑦人材育成 319 7.4% 21.1% 
⑧飲食・物販事業 166 3.8% 11.0% 
⑨防犯・防災活動 176 4.1% 11.7% 
⑩不動産開発事業・ビル管理事業 66 1.5% 4.4% 
⑪交通対策 110 2.5% 7.3% 
⑫その他 38 0.9% 2.5% 
特になし・わからない 14 0.3% 0.9% 
無回答 83 1.9% 5.5% 
合計（回答数） 4,339 100.0% - 
合計（回答自治体数） 1,510 - 100.0% 
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（４）貴市区町村として、今後まちづくり団体に担ってほしいまちづくり活動について選択してください。（上位 3 位
まで） 
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■その他の回答一覧 
NO 都道府県 市区町村 団体の組織形態 
1 北海道 鷹栖町 高齢者の居場所づくり 
2 北海道 中頓別町 現状と同様の活動 
3 宮城県 東松島市 地域内市内地域間親睦活動。住民間の交流促進。地域課題解決に向けた自主的な取り組み 
4 山形県 遊佐町 自主的な地域づくり 
5 福島県 伊達市 特定の分野に限らず、様々な分野で積極的に活動してほしい 
6 福島県 会津美里町 移住定住 
7 福島県 富岡町 移住・定住 
8 群馬県 沼田市 行政と地域住民をつなぐプラットホーム的な役割 
9 群馬県 藤岡市 地域安全活動、環境保全等 
10 群馬県 千代田町 土地開発造成事業 
11 東京都 目黒区 地域コミュニティの醸成 
12 東京都 練馬区 福祉のまちづくり、防災まちづくり 
13 福井県 越前市 まちなか居住推進・商業の振興 

14 長野県 上田市 
公民館等の公共施設を拠点とした子育て支援、文化活動などの総合的な活動。コミュニティ・スク
ール。 

15 長野県 塩尻市 伝統・文化の継承 
16 長野県 飯島町 移住定住・交流人口に関する事業 
17 長野県 高山村 移住者支援 
18 岐阜県 美濃加茂市 地域の実情に合わせた課題解決事業 
19 静岡県 富士宮市 移住希望者の受け入れ、地域コミュニティの維持・活性化 
20 三重県 津市 官民連携組織の牽引役を担って欲しい 
21 滋賀県 草津市 エリアマネジメント 
22 京都府 京都市 地域のビジョン共有、魅力・価値の向上、地域ブランディング 
23 京都府 京丹波町 地域活性化の取り組み 

24 大阪府 貝塚市 
当該地区にふさわしい良好な土地利用を図るとともに、地区の特性を踏まえ将来に向かって魅力
あるまちづくりの推進 

25 兵庫県 明石市 福祉活動、ゴミ減量等 
26 兵庫県 西宮市 まちづくりの構想や計画の実現に向けた継続的な活動（④に係る継続的・発展的な活動） 
27 兵庫県 播磨町 住民が主体性をもった地区整備の検討および当該地区にふさわしい良好なまちづくりの推進 
28 奈良県 斑鳩町 広域観光を推進するため、周辺自治体を含めた連携協議会の運営 
29 奈良県 大淀町 持続可能な地域づくりとして、各地域ごとに上記全般を地域課題に応じて 
30 和歌山県 紀の川市 行政と地域との中間管理 
31 鳥取県 米子市 地域と行政をつなぐ窓口 
32 鳥取県 大山町 町内にある課題解決 
33 広島県 三原市 居住人口の増加への取組，商業の活性化への取組，にぎわいの創出への取組 
34 香川県 琴平町 電子地域通貨事業の管理運営 
35 福岡県 春日市 コワーキングスペース、貸室 
36 熊本県 高森町 地域振興を目的とした体験プログラムの企画・運営 
37 熊本県 多良木町 商品高度化、ふるさと納税 
38 沖縄県 北谷町 まちづくりに関する意見等集約 
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(4) 調査４：都市再生推進法人の実施事業及び法人指定に関する調査 

都市再生推進法人の実施事業及び法人指定に関する調査については、アンケートを発出した都

市再生推進法人のうち、79 団体（79.8%）が回答している。 

 

1) 回答状況 

 
表 2.1-9 調査４：都市再生推進法人の実施事業及び法人指定に関する調査回答状況 

調査対象 団体数 回答数 回答率 

都市再生推進法人 99 79 79.8% 
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2) 調査項目 [都市再生推進法人等向] 

資料 2-5：調査 4 調査票（1/3） 
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資料 2-5：調査 4 調査票（2/3） 

 

 

≪追加欄≫
都市再生
特別措置
法119条
の該当項

目
※参考1

事業分野
※2

記入例 三号ロ C
追加１
追加２
追加３

■参考１：都市再生特別措置法119条における都市再生推進法人の業務の項目
第百十九条　推進法人は、次に掲げる業務を行うものとする。
※赤字は：R2法改正で追加された業務

■参考２：事業分野の考え方
【分野A】コンテンツ・事業創出：新たなコンテンツの創出や収益事業の実施、事業・雇用等の創出など
【分野B】空間ストックの有効活用：低未利用地の有効活用、空きビル・空き家のリノベーション・有効活用など
【分野C】エリア環境の改善：エリアの環境の質を高める空間整備、地区の交通環境の改善など
【分野D】公共空間等の利活用：道路、公園、広場等の有効な利活用など
【分野E】その他：分野A~Dに該当しない事業（計画づくり・ガイドライン検討など）

第百十九条　推進法人は、次に掲げる業務を行うものとする。
一次に掲げる事業を施行する民間事業者に対し、当該事業に関する知識を有する者の派遣、情報の提供、相談その他の援助を行うこ
と。
　イ第四十六条第一項の土地の区域における都市開発事業であって都市再生基本方針に基づいて行われるもの
　ロ立地適正化計画に記載された居住誘導区域内における都市開発事業であって住宅の整備に関するもの
　ハ立地適正化計画に記載された誘導施設又は当該誘導施設の利用者の利便の増進に寄与する施設の整備に関する事業
　ニ立地適正化計画に記載された居住誘導区域又は都市機能誘導区域内における低未利用土地の利用又は管理に関する事業
　ホ立地適正化計画に記載された跡地等管理等区域内における跡地等の管理等に関する事業
二特定非営利活動法人等による前号の事業の施行に対する助成を行うこと。
三次に掲げる事業を施行すること又は当該事業に参加すること。
　イ第一号の事業
　ロ公共施設又は駐車場その他の第四十六条第一項の土地の区域又は立地適正化計画に記載された居住誘導区域における居住者、滞在
者その他の者の利便の増進に寄与するものとして国土交通省令で定める施設の整備に関する事業
四前号の事業に有効に利用できる土地で政令で定めるものの取得、管理及び譲渡を行うこと。
五第四十六第一項の土地の区域又は立地適正化計画に記載された居住誘導区域における公共施設又は第三号ロの国土交通省令で定める
施設の所有者（所有者が二人以上いる場合にあっては、その全員）との契約に基づき、これらの施設の管理を行うこと。
六公園施設設置管理協定に基づき滞在快適性等向上公園施設の設置等を行うこと。
七都市利便増進協定に基づき都市利便増進施設の一体的な整備又は管理を行うこと。
八低未利用土地利用促進協定に基づき居住者等利用施設の整備及び管理を行うこと。
九跡地等管理等協定に基づき跡地等の管理等を行うこと。
十第四十六条第一項の土地の区域又は立地適正化計画に記載された居住誘導区域若しくは都市機能誘導区域の魅力及び活力の向上に資する次に
掲げる活動を行うこと（第三号から第八号までに該当するものを除く。）。

　イ滞在快適性等向上施設等その他の滞在者等の快適性の向上又は利便の増進に資する施設等の整備又は管理
　ロ滞在者等の滞在及び交流の促進を図るための広報又は行事の実施その他の活動
十一第六十二条の八第一項の規定による道路若しくは都市公園の占用又は道路の使用の許可に係る申請書の経由に関する事務を行うこと。
十二第四十六条第一項の土地の区域又は立地適正化計画の区域における都市の再生に関する情報の収集、整理及び提供を行うこと。
十三第四十六条第一項の土地の区域又は立地適正化計画の区域における都市の再生に関する調査研究を行うこと。
十四第四十六条第一項の土地の区域又は立地適正化計画の区域における都市の再生に関する普及啓発を行うこと。
十五前各号に掲げるもののほか、第四十六条第一項の土地の区域又は立地適正化計画の区域における都市の再生のために必要な業務を
行うこと。

事業の内容

商店街の共通駐車場の整備・運営
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資料 2-5：調査 4 調査票（3/3） 
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3) 調査結果：調査票 4 都市再生推進法人の実施事業及び法人指定に関する調査 

① 各法人が都市再生特別措置法 119 条上に基づき、実施している主な事業者事業分野等につい

て 

都市再生推進法人が実施している主な事業に対する再生特別措置法 119 条に該当する項目に

ついて、回答のあった法人（ただし、まだ事業を実施していない法人は除く）を以下に整理する。 

■設問 

 

 

 

■回答のあった事例一覧 
NO 法人名 主な事業の内容 

都市再生特別
措置法 119
条の該当項目 

分野 
コンテンツ・ 
事業創出 

空間ストック 
の有効活用 

エリア環境 
の改善 

公共空間等 
の利活用 その他 

1 株式会社キャッセン大船渡 住民のまちづくり活動への参画促進（キャッセンキッズファンク
ラブ、大船渡まちもり大学等） 十四号     ○ 

2 株式会社キャッセン大船渡 環境美化活動等を通じた付加価値の創出（緑化活動、キ
ャッセン環境保全隊など） 十五号   ○  ○ 

3 株式会社キャッセン大船渡 ガイドラインに基づく景観協議（ガイドラインに基づく技術的
助言） 十五号     ○ 

4 株式会社キャッセン大船渡 道路や河川空間を占用したイベントの実施 十二号    ○ ○ 
5 株式会社キャッセン大船渡 都市計画、まちづくりに関する企画、調査 十三号     ○ 
6 株式会社キャッセン大船渡 キャッセンキャラバン：まちの PR と事業者の紹介を兼ねた移

動式商店街、EC サイトの運営 十五号 ○     

7 株式会社キャッセン大船渡 視察・研修の受け入れ 十五号     ○ 
8 株式会社キャッセン大船渡 エリア周辺低・未利用地の利活用ガイドラインの策定支援と

フォローアップ調査 十三号  ○   ○ 
9 株式会社キャッセン大船渡 エリア低・未利用地のリーシング 一号  ○    

10 株式会社キャッセン大船渡 防災観光アドベンチャー「あの日」：周遊型コンテンツの創
出、運営 十四号 ○   ○ ○ 

11 一般社団法人荒井タウンマネジメント 市営住宅施設管理事業 五号     ○ 
12 一般社団法人荒井タウンマネジメント イベントの企画実施（あらフェス(年１回)、荒井なないろマ

ルシェ(月 1回)） 十五号 ○     

13 一般社団法人荒井タウンマネジメント 市営住宅エネルギーマネジメント事業 十五号 ○     
14 一般社団法人荒井タウンマネジメント 不動産事業（賃貸事業） 十五号 ○  ○   
15 一般社団法人荒井タウンマネジメント 売電事業（太陽光発電） 十五号 ○ ○    

16 一般社団法人荒井タウンマネジメント 公園内スポーツ施設（都市利便増進施設）運営管理事
業 七号 ○   ○  

17 株式会社まちみとラボ 公有地でのまちなかマルシェの実施 十五号    ○ ○ 
18 株式会社まちみとラボ ウェブマガジンの制作（TRIXMAG） 十五号 ○     
19 株式会社まちみとラボ ビジネスプランコンテストの実施 十五号 ○     
20 株式会社まちみとラボ 空き店舗のリノベーション事業 十五号  ○    
21 株式会社まちみとラボ インキュベーション施設の運営（M-WARK) 十五号 ○     
22 株式会社まちみとラボ 起業支援事業（まちで起業スクール） 十五号  ○    
23 株式会社まちみとラボ 都市の利便性の増進（裡ミトづくり勉強会） 十五号   ○   
24 株式会社まちみとラボ マンションの空き室のリノベーション事業 十五号   ○   
25 株式会社まちみとラボ まちなか再生のエリアプラットフォーム運営 十五号 ○ ○ ○ ○  
26 株式会社まちみとラボ 国道沿道飲食店の歩道占用許可の一括申請 十一号    ○  
27 牛久都市開発株式会社 再開発ビル（エスカード牛久）の管理・運営 十五号 ○     
28 牛久都市開発株式会社 まちづくり協議会運営事業 十五号     ○ 
29 牛久都市開発株式会社 駅前利活用事業（まちづくりルール等の検討・策定支援） 十五号     ○ 
30 牛久都市開発株式会社 イベントの実施 十五号     ○ 
31 牛久都市開発株式会社 市営駐車場・駐輪場の管理・運営【指定管理】 五号   ○   
32 株式会社まちづくり川越 チャレンジショップ事業（空き店舗対策） 十二号 ○ ○    
33 株式会社まちづくり川越 自転車シェアリング事業 十二号   ○   
34 株式会社まちづくり川越 情報センター事業 九号     ○ 
35 株式会社まちづくり川越 観光案内所事業 九号     ○ 
36 株式会社まちづくり川越 物販・飲食事業（産業観光館（蔵里）の管理・運営）

【指定管理】 五号 ○ ○    

37 一般社団法人美園タウンマネジメント マルシェ事業（産直イベントの定例開催） 十五号 ○   ○  

38 一般社団法人美園タウンマネジメント 駐車･駐輪対策（低未利用地における駐輪場設置・運
営・管理) 七号  ○ ○   

39 一般社団法人美園タウンマネジメント 地域交通事業（自転車シェアリング事業） 七号・十五号  ○ ○   
40 一般社団法人美園タウンマネジメント 自動販売機事業（フリーWi-Fi機能搭載型の設置） 十五号     ○ 
41 一般社団法人美園タウンマネジメント 協会運営事業 十五号     ○ 
42 一般社団法人美園タウンマネジメント 拠点施設運営事業 十五号     ○ 
43 一般社団法人美園タウンマネジメント 情報交換会の定期開催 十四号     ○ 
44 一般社団法人美園タウンマネジメント 地区将来ビジョンの策定検討 十五号     ○ 
45 一般社団法人美園タウンマネジメント 公共空間（公園・道路）の利活用実験 十五号    ○  
46 一般社団法人アーバンデザインセンター大宮 おもてなし公共施設 OMTERRACE の運営 七号    ○  
47 一般財団法人柏市まちづくり公社 ペデストリアンデッキでの物販・飲食事業 十五号 ○   ○  
48 一般財団法人柏市まちづくり公社 道路付帯物等を活用した広告事業 五号    ○  

（１）貴法人が現在実施している主な事業や事業分野等について下記の通り把握しています。以下の確認、修
正等をお願いします。 
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NO 法人名 主な事業の内容 
都市再生特別
措置法 119
条の該当項目 

分野 
コンテンツ・ 
事業創出 

空間ストック 
の有効活用 

エリア環境 
の改善 

公共空間等 
の利活用 その他 

49 一般財団法人柏市まちづくり公社 清掃活動等の実施 十五号   ○   
50 一般財団法人柏市みどりの基金 みどりの普及啓発事業 十四号   ○   
51 一般財団法人柏市みどりの基金 みどりの支援事業 十五号   ○   
52 一般財団法人柏市みどりの基金 みどりの調査研究事業 十三号     ○ 
53 一般財団法人柏市みどりの基金 カシニワ・フェスタの実施 十五号   ○   
54 一般財団法人柏市みどりの基金 旧吉田家住宅歴史公園の管理・運営【指定管理】 五号    ○  
55 一般財団法人柏市みどりの基金 都市再生整備計画事業 十号ロ    ○  
56 秋葉原タウンマネジメント株式会社 広告塔、デジタルサイネージを活用した広告事業 五号     ○ 
57 秋葉原タウンマネジメント株式会社 駐車場満空案内システムの運営事業 五号   ○   
58 秋葉原タウンマネジメント株式会社 自販機、コインロッカー事業 十五号     ○ 
59 秋葉原タウンマネジメント株式会社 インフォメーションセンターの運営事業 十二号     ○ 
60 秋葉原タウンマネジメント株式会社 清掃、パトロール等 十五号   ○   

61 一般社団法人大手町・丸の内・有楽町地区まちづくり協議会 
委託調査事業（都市基盤、観光、防災等の調査事業
等） 十三号     ○ 

62 一般社団法人大手町・丸の内・有楽町地区まちづくり協議会 タウンオペレーション事業①（HP による情報発信事業） 十二号     ○ 

63 一般社団法人大手町・丸の内・有楽町地区まちづくり協議会 タウンオペレーション事業②（イベントの実施） 十五号     ○ 

64 一般社団法人大手町・丸の内・有楽町地区まちづくり協議会 タウンオペレーション事業③（公的空間活用モデル事業） 十五号    ○ ○ 
65 一般社団法人有楽町駅周辺まちづくり協議会 道路、道路交通環境の保持および改善等に関する事業       
66 一般社団法人有楽町駅周辺まちづくり協議会 公共空間及び道路空間における広告事業       
67 一般社団法人有楽町駅周辺まちづくり協議会 公共空間及び道路空間の利・活用に関する事業       
68 一般社団法人有楽町駅周辺まちづくり協議会 地域活性化イベント事業       
69 一般社団法人有楽町駅周辺まちづくり協議会 まちづくりに関する事業       
70 一般社団法人有楽町駅周辺まちづくり協議会 防災及び防犯活動       
71 一般社団法人有楽町駅周辺まちづくり協議会 文化芸術振興、地区観光、商業振興に関する事業       
72 一般社団法人有楽町駅周辺まちづくり協議会 行政からの受託事業など       
73 一般社団法人日比谷エリアマネジメント イベントの実施（バルナイト等） 十五号 ○    ○ 
74 一般社団法人日比谷エリアマネジメント 駐輪場の運営事業 五号   ○   
75 一般社団法人日比谷エリアマネジメント 道路上、広場、地下街を利用した場所貸し及び広告事業 五号    ○  
76 一般社団法人日比谷エリアマネジメント 区道・区有施設の維持管理 五号     ○ 
77 一般社団法人新宿副都心エリア環境改善委員会 まちづくり指針の策定 十五号     ○ 

78 一般社団法人新宿副都心エリア環境改善委員会 
公共空間利活用イベントの実施
（ShinjukuShareLounge） 十五号    ○  

79 一般社団法人新宿副都心エリア環境改善委員会 屋外広告物自主審査ルールの運営 十二号    ○  

80 株式会社ジェイ・スピリット カード事業 十五号 ○     
81 株式会社ジェイ・スピリット 地域案内・防犯活動事業 十二号   ○   

82 株式会社ジェイ・スピリット まちづくりルールの策定・運用管理（自由が丘地区街並み
形成指針） 十五号     ○ 

83 株式会社ジェイ・スピリット 街並再生方針の提出       
84 株式会社ジェイ・スピリット 都市利便増進施設の管理       
85 一般社団法人新虎通りエリアマネジメント 道路内建築物及びオープンカフェの設置 十五号 ○   ○  
86 一般社団法人新虎通りエリアマネジメント 道路上のバナー等を活用した広告事業 十五号 ○   ○  
87 一般社団法人新虎通りエリアマネジメント 道路空間を活用したイベントの実施 十五号    ○  
88 一般社団法人新虎通りエリアマネジメント 清掃活動の実施 十五号   ○   
89 一般社団法人新虎通りエリアマネジメント 新虎通り景観ガイドラインの策定及び運営 十五号     ○ 
90 株式会社富山市民プラザ 自社ビルの賃貸・管理運営 十五号 ○     
91 柳ヶ瀬を楽しいまちにする株式会社 マルシェ事業 十五号     ○ 
92 柳ヶ瀬を楽しいまちにする株式会社 ビル管理共同化事業（EV保守の管理共同化） 十五号     ○ 
93 柳ヶ瀬を楽しいまちにする株式会社 空き店舗事業（テナントリーシング事業） 十五号 ○ ○    
94 栄ミナミまちづくり株式会社 公有地でのデジタルサイネージ広告事業 七号    ○  
95 栄ミナミまちづくり株式会社 シェアサイクル事業（でらチャリ） 七号   ○   
96 栄ミナミまちづくり株式会社 地区内道路でのパークレット事業 七号   ○ ○  
97 栄ミナミまちづくり株式会社 有料駐輪場事業 五号   ○   
98 株式会社まちづくり東海 歩道上オープンカフェ整備・運営 七号    ○  
99 株式会社まちづくり東海 中止（観光協会独立、H30.4.1～） 十二号     ○ 
100 株式会社まちづくり東海 イベント広場でのイベントの実施 十五条    ○  
101 株式会社まちづくり東海 観光物産プラザの運営・管理 五号 ○     
102 株式会社まちづくり東海 公共駐車場の運営・管理 五号     ○ 
103 株式会社まちづくり東海 太田川駅前イベント広場の運営・管理（指定管理） 十四条     ○ 
104 株式会社まちづくり東海 （中止）まちづくりルールの運用・指導（広告物等の指導

等） 十四条     ○ 
105 株式会社まちづくり東海 商店街の共通駐車場の整備・運営 三号ロ   ○   
106 まちづくり福井株式会社 （中止）コミュニティバス事業 十五号   ○   
107 まちづくり福井株式会社 歩道上でのオープンカフェの整備・運営 十一号    ○  
108 まちづくり福井株式会社 広告事業（ホームページバナー広告） 十五号     ○ 
109 まちづくり福井株式会社 イベント・文化事業（屋根付き広場「ハピテラス」等） 十五号     ○ 
110 まちづくり福井株式会社 開業支援事業 十五号 ○     
111 まちづくり福井株式会社 にぎわい交流施設管理運営事業【指定管理】 五号 ○   ○  
112 まちづくり福井株式会社 都市利便増進協定による公共空間の利活用 七号    ○  
113 まちづくり福井株式会社 リノベーション事業、エリアリノベーション 十二号  ○ ○   
114 まちづくり福井株式会社 エリアマネジメント 十二号   ○   
115 まちづくり福井株式会社 福井駅西口駐車場の指定管理事業 三号ロ   ○   
116 まちづくり福井株式会社 共通駐車サービス券の発行 三号ロ   ○   
117 まちづくり福井株式会社 河川敷地占用許可 四号 ○   ○  
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エリア環境 
の改善 

公共空間等 
の利活用 その他 

118 草津まちづくり株式会社 niwa+（ニワタス）施設の運営・管理（店舗整備・テナン
トリーシング事業） 五号・七号 ○     

119 草津まちづくり株式会社 クサツココリバ（草津川跡地公園）の施設運営・管理（店
舗整備・テナントリーシング事業） 五号・七号 ○     

120 草津まちづくり株式会社 中心市街地公共空間賑わい創出事業（イベント（マルシ
ェ、アクティビティの設置等）等の実施） 十五号    ○  

121 草津まちづくり株式会社 東海道・草津宿テナントミックス事業（サブリース事業） 十五号 ○ ○    
122 草津まちづくり株式会社 中心市街地活性化協議会の事務局業務 十五号     ○ 
123 草津まちづくり株式会社 コワーキング施設の整備・運営 十五号 ○ ○    

124 えきまち長浜株式会社総務経営部 公共施設の管理・運営（駅自由通路・ペデストリアンデッ
キ・駅前広場・駅西駐車場・自転車駐車場） 五号・七号    ○ ○ 

125 えきまち長浜株式会社総務経営部 ビル管理事業（えきまちテラス長浜のテナント運営等） 十五号 ○     

126 えきまち長浜株式会社総務経営部 物販、飲食事業（えきまちテラス長浜の一部で整備・運
営） 十五号 ○     

127 えきまち長浜株式会社総務経営部 広告事業（管理施設等の壁面などの活用） 五号     ○ 
128 えきまち長浜株式会社総務経営部 イベントの実施 十五号     ○ 
129 株式会社まちづくり大津 テナントミックス事業（なぎさのテラス、旧大津公会堂） 十五号 ○ ○    
130 株式会社まちづくり大津 公共空間活用事業（パークｄｅビアガーデンの実施） 十号    ○  

131 株式会社まちづくり大津 着地型観光試行事業（まちあるきの実施、物産振興商品
の販売支援） 十五号     ○ 

132 一般社団法人グランフロント大阪 TMO 公共空間でのオープンカフェの整備・運営 十五号    ○  
133 一般社団法人グランフロント大阪 TMO 公共空間等を活用した広告事業 五号 ○   ○  

134 一般社団法人グランフロント大阪 TMO イベント・プロモーション事業（公共空間等のスペース賃貸業
等） 五号 ○   ○  

135 一般社団法人グランフロント大阪 TMO エリア巡回バス・レンタサイクル・駐輪場運営事業 五号   ○   
136 一般社団法人グランフロント大阪 TMO 美化・清掃、放置自転車啓発活動等 十四号   ○   

137 桜井まちづくり株式会社 物販・飲食事業（古民家を利活用したコミュニティカフェ事
業） 十五号 ○ ○    

138 桜井まちづくり株式会社 ふるさと納税返礼品受託事業 十五号     ○ 
139 桜井まちづくり株式会社 テナントリーシング事業（歴史的建築物を利活用したレスト

ラン賃貸事業） 十五号 ○ ○    

140 桜井まちづくり株式会社 宿泊事業（古民家を利活用した宿泊事業） 十五号 ○ ○    
141 桜井まちづくり株式会社 （中止）空き家対策（空き家バンクの運営） 十五号  ○   ○ 
142 桜井まちづくり株式会社 まちづくりルール等の作成（地区まちづくりビジョン） 十五号     ○ 
143 桜井まちづくり株式会社 桜井市本町通周辺まちづくり協議会の事務局代行 十五号     ○ 
144 桜井まちづくり株式会社 駅前商業ビル壁面に大型 LED ビジョン設置・広告事業運

営 十五号 ○  ○   

145 桜井まちづくり株式会社 桜井駅南口広場公共空間整備等社会実験 十号   ○   
146 特定非営利活動法人砂山バンマツリ 防災活動の実施 十四号   ○   
147 特定非営利活動法人砂山バンマツリ 公共空間（公園・河川・道路）の緑化、美化活動の実施 十五号    ○ ○ 
148 特定非営利活動法人砂山バンマツリ 健康増進事業 十四号     ○ 
149 特定非営利活動法人砂山バンマツリ ワークショップ、講座の実施 十四号     ○ 
150 株式会社紀州まちづくり舎 広告デザイン事業（ホームページ作成、広告デザイン等） 十五号 ○     
151 株式会社紀州まちづくり舎 マルシェ事業（てとこと市） 十五号     ○ 
152 株式会社紀州まちづくり舎 空き店舗対策家守事業 十五号 ○ ○    
153 株式会社紀州まちづくり舎 水辺空間の利活用検討事業 十五号    ○  

154 株式会社紀州まちづくり舎 
市営本町公園地下駐車場の指定管理 
パーク PFI制度を活用した公園管理との駐車場の一体管
理（２０１９年４月オープン現在工事中） 

   ○ ○  

155 株式会社紀州まちづくり舎 和歌山市受託事業リノベーションスクールの運営       
156 一般社団法人みんとしょ イベントの実施 十五号     ○ 
157 一般社団法人みんとしょ 計画策定・ワークショップ事業（公共施設の基本計画策定

など） 十三号     ○ 
158 株式会社ワカヤマヤモリ舎 宿泊事業（ゲストハウス）  ○ ○    
159 株式会社ワカヤマヤモリ舎 飲食事業  ○ ○    
160 株式会社ワカヤマヤモリ舎 コワーキングスペース運営  ○ ○    
161 株式会社ワカヤマヤモリ舎 シェアハウス運営  ○ ○    
162 株式会社ワカヤマヤモリ舎 市営駐車場の指定管理業務     ○  
163 ビーフレンズ株式会社 和歌山城下町メタバース参入事業 十四号 ○     
164 ビーフレンズ株式会社 大新公園活用の計画立案 六号    ○  
165 一般社団法人渋谷駅前エリアマネジメント 公共空間における屋外広告物事業 十五号 ○   ○  

166 一般社団法人渋谷駅前エリアマネジメント 公共空間を活用した賑わい創出事業（カフェ・観光案内所
等の設置） 七号 ○   ○  

167 一般社団法人渋谷駅前エリアマネジメント コミュニケーションデザイン事業（フリーWi-Fi サービスの展開
等） 十五号     ○ 

168 一般社団法人渋谷駅前エリアマネジメント エリアマネジメント協議会との連携①（駐車場一体運用ル
ールの策定） 十五号   ○   

169 一般社団法人渋谷駅前エリアマネジメント エリアマネジメント協議会との連携②（案内誘導サインの表
記等の統一） 十五号   ○   

170 一般社団法人草薙カルテッド 駅前イベント広場の活用 七号    ○  
171 一般社団法人草薙カルテッド 広告事業 七号 ○     
172 一般社団法人草薙カルテッド 広報誌発行による普及啓発 十四号     ○ 
173 一般社団法人草薙カルテッド 交流拠点「コラボレーションスペース Takt」の運営 十号 ○     
174 一般社団法人草薙カルテッド イベント事業 十号 ○     
175 一般社団法人草薙カルテッド 防犯カメラ付き自動販売機の運用 十号 ○     
176 一般社団法人草薙カルテッド 商店街通りの歩道空間活用 十号    ○  

177 高蔵寺まちづくり株式会社 多世代交流・賑わい創出事業（グルッポふじどう）【指定管
理】 五号 ○     

178 高蔵寺まちづくり株式会社 空き家流通促進モデル事業 十五号  ○    
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179 高蔵寺まちづくり株式会社 高蔵寺駅周辺における都市利便増進協定に基づく都市利
便増進施設の一体的な管理 七号     ○ 

180 高蔵寺まちづくり株式会社 高蔵寺駅周辺における魅力創出事業 十号ロ    ○  
181 一般社団法人竹芝エリアマネジメント 協議会等の事務局運営 十五号     ○ 
182 一般社団法人竹芝エリアマネジメント まちづくりイベントの実施 十五号     ○ 
183 一般社団法人竹芝エリアマネジメント 美化推進事業 十五号   ○   
184 一般社団法人竹芝エリアマネジメント ふ頭でのイベントの実施 十五号    ○ ○ 
185 一般社団法人竹芝エリアマネジメント 旧芝離宮恩賜庭園でのイベントの実施 十五号    ○ ○ 
186 一般社団法人竹芝エリアマネジメント エリアマネジメントニュースの作成・配布 十四号     ○ 
187 一般社団法人竹芝エリアマネジメント エリアマネジメントの HP作成・運用 十四号     ○ 
188 公益財団法人前橋市まちづくり公社 まちなかイベント等の情報発信 十二号     ○ 
189 公益財団法人前橋市まちづくり公社 まちなかイベント広場の管理・運営 五号    ○  
190 公益財団法人前橋市まちづくり公社 まちなかサロン・まちなか工房等の運営・管理 十五号  ○    
191 公益財団法人前橋市まちづくり公社 まちなかイベントの支援 十五号     ○ 
192 公益財団法人前橋市まちづくり公社 コミュニティサイクルの管理・運営 十五号   ○   
193 公益財団法人前橋市まちづくり公社 前橋中央イベント広場等の整備・管理 七号    ○  
194 公益財団法人前橋市まちづくり公社 旧まちなか再生室の整備・管理 七号  ○    
195 公益財団法人前橋市まちづくり公社 まちづくり人材育成の支援 十四号     ○ 
196 公益財団法人前橋市まちづくり公社 オープンカフェ・道路内建築物設置 十一号    ○  
197 公益財団法人前橋市まちづくり公社 イベントの開催 十五号 ○     

198 株式会社 PAGE 県指定文化財大庄屋三木家住宅（福崎町）の一部を宿
泊施設に改修、管理、運営 三号・五号 ○ ○  ○  

199 株式会社 PAGE 国登録有形文化財旧辻川郵便局（福崎町）を宿泊・飲
食施設に改修、管理、運営 三号・五号 ○ ○  ○  

200 株式会社 PAGE 福崎町駅前観光交流センター、辻川観光交流センターの整
備・運用 五号・七号 ○   ○  

201 株式会社 PAGE イベント実施（福崎町：まち歩きセミナー＆ツアー、駅前広
場でのマルシェ等） 十号ロ ○   ○  

202 株式会社 PAGE まちづくり人材の発掘・育成を目的としたセミナー、ワークショッ
プ（福崎町） 十四号     ○ 

203 株式会社 PAGE まちあるき促進のためのコンテンツ開発(福崎町：アプリ、映
像など) 十号ロ ○     

204 株式会社 PAGE 神戸新聞グループ媒体を利用した福崎町の PR 十号ロ     ○ 
205 株式会社 PAGE 特産品を使用した商品開発、販売（福崎町） 十号ロ ○     
206 株式会社 PAGE 着地型観光プログラムの開発（福崎町） 十号ロ ○     

207 株式会社 PAGE 文化観光まちづくり推進のための計画策定、役場へのアドバ
イス、協議会運営（福崎町） 十三号     ○ 

208 一般社団法人 UDCK タウンマネジメント 柏の葉キャンパス駅前の公共物管理 〇      
209 一般社団法人 UDCK タウンマネジメント 柏の葉アクアテラス（２号調整池）の管理・利活用 〇      
210 一般社団法人 UDCK タウンマネジメント 柏の葉の取り組みを紹介するスマートシティツアー       
211 一般社団法人 UDCK タウンマネジメント オープンイノベーションの活性化をさせるリビングラボ       
212 一般社団法人 UDCK タウンマネジメント 柏の葉データプラットフォーム事業       
213 新潟古町まちづくり株式会社 古町地域の共通無料駐車サービス券の発行・運営    ○   
214 新潟古町まちづくり株式会社 まちなか賑わい及び交流促進事業     ○  
215 新潟古町まちづくり株式会社 地域防災および環境維持改善活動    ○   
216 新潟古町まちづくり株式会社 まちなか情報発信事業（パンフ/WEB/アプリ）  ○     
217 新潟古町まちづくり株式会社 商店街事務局受託事業      ○ 
218 株式会社まちづくり岡崎 道路空間利活用社会実験 十・十一号    ○  
219 株式会社みらいもりやま 21 まだ実施しておりません       

220 アドバンス寝屋川マネジメント株式会社 駅前音楽イベント・駅前マルシェ、駅前イルミネーションの実
施 

      

221 アドバンス寝屋川マネジメント株式会社 放置自転車対策を目的としたラック式駐輪場の運営       
222 アドバンス寝屋川マネジメント株式会社 ＡＤＶＡＮＣＥビジョン（デジタルサイネージ）事業       
223 アドバンス寝屋川マネジメント株式会社 寝屋川市駅西地区まちづくり事業支援業務       
224 アドバンス寝屋川マネジメント株式会社 都市再生整備計画の提案       
225 神戸ハーバーランド株式会社 煉瓦倉庫、駐車場、広場の管理運営 五号・七号    ○  

226 一般社団法人市駅グリーングリーンプロジェクト 和歌山市駅前のエリアマネジメント計画の検討 十二・十三・十
五号 

    ○ 

227 一般社団法人市駅グリーングリーンプロジェクト 紀の川の河川空間の利用を促す社会実験の実施 十二・十三・十
四号 

   ○  

228 一般社団法人市駅グリーングリーンプロジェクト 和歌山市駅前広場での定期的な出店イベントの企画運営 十号ロ    ○  

229 一般社団法人市駅グリーングリーンプロジェクト 和歌山市駅周辺のまちの情報発信サイト（Webサイト）
の運営 十号ロ     ○ 

230 一般社団法人市駅グリーングリーンプロジェクト 和歌山市駅に隣接する子育て支援拠点施設「育ちのえきく
すの木」の運営 十五号     ○ 

231 一般社団法人市駅グリーングリーンプロジェクト 市道和歌山市駅前線の歩行者滞在空間の設置・活用事
業の検討 十号イ    ○  

232 株式会社町田まちづくり公社 道路区域内への滞留空間の創出 十号イ    ○  
233 株式会社町田まちづくり公社 交流拠点の社会実験 十号イ    ○  
234 株式会社町田まちづくり公社 道路区域内への屋外広告物の掲出 十号イ    ○  

235 NPO法人大丸有エリアマネジメント協会 
■情報提供 
・全国エリアマネジメントネットワーク事務局としてエリマネ関連
の情報提供 

一号イ     ○ 

236 NPO法人大丸有エリアマネジメント協会 

■相談等の援助 
・屋外広告物ガイドラインを準用し相談等への援助 
・他地区のエリアマネジメント団体との意見交換、相談等へ
の援助 

一号イ     ○ 

237 NPO法人大丸有エリアマネジメント協会 
■当地区のまちづくりに関する普及啓発 
・大丸有夏祭り(打ち水)、エコキッズ探検隊、丸の内野球大
会などの自主催事に関する運営事務局を通じたエリアＰＲ

十四号 ○     
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公共空間等 
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活動、コミュニティ形成活動 
・（中止）丸の内ウォークガイド等を通じた各種視察対応に
よるエリアＰＲ 

238 NPO法人大丸有エリアマネジメント協会 

■公的空間活用関連 
・道路空間活用に関する運営事務局兼道路占用者 
・公開空地活用に関するしゃれ街条例登録団体 
・フラッグバナー等のエリアマネジメント広告事業の運営事務
局 

十五号    ○  

239 NPO法人大丸有エリアマネジメント協会 

■都市観光、エリアＭＩＣＥ推進に向けた運営事務局 
・MICE推進団体（DMO東京丸の内）の運営事務局兼
丸の内二重橋ビル内 
MICEPR施設の運営者 
・地域コミュニティバス(丸の内シャトル)の運行事務局 

十五号    ○  

240 株式会社テダソチマ 所有者不明土地や低未利用土地の円滑な利用や適正な
管理を行うための調査 三号イ  ○    

241 株式会社テダソチマ 空きビルを活用した魅力あるコンテンツの集積事業 十号イ  ○    
242 株式会社テダソチマ 遊休施設等を活用したシェアオフィス等の運営 十号イ  ○    

243 株式会社テダソチマ 須賀川市への愛着・誇りの醸成を目的としたインナープロモー
ション・シティプロモーション 十号ロ     ○ 

244 株式会社テダソチマ 空き家バンクの運営 十五号  ○    

245 株式会社テダソチマ 官民連携エリアプラットフォームの運営によるまちなかの再生
業務 十五号     ○ 

246 株式会社テダソチマ 民間空地の広場化→公共空間との一体的活用の提案 十号イ   ○   
247 一般社団法人まちづくり府中 中止       
248 一般社団法人二子玉川エリアマネジメンツ 河川敷における飲食店・売店事業 十一号    ○  
249 一般社団法人二子玉川エリアマネジメンツ 道路空間における屋外広告物設置事業     ○  
250 一般社団法人二子玉川エリアマネジメンツ 河川空間の美化活動    ○   
251 御伝鷹まちづくり株式会社 ホリノテラス(道路のほこみち化)の利活用       
252 御伝鷹まちづくり株式会社 けやき通りマルシェによる利活用       
253 一般社団法人前橋デザインコミッション デジタル媒体を活用した情報発信 十四号     ○ 
254 一般社団法人前橋デザインコミッション 商工会議所機関紙への記事掲載 十四号     ○ 
255 一般社団法人前橋デザインコミッション 勉強会の実施を通じて、まちづくりに対して興味を持って積

極的に関与しようとする人材の育成を図る 十五号     ○ 

256 一般社団法人前橋デザインコミッション 都市利便増進協定による河川歩道公園整備事業（4年
度締結予定） 七号    ○  

257 一般社団法人日本橋室町エリアマネジメント 広告媒体の管理及び広告内容の審査 十号ロ    ○  
258 一般社団法人日本橋室町エリアマネジメント イベント等の企画・実施及び優良なイベントの誘引 十号ロ    ○  

259 アコス株式会社 （中止）駅前広場に隣接する公共広場（普通財産）の
運営・維持管理 

      

260 特定非営利活動法人今様草加宿 草加宿今様本陣（お休み処、レンタル会議室、コインパー
キング）設置 十五号  ○    

261 特定非営利活動法人今様草加宿 草加宿今様本陣と連携しておせん公園にキッチンカー常駐 十五号    ○  
262 特定非営利活動法人今様草加宿 草加宿今様本陣のコインパーキングの整備・運営 三号ロ   ○   
263 一般社団法人ミチル空間プロジェクト 空き家の相談会開催      ○ 
264 倉敷まちづくり株式会社 公共空地と民有地からなるオープンスペースの管理・利活用 七号    ○  
265 一般財団法人武蔵野市開発公社 商業ビルの管理・運営  ○     
266 一般財団法人武蔵野市開発公社 自社保有不動産の低未利用空間の発掘と活用   ○    
267 一般財団法人武蔵野市開発公社 調査研究（来街者調査、SNS調査）      ○ 
268 一般財団法人武蔵野市開発公社 （中止）まちづくりに関する普及啓発（空間デザイン、トー

クイベント） 
     ○ 

269 一般財団法人武蔵野市開発公社 スキマ活用に向けたサポート（ポータルサイトの運営）      ○ 
270 一般財団法人武蔵野市開発公社 エリアの情報発信（ウェブサイトの運営等）      ○ 
271 特定非営利活動法人かみのやまランドバンク 物件のサブリース事業   ○    
272 特定非営利活動法人かみのやまランドバンク 空き地の暫定利用（芝生空間の社会実験）   ○ ○   
273 特定非営利活動法人かみのやまランドバンク 空き家（旧共同浴場）の再生  ○ ○    
274 特定非営利活動法人かみのやまランドバンク 危険空き家解体跡地の活用検討   ○ ○   
275 特定非営利活動法人わくわく西灘 畑原市場第 2期共同建替事業公園管理・利用について 一号二    ○  

276 一般社団法人伊豆長岡温泉エリアマネジメント 南山荘及びさかなや等、休止中の温泉旅館に関する利用及び管理に関する情報提供及び支援 一号二  ○    

277 一般社団法人伊豆長岡温泉エリアマネジメント 今年度計画なし       
278 一般社団法人伊豆長岡温泉エリアマネジメント さかなや跡地における多目的広場兼駐車場の整備 三号ロ   ○   
279 一般社団法人伊豆長岡温泉エリアマネジメント さかなや跡地の取得及び公衆浴場の取得検討 四号  ○    
280 一般社団法人伊豆長岡温泉エリアマネジメント 公衆浴場の管理運営 五号    ○  
281 一般社団法人伊豆長岡温泉エリアマネジメント 源氏山公園の整備及び管理の事業検討 六号    ○  
282 一般社団法人伊豆長岡温泉エリアマネジメント 今年度計画なし       
283 一般社団法人伊豆長岡温泉エリアマネジメント さかなや跡地他について検討中 九号  ○    
284 一般社団法人伊豆長岡温泉エリアマネジメント マルシェ等の実施支援 十号ロ ○     
285 一般社団法人伊豆長岡温泉エリアマネジメント 社会実験による賑わい創出と人流促進に向けた調査研究 十三号     ○ 
286 一般社団法人伊豆長岡温泉エリアマネジメント エリプラ設立支援 十四号     ○ 
287 一般社団法人伊豆長岡温泉エリアマネジメント 今年度計画なし       

288 一般社団法人梅田１丁目エリアマネジメント 民間事業者の視察及びヒアリング対応を実施。 十二号・十三
号 

    ○ 

289 一般社団法人梅田１丁目エリアマネジメント 大阪市主催の「放置自転車追放街頭キャンペーン」の参加
による放置自転車等啓発指導活動を実施。 十号イ   ○   

290 一般社団法人梅田１丁目エリアマネジメント 歩道上に椅子・テーブルを設置し、賑わい空間を創出。 十号イ    ○  

291 一般社団法人梅田１丁目エリアマネジメント 大阪駅前地下道をはじめとする道路上に広告等を設置する
ことによる広告事業 一号イ、五号 ○     

292 一般社団法人梅田１丁目エリアマネジメント 日常の地区内巡視点検や清掃、定期的な植樹帯の清掃・
除草・剪定等の道路維持管理業務 五号・十号イ   ○   
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293 一般社団法人梅田１丁目エリアマネジメント 地区内の案内誘導サインの更新、大阪駅前地下道東広場
における案内所の設置検討等の利便性向上業務 五号・十号ロ   ○   

294 一般社団法人梅田１丁目エリアマネジメント 大阪駅前地下道壁面へのアート掲⽰等によるにぎわい創出
業務 五号・十号ロ   ○   

295 一般社団法人梅田１丁目エリアマネジメント 
大阪駅前地下道にて、防災啓発及び災害発生情報をサイ
ネージ掲出する他、災害発生時に公衆無線Wi-Fi を提供
する等の安心安全業務 

五号・十五号     ○ 

296 一般社団法人梅田１丁目エリアマネジメント 歩行者交通量調査、来街者アンケート調査等の効果検証
業務 

一号イ・五号・
十三号 

    ○ 

297 株式会社まちづくり八戸 八日町・番町地区優良建築物等整備事業準備会による
都市開発に関する情報提供、調査協力 一号 ○     

298 一般社団法人リバブルシティイニシアティブ リバブルシティを創出するための調査及び研究       

299 一般社団法人リバブルシティイニシアティブ リバブルシティを創出するための社会実験・事業の企画及び
実施 

      

300 一般社団法人リバブルシティイニシアティブ リバブルシティに関するシンポジウム・研究会の実施       
301 株式会社神戸ウォーターフロント開発機構 ウォーターフロント開発に関する情報の調査、収集及び提供 十五号 ○     

302 株式会社神戸ウォーターフロント開発機構 ウォーターフロント開発に関する事業の企画、調整、支援及
び運営の受託等 十五号 ○     

303 株式会社神戸ウォーターフロント開発機構 景観形成、地域の賑わい創出等エリアマネジメントに関する
企画、調整及び運営 十五号   ○   

304 株式会社神戸ウォーターフロント開発機構 公共公益施設等の利活用、管理及び運営 七号    ○  
305 株式会社神戸ウォーターフロント開発機構 広告及び宣伝等に関する業務 十五号     ○ 
306 安田不動産株式会社 まちの交流促進(マルシェ等のイベント事業)     ○  
307 安田不動産株式会社 まちの交流促進(美化・清掃事業)       
308 安田不動産株式会社 まちのプロモーション       
309 安田不動産株式会社 まちの環境整備(緑化活動、空間整備に伴う社会実験等)    ○ ○  

310 特定非営利活動法人志民連いちのみや 一宮市まちなかウォーカブル社会実験「ストリートチャレンジ」
の企画・運営 十号    ○  

311 特定非営利活動法人志民連いちのみや コミュニティカフェの運営 十号     ○ 
312 特定非営利活動法人志民連いちのみや 多目的交流空地の開発運営 十号  ○    
313 特定非営利活動法人志民連いちのみや 団体の中間支援 十四号    ○  
314 特定非営利活動法人志民連いちのみや 活性化会議の企画運営 十二号     ○ 
315 株式会社城下町 PRIDE シティプロモーション事業 三号ロ ○     
316 株式会社城下町 PRIDE 公共サポート事業 三号ロ    ○  
317 株式会社城下町 PRIDE まちなか管理運営事業 三号ロ ○     
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② 都市再生整備計画の提案実績や、各種特例制度・協定の活用・締結実績について 

■設問 
 
 
 
ア) 道路占用許可の特例の活用実績 

法人名 活用期間 内容の記載 

株式会社まちみとラボ 2020年 7月～ コロナ特例にて実施中 

一般財団法人柏市まちづくり公社 2016年 4月 1日  

一般社団法人日比谷エリアマネジメント 2021年 4月 1日  

一般社団法人新宿副都心エリア環境
改善委員会 2015年 10月 国家戦略道路占用事業 

一般社団法人新虎通りエリアマネジメン
ト 2014年  

栄ミナミまちづくり株式会社 2018年  

株式会社まちづくり東海 2015年～2023年 3月 31日
（継続） 

 

まちづくり福井株式会社 2013年 7月 6日 法人資格取得年 7月に社会実験を実
施 

一般社団法人グランフロント大阪 TMO 2013年 継続活用中 

一般社団法人渋谷駅前エリアマネジメン
ト 2019年 10月下旬/修正  

一般社団法人草薙カルテッド 2020年 8月 14日  

一般社団法人竹芝エリアマネジメント 2020年９月 18日（2021年３月
18日終了） 

 

公益財団法人前橋市まちづくり公社 令和 2年 10月  

一般社団法人 UDCK タウンマネジメント 2020年 11月終了  

新潟古町まちづくり株式会社 2023年 3月 31日終了予定 コロナ特例で継続中 

株式会社まちづくり岡崎 2022年 4月 1日  

アドバンス寝屋川マネジメント株式会社   

おかやま未来まちづくり株式会社 2021年 4月 1日 ほこみち制度を活用した商店街でのテラ
ス営業、イベント開催など 

一般社団法人梅田１丁目エリアマネジ
メント 2022年 4月 1日  

特定非営利活動法人志民連いちのみ
や 2022年 10月 7日  

株式会社城下町 PRIDE 不明 EBISU町市開催のため 

  

（２）2019年 8月時点での都市再生整備計画の提案実績や、各種特例制度・協定の活用・締結実績に
ついて、実績確認欄の内容をご確認ください。 
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イ) 都市公園占用許可の特例の締結者となった実績 

法人名 締結日 内容の記載 

栄ミナミまちづくり株式会社 2018年  

まちづくり福井株式会社 2018年 4月 4日 利便増進協定を締結 

一般社団法人竹芝エリアマネジメント 2019年 7月 25日（2019年 7月 27日終了）  

特定非営利活動法人今様草加宿 2021年 7月 25日  

 
ウ) 都市利便増進協定の締結実績 

法人名 締結日 内容の記載 
株式会社キャッセン大船渡 2019年 3月 19日  
一般社団法人荒井タウンマネジメント 2017年 3月 24日  
株式会社まちづくり川越 2012年 8月 7日  

一般社団法人美園タウンマネジメント 
2021年 11月 8日締結（駐輪場） 
2022年 8月 5日変更締結（シェアサイクルポー
ト） 

 

一般社団法人アーバンデザインセンター大宮 2018年 2月 20日  
一般財団法人柏市みどりの基金 2017年 2月 3日  
秋葉原タウンマネジメント株式会社 2017年 2月 3日  
株式会社富山市民プラザ 2019年 4月 1日締結  
栄ミナミまちづくり株式会社 2018年 3月 23日  

株式会社まちづくり東海 
2016年 2月 16日（東） 
2017年 12月 25日（西） 

 

まちづくり福井株式会社 2018年 4月 4日 利便増進協定を締結 

草津まちづくり株式会社 

2013年 12月 27日（niwa+） 
2016年 12月 2日（草津川跡地公園） 
※2017年 11月 8日（草津川跡地公園）、
都市利便増進施設を変更したことに伴い、協定の
一部を変更する協定書を締結した。 

 

えきまち長浜株式会社 総務経営部 2017年 3月 14日  

一般社団法人グランフロント大阪 TMO 
2014/12/5 
2018年 2月更新 

 

一般社団法人渋谷駅前エリアマネジメント 2019年 10月上旬  
一般社団法人草薙カルテッド 2019年 7月 13日  
高蔵寺まちづくり株式会社 2021年 11月 18日  

公益財団法人前橋市まちづくり公社 
令和 4年 4月 1日（都市再生整備計画期間
終了に伴い再締結） 

 

株式会社 PAGE 2019年 3月 27日締結  
神戸ハーバーランド株式会社 2019年 3月 14日締結  
御伝鷹まちづくり株式会社    
一般社団法人前橋デザインコミッション 2022年 9月 21日  
倉敷まちづくり株式会社 2021年 8月 20日  
錦二丁目エリアマネジメント株式会社 2022年 3月 11日  
株式会社神戸ウォーターフロント開発機構 2022年 9月 20日  



 

2-96 

 

エ) 都市再生歩行者経路協定の締結実績 

実績報告なし 

 
オ) 都市再生(整備)歩行者経路協定の締結実績 

法人名 締結日 内容の記載 

栄ミナミまちづくり株式会社 2018年 3月 30日  

えきまち長浜株式会社 総務経営

部 
2017年 12月 28日  

 
カ) 低未利用土地利用促進協定の締結実績 

法人名 締結日 内容の記載 

栄ミナミまちづくり株式会社 2018年 9月 25日  

 
キ) 都市再整備計画の提案実績 

法人名 実施時期 内容の記載 

一般社団法人荒井タウンマネジメント 2017年 3月 7日 

第２回変更
http://www.city.sendai.jp/toshis
aisesuishin/kurashi/machi/kaihat
su/toshikekaku/toshisaise/toshis
aise/index.html 

一般社団法人美園タウンマネジメント 

・2021年 10月変更提案（利
便増進協定） 
・2022年 6月変更提案（利便
増進協定） 

 

一般社団法人アーバンデザインセンター大宮 2017年 12月 26日  
一般財団法人柏市まちづくり公社 2019年 4月 1日  
一般財団法人柏市みどりの基金 2016年 12月 22日  
秋葉原タウンマネジメント株式会社 2016年 12月 22日  
株式会社ジェイ・スピリット 2019年 9月 10日 東京都に提出 
一般社団法人新虎通りエリアマネジメント 2017年 10月/2018年３月  
栄ミナミまちづくり株式会社 2018年 3月 1日  

まちづくり福井株式会社 2013/12/19/2019年 12月
20日に追加提案 

19年は河川敷地占用許可の取得を前
提にした計画を提案 

えきまち長浜株式会社総務経営部 2016年 11月 28日  
株式会社まちづくり大津 2018年 6月 21日  
一般社団法人グランフロント大阪 TMO 2017年 12月提案 2018年 2月更新 
桜井まちづくり株式会社 2019年 5月 15日提案  

一般社団法人渋谷駅前エリアマネジメント 2019年９月下旬変更 
2021年 8月下旬変更 

 

一般社団法人草薙カルテッド 2020年 4月 1日  
高蔵寺まちづくり株式会社 2021年 10月制定 （第 1回変更） 
株式会社 PAGE 2019年１月 31日提案  

一般社団法人 UDCK タウンマネジメント 歩専道の利活用促進のため
2020年に提案 2021年 3月に市との管理協定締結 

アドバンス寝屋川マネジメント株式会社 （予定）  
株式会社町田まちづくり公社 2021年３月制定  
アコス株式会社 2021年 1月 8日  
一般社団法人伊豆長岡温泉エリアマネジメント 2022年 1月制定  
錦二丁目エリアマネジメント株式会社 2021年 9月 22日  
株式会社神戸ウォーターフロント開発機構 2022年 7月 19日  
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ク) 市町村都市再生協議会への参画実績 

法人名 実施時期 内容の記載 

株式会社紀州まちづくり舎 2022年 6月 3日  

 
ケ) 公園施設設置管理協定の締結実績 

実績報告なし 

 
コ) まちなかエリアにおける駐車場出入口規制等の導入 

実績報告なし 

 
サ) 一体型滞在快適性等向上事業 

法人名 実施時期 内容の記載 

桜井まちづくり株式会社 2021年 10月 29日～  

株式会社テダソチマ 2020年 12月 1日  

 
シ) 普通財産の活用 

法人名 実施時期 内容の記載 

秋葉原タウンマネジメント株式会社 2018年 7月 2日  

草津まちづくり株式会社 2013年 12月 27日（niwa+）  

特定非営利活動法人 志民連いちのみや 2010年 8月 31日  
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(5) 調査 5：都市再生推進法人の活動実態に関する調査 

都市再生推進法人の実施事業及び法人指定に関する調査については、都市再生推進法人全体

のうち、80 団体（80.8%）が回答している。 

 

1) 回答状況 

 
表 2.1-10 調査 5：都市再生推進法人の活動実態に関する調査回答状況 

調査対象 団体数 回答数 回答率 

都市再生推進法人 99 80 80.8% 

 
  



 

2-99 

 

2) 調査項目 [都市再生推進法人等向] 

資料 2-6：調査 5 調査票（1/2） 
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資料 2-6：調査 5 調査票（2/2） 
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3) 調査結果：調査 5：都市再生推進法人の活動実態に関する調査(単純集計) 

調査 5 のうち、以下①～⑩の項目において、単純集計を行った結果を以下に示す。 

 

① 団体・法人の主な活動内容 

主な活動内容として「①公共施設の管理・活用」（17.9%）が最も多く、次いで「②イベント等実施に

よる賑わい創出」（15.5%）「③不動産管理・運営」(13.1%)という結果となった。 

 
活動内容 団体数 割合 

① 公共施設の管理・活用 45 17.9% 

② イベント等実施による賑わい創出 39 15.5% 

③ 不動産管理・運営 33 13.1% 

④ 空き家・空き地の活用 12 4.8% 

⑤ 広告設置事業 12 4.8% 

⑥ 行政支援（行政からの受託業務等） 21 8.4% 

⑦ 地域ビジョン・ルールの作成 7 2.8% 

⑧ 防災・防犯の意識啓発 6 2.4% 

⑨ 清掃・美化活動 5 2.0% 

⑩ 地域情報の発信（広報紙・SNS・HP等） 26 10.4% 

⑪ 中間支援的活動（コミュニティ形成支援・アドバイザー・マネジメント全般） 31 12.4% 

⑫ その他 14 5.6% 

合計 251 - 

 

 

45

39

33

12

12

21

7

6

5

26

31

14

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

①公共施設の管理・活用

②イベント等実施による賑わい創出

③不動産管理・運営

④空き家・空き地の活用

⑤広告設置事業

⑥行政支援（行政からの受託業務等）

⑦地域ビジョン・ルールの作成

⑧防災・防犯の意識啓発

⑨清掃・美化活動

⑩地域情報の発信（広報紙・SNS・HP等）

⑪中間支援的活動…

⑫その他
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② 活動エリアの主な用途地域 

主な活動エリアの用途地域として「商業地域」（82.5%）が最も多いという結果となった。 

 

用途地域 団体数 割合 

商業地域 66 82.5% 

住宅地域 8 10.0% 

工業地域 1 1.3% 

無回答 5 6.3% 

合計 80 - 

 

 

 
③ 活動エリアの面積 

活動エリアの面積としては「100ha 超」（23.8%）が最も多いという結果となった。 

 

面積 団体数 割合 

10ha以下 11 13.8% 

50ha以下 15 18.8% 

100ha以下 10 12.5% 

100ha超 19 23.8% 

無回答 25 31.3% 

合計 80 - 

 
 
 
 
  

14%
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24%

31%
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50ha以下
100ha以下
100ha超
無回答

83%

10%
1% 6%

商業地域
住宅地域
工業地域
無回答
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④ 事務局の職員数 

事務局の職員数として「2 人～5 人」（37.5%）が最も多く、次いで「6 人～10 人」（23.8%）という結果と

なった。 

 
事務局の職員数 団体数 割合 

1人 8 10.0% 

2人~5人 30 37.5% 

6人~10人 19 23.8% 

11人~15人 7 8.8% 

16人~20人 5 6.3% 

21人~50人 2 2.5% 

50人以上 2 2.5% 

無回答 7 8.8% 

合計 80 - 

 
 
⑤ 自治体の出資割合 

自治体の出資割合として「0%」(36.3%)が最も多く、それに次いで「50%～」(15.0%)という結果となった。 

 
自治体の出資割合 団体数 割合 

0% 29 36.3% 

～25% 9 11.3% 

～50% 9 11.3% 

50%～ 12 15.0% 

無回答 21 26.3% 

合計 80 - 
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1人
2人~5人
6人~10人
11人~15人
16人~20人
21人~50人
50人以上
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37%

11%
11%

15%

26%
0%

～25%

～50%

50%～
無回答
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⑥ 年間予算額 

年間予算額として「5,000 万円超」（30.0%）が最も多く、次いで「1,000 万円超～5,000 万円以下」

（22.5%）という結果となった。 
 

年間予算額 団体数 割合 

100万円以下 2 2.5% 

500万円以下 5 6.3% 

1,000万円以下 8 10.0% 

5,000万円以下 18 22.5% 

5,000万円超 24 30.0% 

無回答 23 28.8% 

合計 80 - 

 

 

 
⑦ 団体の性格 

団体の性格として「公的機関の関与の強い団体(外郭団体等)」（31.3%）が最も多く、次いで「中小

企業が主体の団体」「地域の商店街・自治会等が主体の団体」（17.5%）という結果となった。 
 

団体の性格 団体数 割合 

公的機関の関与の強い団体
（外郭団体等） 

25 31.3% 

中小企業が主体の団体 14 17.5% 

大企業が主体の団体 11 13.8% 

地域の商店街・自治会等が
主体の団体 

14 17.5% 

小規模なまちづくり会社・Ｎ
ＰＯ法人等 

11 13.8% 

その他（シンクタンク・中間支
援組織等） 

5 6.3% 

合計 80 - 

 
  

2% 6%

10%

23%

30%

29%

100万円以下

500万円以下

1,000万円以下

5,000万円以下

5,000万円超

無回答

31%

17%
14%

18%

14%

6%

公的機関の関与の強い団体（外郭団体等）
中小企業が主体の団体
大企業が主体の団体
地域の商店街・自治会等が主体の団体
小規模なまちづくり会社・ＮＰＯ法人等
その他（シンクタンク・中間支援組織等）



 

2-105 

 

⑧ 団体・法人の主な収益源 

主な収入源として「④不動産管理収入」（32.2%）が最も多く、次いで「①指定管理等の公共からの

委託料」（29.8%）という結果となった。 

 

主な収入源 団体数 割合 

①指定管理等の公共からの委託料 36 29.8% 

②イベント収入 13 10.7% 

③広告設置料 9 7.4% 

④不動産管理収入 39 32.2% 

⑤会費・負担金 7 5.8% 

⑥寄付金 1 0.8% 

⑦補助金 4 3.3% 

⑧自主事業 10 8.3% 

⑨中間支援事業 2 1.7% 

合計 121 - 
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⑨ 公的補助金の有無 

公的補助金の有無として「有り」(40.0%)、「無」(35.0%)という結果となった。 

 

公的補助金の有無 団体数 割合 

有 32 40.0% 

無 28 35.0% 

無回答 20 25.0% 

合計 80 - 

 
 
 
 
  

40%

35%

25%

有

無

無回答
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4) 調査結果：調査 5：都市再生推進法人の活動実態に関する調査(クロス集計) 

さらに以下①～⑦の項目においては、上記⑦「団体の性格」を表頭とし、クロス集計行った。 

結果を以下に示す。 

 

① 活動エリアの面積 

 

 

② 事務局の職員数 

 

 

0

5

10

15

20

25

30

10ha以下 50ha以下 100ha以下 100ha超 (空白)

公的機関の関与の強い団体（外郭団体等） 大企業が主体の団体
中小企業が主体の団体 地域の商店街・自治会等が主体の団体
小規模なまちづくり会社・ＮＰＯ法人等 その他（シンクタンク・中間支援組織等）

未回答

n=80
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1人 2人~5人 6人~10人 11人~15人 16人~20人 21人~50人 50人以上 (空白)

公的機関の関与の強い団体（外郭団体等） 大企業が主体の団体
中小企業が主体の団体 地域の商店街・自治会等が主体の団体
小規模なまちづくり会社・ＮＰＯ法人等 その他（シンクタンク・中間支援組織等）

未回答 

n=80 
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③ 自治体の出資割合 

 

④ 年間予算額 
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15

20

25

30

35

0％ ～25% ～50% 50%～ (空白)

公的機関の関与の強い団体（外郭団体等） 大企業が主体の団体
中小企業が主体の団体 地域の商店街・自治会等が主体の団体
小規模なまちづくり会社・ＮＰＯ法人等 その他（シンクタンク・中間支援組織等）

未回答 

n=80 

0

5

10

15

20

25

30

100万円以下 500万円以下 1,000万円以下 5,000万円以下 5,000万円超 (空白)

公的機関の関与の強い団体（外郭団体等） 大企業が主体の団体
中小企業が主体の団体 地域の商店街・自治会等が主体の団体
小規模なまちづくり会社・ＮＰＯ法人等 その他（シンクタンク・中間支援組織等）

未回答 

n=80 
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⑤ 団体・法人の主な収益源 

⑥ 法人・団体の主な活動内容 
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置
事
業

行
政
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（
行
政
か
ら
の
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託
業
務
等
）

地
域
ビ
ジ
ョ
ン
・
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の
作
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掃
・
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域
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報
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発
信
（
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・SN
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等
）
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的
活
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（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
形
成
支

援
・
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
全
般
）

そ
の
他

その他（シンクタンク・まちづくり支援団体） 小規模なまちづくり会社・ＮＰＯ法人等

中小企業が主体 大企業が主体

外郭団体＋第三セクター 商店街・自治会が主体

0
5

10
15
20
25
30
35
40
45

指
定
管
理
等
の
公
共
か

ら
の
委
託
料

イ
ベ
ン
ト
収
入

広
告
設
置
料

不
動
産
管
理
収
入

会
費
・
負
担
金

寄
付
金

補
助
金

自
主
事
業

中
間
支
援
事
業

外郭団体＋第三セクター 大企業が主体
中小企業が主体 商店街・自治体が主体
小規模なまちづくり会社・ＮＰＯ法人等 その他（シンクタンク・まちづくり支援団体）

n=251 

n=121 
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2.1.3 パブリック空間活用に関するヒアリングの実施 

(1) 実施概要 

全国の市区町村におけるパブリック空間活用に関するヒアリング及び現地踏査を行った。 

なお、ヒアリングの対象となる都市は前出アンケート（調査票１ 「居心地が良く歩きたくなる」まちな

か事例に関する調査[市区町村向]）結果を基に選定した。ヒアリング対象は下表のとおりである。 

 

表 2.1-11 ヒアリング実施概要 

# 日時 対象都市 対象としたパブリック空間活用地区 

1 2022/12/16 岐阜県 大垣市 まちなかテラス/かわまちテラス 

2 2022/12/21 佐賀県 武雄市 武雄千年夜市 

3 2022/12/22 長崎県 佐世保市 SASEBO 夜直しパーティ 

4 2023/2/9 新潟県 長岡市 アオーレ長岡 

 

  



 

2-111 

 

(2) 作成資料 

1) 調査依頼文 

ヒアリングの実施にあたり、作成した調査依頼文を以下に示す。 

図 2.1-1 調査依頼文（大垣市） 

図 2.1-2 調査依頼文（武雄市） 
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図 2.1-3 調査依頼文（佐世保市） 

 

図 2.1-4 調査依頼文（長岡市） 

 
  



 

2-113 

 

(3) ヒアリング結果およびとりまとめ 

各対象団体におけるパブリック空間に関するヒアリング結果を以下に示す。 

 

1) 岐阜県大垣市 

① ヒアリングシート 

ヒアリング結果として作成したヒアリングシートを次項に示す。 

 

図 2.1-5 ヒアリングシート（大垣市） 

  



 

2-114 

 

② とりまとめ 

ア) パブリック空間活用の概要、占用料減免の根拠・経緯 

・コロナ占用特例が大きなきっかけ。道路に合わせて公園や広場も市で一括占用した。 

・イベント時には、(一社)大垣タウンマネジメントのメンバーが、テーブルの作成など様々な形で協

力している。 

・大垣市は人口 16 万人のまちであるが、ポテンシャルは高い。戦災復興事業により高幅員の道路

が整備されている。 

・また、枡(お酒を飲む木枡)やカモミール(和名:カミツレ)などの生産量が日本一である。掘り起こせ

ばいろいろな地域資源がある。市内にお城も二つ(大垣城と墨俣城)ある。 

・まちなかテラスという事業により、商店街の人やまちづくり団体の人など関わる人が増えた。コロ

ナ占用特例という制度があったおかげである。 

・まちなかテラス事業により歩道空間の利活用が可能となった。 

・大垣市が占用主体となった第一の理由はスピード感である。市が占用主体となることで警察や県

との調整、庁内の道路・公園・広場の管理部門との調整を円滑に行うことができた。商店街やま

ちづくり団体が占用主体となった場合、関係部署との協議が 1～2 か月ではできないことが目に

見えていたので市が占用主体となった。 

・当時はコロナ禍ですぐに事業に取り掛かる必要があったため、市が占用主体となるという判断を

した。 

・県道についても、コロナ占用特例で占用料は無料となっている。現在は、「ほこみち制度」を活用

しているが、コロナ占用特例も延長されているため 2つの制度をダブルで活用している。コロナ占

用特例が終了したのちも、大垣市の取り組みについては、県として占用料はとらない(無料)、警

察の使用料も含めて、という話になっている。そのような事例は全国にあまり無いようである。 

・県が占用料を取らないということで、警察も使用料を取らないという形になった。 

・沿道の店舗の出店についても、取り組みスタート時の 12 店舗から、現在 27 店舗に増えている。 

・沿道の店舗等地元のお店がキッチンカーを作り公園に出店するという動きも出てきている。 

・丸の内公園(市役所隣)において、令和 2 年 11 月に「Marunouchi ランチボックスプロジェクト」とい

う社会実験(お弁当を販売する屋台の展開)を実施し反響も大きかった。そのため、展開場所とし

てオフィス街の広場も位置づけ拡大した。 

・これにより公共空間の利用価値の高まりが市民にも認識された。 

・こうした取り組みは、市職員が自ら動画を制作しユーチューブ等で情報発信している。 

・公共空間の使い方として飲食店だけでなく、大道芸人が集まったフェス等も開催。 

・もともと大垣市は観光のまちで、まちづくりという概念が庁内でなかった。国交省のウォーカブル

等の施策も庁内では周知されていなかった。中心市街地活性化の計画も商工観光課がとりまと

めている。 

・取り組みのスタートは駅前通り(延長 500m)が対象であったが、現在はエリアの面的な回遊性の

創出を目標として、道路の利活用を契機に広場、公園、水辺の活用も合わせて考えてきている。 
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図 2.1-6 まちなかテラス事業概要 

  



 

2-116 

 

イ) 減免することによるメリット・デメリット 

・申請に関する書類作成等は煩雑であり、民間では対応が大変。 

・職員としては、担当者 1 名が対応しているため、庁内の人的パワーが不足。後継者の育成が課

題。 

・実施体制として、歩道・広場・公園・河川等の申請も都市計画課が行っている。 

・(一社)大垣タウンマネジメントには、多彩な人材が集まっているが、商店街等にはまちづくりを進

めるような人材はいない。 

・「machinaka square garden」という市の商工観光課が主催する取り組みがある。こうした取り組み

には、都市計画課の職員としての意見は出しにくいため、大垣タウンマネジメントのメンバーとし

て意見を出している。 

・店舗の方でなく、素人(一般の方)も参加(出店)できることがメリット。 

・大垣市ではプレーヤーが少ない。市の若手職員を巻き込んで非営利団体を作り、出店者となっ

て活動をサポートした。 

・総務省の地方おこし協力隊のようなまちづくりを支援する人材を派遣するような制度があると良

い。 

・川、公園、広場、道路を使い、色々な取り組みができるようになったので、民間の参加者も徐々

に増えてきている。 

図 2.1-7（左）：まちなかスクエアガーデン（右）：減免の根拠・経緯・メリットデメリット 
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ウ) 大学との連携 

・まちなかテラスは、まちなかを照らすきっかけとなった。 

・公共空間活用としては、「かわまちづくり」も進めており、現在かわまち大賞にもエントリーしてい

る。 

図 2.1-8 大学と連携したイベントの様子 
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2) 佐賀県武雄市 

① ヒアリングシート 

ヒアリング結果として作成したヒアリングシートを次項に示す。 

 

図 2.1-9 ヒアリングシート（武雄市） 
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図 2.1-10 ヒアリングシート（武雄市） 
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② とりまとめ 

ア) イベントの概要（武雄千年夜市） 

・白岩運動公園で行い、来場者は 3 日間で約 8,000 名（R4.9.23～25） 

・イベント開催のための資金は、提灯協賛、クラウドファンディング（各 1 万円/件）、観光庁補助金

を活用。 

・実行委員による自主運営を促しているが、赤字が見込まれたため観光庁補助金を活用した背景

がある 

・クラウドファンディングは目標金額を達成こそ出来なかったが、魅力発信（PR 動画の作成等）に

力を入れることで資金を集めることができた（約 50 万円） 

・提灯協賛のニーズは高く、複数口協賛する企業も多くある 

・現在の実行委員会は 10 名程度いるが、地元の人や福岡の人など様々 

・現会長は「白岩スケートボード愛好会」の会長 

・公共空間の活用に加えて、持続可能な人員確保（関係人口の増加）をキーワードにプロポーザ

ル方式での業務委託をきっかけに委員会やまちづくりの会が発足 

図 2.1-11 （左）：千年夜市の様子（右）：クラウドファンディング 
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イ) 占用料減免の根拠 

・武雄市都市公園設置条例第 12 条第 1 項第 2 号により減免 

－ 抜粋 － 
（使用料の減免） 

第１２条 市長は、公園の利用が次の各号のいずれかに該当するときは、使用料を減免する

ことができる。 

（１） 法第９条に規定する国等の行う事業のため利用するとき。 

（２） 地方公共団体（地方財政法（昭和２３年法律第１０９号）第６条に規定 する公営企業を

除く。）の行う事業のため利用するとき。 

（３） 営利を目的としない行為等で市長が特に認めるもの 

 

ウ) 減免をしていることによる制限 

・条例、規則以外の制限は設けていない 

 

エ) 減免手続き 

・イベント期間の占用のため、手続きは「武雄市都市公園設置条例施行規則第 2 条に基づく「公

園内行為許可申請」となる 

・「公園内行為許可申請」は申請書と事業計画書を提出頂いている 
・事業計画書の配置計画（各物販のエリアの面積）から利用料金を算出し、100%減免している 
・市が主催、共催ではないイベントについての占用料の全額減免については、市の議会等で

も今後のあり方について議論している 
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オ) 取り組みの経緯 

・令和 2 年 11 月 実証実験「武雄温泉千年夜市」を実施 

※福岡市 清流公園にて「千年夜市」を開催している松岡氏を講師として講演頂いた 

・令和 3 年 3 月  実証実験「ストリートパーク」を新幹線高架下にて実施 

・令和 3年 3月  実証実験に参加したメンバーが、駅周辺の賑わいづくり、観光誘客に向け「武雄

千年夜市実行委員会」を設立 

・令和 3 年 12 月 武雄千年夜市開催 会場：中央公園、まちなか広場 

・令和 4 年 9 月  武雄千年夜市開催 会場：白岩運動公園 

※「武雄千年夜市実行委員会」の当初構成メンバーは、「武雄市ナイトタイムエコノミー委員会」か

ら 1 名、「福岡市千年夜市委員会」から 2 名（松岡氏含む）、「白岩スケートボード愛好会」から 1

名、「武雄市の調査研究業務の業務委託者」（個人）から 1 名の計 5 名 

図 2.1-12 武雄市ウォーカブルエリアイメージ図 

  

主要施設を結ぶ
公共空間の快適性向上のため、
市民提案型による実証実験を
行い、だれもが使いやすい
居場所づくりに繋げる。

「つかう」から「つくる」へ。
アクティビティファーストの
まちなか公共空間デザインへ。

武雄温泉駅

市役所

武雄温泉・楼門

図書館

武雄の
大楠

国道34号

県道

武雄
競輪場

旧庁舎跡地

さぎの森広場

中央公園

まちなか広場 新幹線高架下

筈町公
園

白岩運動公園

文化会館

リニューアル予定
2023年度：体育館
2024年度：運動公園

駅南口広場

・既存広場活用の議論・検討・試行
・提案型事業の募集
・実証実験の結果を受けた検証

まちなか公共空間創造事業
（市・関係団体・外部有識者）

「回遊性のある観光地づくり」について
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カ) その他 

・武雄市図書館は年間 100 万人の利用者が訪れ、地元住民から観光者まで利用される 

・武雄温泉、楼門は重要文化財であり年間 30 万人が訪れる 

・武雄図書館、武雄温泉、武雄温泉駅を繋ぐルート（武雄温泉駅から半径 1 km 程度）で調査、研

究を行っている（業務委託） 

・令和 3 年 12 月 「武雄千年夜市」では 2 日間で 4,500 人が来場、約 300 万円の売上 

・「武雄千年夜市」について、福岡市で R4.12 に「新年夜市」を開催するため、R4 の実施なしない 

・「武雄千年夜市実行委員会」および「武雄まちづくりの会」の法人化などは現時点では考えてい

ない 

・魅力的なスポットの創出を目的に、SNS で発信できるような公衆ベンチをまちなかに設置した 

図 2.1-13（左）：まちなかの公衆ベンチ（右）：武雄市図書館 
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3) 長崎県佐世保市 

① ヒアリングシート 

ヒアリング結果として作成したヒアリングシートを次項に示す。 

 

図 2.1-14 ヒアリングシート（佐世保市） 
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図 2.1-15 ヒアリングシート（佐世保市） 
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② とりまとめ 

ア) イベント概要（SASEBO 夜直しパーティー） 

・令和元年、2 年、4 年と過去 3 度開催（第 1 弾～第 3 弾） 

・周辺の店舗に参加頂き、道路中央の公園空間で飲食することでにぎわい創出を目的とする 

・夜店公園通りの一車線を歩行者天国にし、もう一車線は警備員を配置して通行規制 

・緊急車両の通行幅（3m）は確保している 

・仕事終わりのグループ、親子連れ、米海軍基地の方の参加が多かった 

・出店は 8 店舗～16 店舗/1 日（第 1 弾～第 3 弾の平均） 

・来客は約 600 人/1 日（第 1 弾～第 3 弾の平均） 

・関係団体や企業などから協賛金、出店料を収入源としている 

・金融機関、経済団体・商店街、出店店舗・出演者（高校生）関係者など口コミで知った人が多い 

・出費の大半を占めるのは、誘導員の確保であり、次いで広告費、占用料、使用料など 

・歩行者利便増進道路の指定と滞在快適性等向上区域の設定により、道路及び公園を民間主体

で使いやすく環境整備 

図 2.1-16 夜店公園通り 
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イ) 減免をしていることによる制限 

制度の趣旨等を理解した上で活用できる工夫を行っており、特に問題はなかった。 

 

ウ) 占用料減免の根拠 

・道路占用料：佐世保市（商工労働課）の後援、清掃活動の実施等の状況等も考慮し、コロナ活

用特例や現行制度に鑑み許可・免除 

・公園使用料：佐世保市都市公園条例第 14 条の規定により市（商工労働課）が後援を行っている

ことから 100%減免 

 
－ 抜粋 － 

（第 14 条：使用料の減免） 

市長は、法第５条第１項、法第６条第１項、同条第３項、第３条第１項若しくは同条第３項の許可を

受けた者又は有料公園施設を利用する者の責に帰することのできない理由によってそれらの許

可に係る行為又はそれらの利用をすることができなくなった場合その他市長が必要と認める場合

においては、使用料の全部又は一部を免除することができる。 

※催しのために公園を利用する行為として許可しており、仮設工作物（公園内はテーブル等）の

設置に係る使用料は、市の後援をもって「市長が必要と認める場合」に該当することから 100%減免

としている。 

 
 

エ) 占用主体 

・一般社団法人させぼラボ 

 

オ) 取り組みの経緯 

・させぼラボが令和 2 年 2 月にまちづくり研修を行い、夜店公園通りの公共空間利活用を検討し

ていた 

・その後、コロナ禍になり経済対策が必要となったこと、コロナ占用特例が発出されたことを受

け、させぼラボが公共空間利活用の相談を行った 
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カ) その他 

・夜店公園通りだけでなく、佐世保中心地区における都市再生について「民間の視点」を重要視

することで、横展開を想定 

・R5 年度から佐世保中央地区まちなかウォーカブル推進事業の実施を想定 

図 2.1-17 佐世保中央地区における都市再生イメージ 

 

  

佐世保駅

バスターミナル

佐世保港

商業・賑わい機能

行政・業務機能

市役所

国合同庁舎
県北振興局

水道局

保健所

中央公園

佐世保公園
ニミッツパーク

松浦公園

島瀬公園

夜店公園

三ヶ町商店街 四ヶ町商店街

京町商店街

消防局

させぼ五番街

えきまち1丁目

交通結節機能

斜面住宅地

戸尾商店街

夜店公園通りウォーカブル推進事業

戸尾地区ウォーカブル推進事業（仮）

栄・湊地区市街地再開発事業

島瀬公園ウォーカブル推進事業（仮）

総合医療
センター

佐世保駅周辺バスタプロジェクト（仮）

都市再生プロジェクトや持続可能都市の実現には
需要創出（エリアプロデュース・マネジメント）から始
めなければいけない時代・経済環境になっています。

公共空間をより柔軟に使い
エリアの滞在性・魅力向上

公共空間周辺の
低未利用地活用・リノベ促進

単独の建物更新、区画整理・
再開発等の面的再編

中心部地価の維持向上
持続可能都市の実現

まちなか斜面住宅地再生

≪ウォーカブル推進などを介したエリアマネジメントから進める都市再生≫

共済病院

アルカス
SASEBO

8
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4) 新潟県長岡市 

① ヒアリングシート 

ヒアリング結果として作成したヒアリングシートを次項に示す。 

 

図 2.1-18 ヒアリングシート（長岡市） 

  

パブリック空間活用についてのヒアリング調査

日　時：2023年2月9日（木）14:30～15:20（50分）
場　所：アオーレ長岡東棟3階 301会議室

長岡市におけるパブリック空間活用事例

対象 地区名 実施団体 実施内容 占用料 減免の有無 根拠

公園
アオーレ長岡　ナ
カドマ（屋根付き
広場）

特定非営利活
動法人 ながお
か未来創造
ネットワーク

市民が交流できるイベント
等

100円／1㎡・1日 有り
市主催・共催事
業、市民活動の
場合

（1）占用料について

１．占用料設定の根拠(100円/1㎡・1日)

２．占用料減免の割合、根拠(市の主催・共催、市民活動は全て減免の対象か等)

３．減免をしていることによる制限（利用目的、収益事業の制限等）

４．占用主体を「ながおか未来創造ネットワーク」としたことの経緯・手続き等

5．占用主体の立場で占用料は適切か

特になし（減免という考え方をしていない）

（H21）：運用検討懇談会にて市民からアオーレ長岡に関する意見やルールを決定
（H24）：50円／1㎡・1日（都市公園の占用料を基に）
（R2～）：100円／1㎡・1日
　　例）キッチンカーの場合、600～1,000円/日の使用料

（営利目的）：100円／1㎡・1日
（非営利目的）：0円／1㎡・1日
※団体の性格やイベント内容によって、上記を決定（必要によって長岡市と協議）

（NPO法人ながおか未来創造ネットワーク）
賑わいの波及・商店街の活性化が目的であるため、日常的な商売の場所ではない。（1～2回/週・店）
→あくまでも、きっかけづくりの場所と考えれば安すぎるということもない。
（長岡市）
アオーレ長岡全体の利益はほぼ0に等しいが
市民活動を生み出す事がまちづくりの活性化につながる事を重要視しているため問題はない

（H24）：運用検討懇談会にて任意団体
　　　　（市民交流ネットワークアオーレ）を発足
↓
〈NPO法人ながおか未来創造ネットワーク〉
職員：10人＋長岡市からの派遣職員：5人（当初）
職員：17人＋長岡市からの派遣職員：3人（現在）

・業務委託（単年の随意契約）
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図 2.1-19 ヒアリングシート（長岡市） 
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② とりまとめ 

ア) アオーレ長岡の概要 

・平成 24 年 4 月 1 日にオープンし、ＪＲ長岡駅と直結した複合公共施設 

・行政機能としての市役所にとどまらず、市民自らの施設であり、ハレの場・都市の核としての役割

を果たす 

・主な施設として「ナカマド」「アリーナ」「総合窓口」「議場」などがあり、行政と市民の活動が混ざり

合った施設 

・「アオーレ長岡酒の陣」「成人式」「アオーレ！ドイツフェス」「越後みしま竹あかり」などの様々なイ

ベントを開催 

・アオーレ長岡の管理は単年の随意契約にて「NPO 法人ながおか未来創造ネットワーク」が実施

しており、イベント開催にあたって、市民（NPO 法人など）と一緒になり企画・立案の段階から携

わる 

・市民は基本的に無料でナカドマやホール等を利用することが出来る 

図 2.1-20 アオーレ長岡平面図（1 階） 
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イ) アオーレ長岡の占用料 

・アオーレ長岡（ナカドマ広場）占用料：100 円／1 ㎡・1 日 

（営利目的）：100 円／1 ㎡・1 日 

（非営利目的）：0 円／1 ㎡・1 日 

※団体の性格やイベント内容によって、上記を決定（必要によって長岡市と協議） 

【背景】 

（H21）：運用検討懇談会にて市民からアオーレ長岡に関する意見やルールを決定 

（H24）：50 円／1 ㎡・1 日（都市公園の占用料を基に） 

（R2～）：100 円／1 ㎡・1 日（使用料の見直し） 

 

ウ) 占用主体 

NPO 法人ながおか未来創造ネットワーク 
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エ) NPO 法人ながおか未来創造ネットワークの経緯 

表 2.1-12NPO 法人ながおか未来創造ネットワーク設立までの経緯 

H21.12・H22.1 

 運用検討懇談会 

＜メンバー＞ 企業・大学・NPO や商工会などの有識者 

＜内容＞ 施設利用に係る理念の整理や、アオーレの運用方針等を検討 

〇アオーレ長岡は“市民交流の拠点”であり“市民の思いを実現する場” 

〇柔軟な運用を図るため、市民組織（市民自ら）が運営すべき 

〇ナカドマや市民交流ホールは営利目的以外ならば無料、アリーナは有料 

H22.1 月～H23.10 月(５回開催） 

 イベント検討市民協議会 

＜メンバー＞ 商工会議所・JC・商店街・体育協会・地域委員会・NPO 等 

＜内容＞ 

○オープニングイベントを含む様々な記念イベントの決定と調整 

○市民活動団体にイベント実施を促す 

H23.12 月設立 

 市民交流ネットワークアオーレ（任意団体） 

○市民協働・交流の拠点として、柔軟かつ自由な発想を活かした運用が必要であるため、市民

自らが運営に携わることが重要 

○運用検討懇談会やイベント検討市民会議のメンバーを中心に組織化 

H26.5 月法人化 

 

ＮＰＯ法人ながおか未来創造ネットワーク 

○アオーレ長岡を中心に、市民協働による活力あるまちづくりの推進に寄与することを目的に

設立 

○法人化を機に中心市街地整備推進機構の指定も受け、これまで培ってきた実績や信用を糧

に、今後は中心市街地の関係者とも連携を図りながら、まちの賑わいづくりの先導役を担っ

ていく 
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オ) アオーレ長岡で実施されたイベント 

アオーレ長岡において実施されたイベントを以下に示す。 

  

アオーレ長岡酒の陣 成人式 

  

アオーレ！ドイツフェス 越後みしま竹あかり 

  

遠足ランチ 花火大会中止に伴う自主事業 

  

野菜マルシェ 市内小学校作品展示 
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カ) 質問への回答 

Ｑ．占用料（100 円／1 ㎡・1 日）は適切か、また影響はあるか 

Ａ． 

（NPO 法人ながおか未来創造ネットワークの回答） 

賑わいの波及・商店街の活性化が目的であるため、日常的な商売の場所ではない 

（1～2 回/週・店）→あくまでも、きっかけづくりの場所であり、占用料を取ることは適切と考えている。 

（長岡市の回答） 

アオーレ長岡の占用料で維持管理費をまかなうのは困難であるが、市民活動を生み出す事がまちづくり

の活性化につながる事を重要視しているため問題視していない 

 

Ｑ．NPO 法人ながおか未来創造ネットワークの職員数はどれくらいか 

Ａ．（当初）10 人＋長岡市からの派遣職員：5 人 

（現在）17 人＋長岡市からの派遣職員：3 人 

 

Ｑ．NPO 法人ながおか未来創造ネットワークの組織体内における活性化などの動きはあるか 

Ａ．設立後に途中から入社した職員が多く、新しい人材が活躍している 

 

Ｑ．アオーレ長岡が契機となり、他地区で屋外における賑わい空間づくりの計画はあるか 

Ａ．10 数年前に合併した旧市町村の役場が現在、支所としてアオーレ長岡を見本として市民活動スペー

ス（屋根付き広場）を用いた交流の拠点の計画・整備をしている 

 

Ｑ．上記の計画が広がった時の運営主体はどこが担うのか 

Ａ．NPO 法人ながおか未来創造ネットワークではなく、各地域の市民活動団体が担う計画だが、市の職

員が常駐をして中心となって実施する 

 

Ｑ．賑わいの広がりに伴い、NPO 法人ながおか未来創造ネットワークのような役割を担うまちづくり団体

を、新たに立ち上げる計画はあるか 

Ａ．具体的な計画はないが、市民活動団体（ＮＰＯ法人）が多い（平成 24：88 団体→令和 3 年：432 団体）

ため、まちづくり団体がなくても成り立つのではないか 
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2.2 「エリア価値」アンケート調査の実施 

都市再生推進法人、民間まちづくり団体及び全国の地方公共団体(市区町村)を対象とされたア

ンケート等の調査を基に、エリア価値向上のための都市サービス提供等の推進に向けて、都市アセ

ットの利活用促進における現状と課題、デジタル技術を活用したエリアマネジメント、エリアマネジメ

ントを支えるルール、及び都市アセットの利活用による効果等について整理するとともに、今後のま

ちづくりに必要となる事項等について検討した。 

 
2.2.1 調査方法 

(1) アンケート票の発出方法 

アンケート調査としては、令和 4 年 3 月 25 日に、次ページ以降の依頼文・調査票・補足資料が発

出された。 

市区町村向けのアンケートは、国土交通省まちづくり推進課(以下、本省と称す)から地方整備局

等を通じて、都道府県から市区町村という流れで発出された。 

まちづくり団体向けのアンケートは、本省から全国エリアマネジメントネットワークを通じてまちづくり

団体に発出された。また全国エリアマネジメントネットワークに所属していない都市再生推進法人に

は、本省から直接発出されている。 

不動産協会向けのアンケートは、本省から不動産協会を通じて関係企業に発出されている。  

※本アンケート調査票の発出・回収は、国土交通省まちづくり推進課で実施されており、 

本調査においては、集計・分析作業のみを実施している。 

 

(2) アンケート票の回収方法 

アンケート回答は、Microsoft Forms にオンラインで直接入力する形で回収し、Microsoft Excel

形式の調査票による回答は、以下の要領で回収された。 

市区町村⇒都道府県⇒地方整備局等⇒本省（発出の逆順） 

まちづくり団体、関係企業⇒本省（直接提出） 

 

(3) サンプル数（母数） 

本調査におけるサンプル数等は、以下のとおりである。 

 

区分 サンプル数 回答団体数 回答数※ 

市区町村 1,718 1,065 1.082 

まちづくり団体 125 42 42 

不動産協会 25 19 20 

計 1,868 1,126 1,144 

※複数部署からの回答が含まれているため、回答団体数より多くなっている場合がある。 
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2.2.2 調査内容 

(1) 依頼文 

1) 市区町村 
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2) まちづくり団体 

①全国エリアマネジメントネットワーク 
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②都市再生推進法人 
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3) 不動産協会 
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(2) 調査項目 

1) 市区町村 
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2-145 
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2) まちづくり団体 
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2-162 
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3) 不動産協会 
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(3) 補足資料 

①市区町村 
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2-186 
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②まちづくり団体 
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2-193 
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③不動産協会 
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2.2.3 アンケート結果 

以下、アンケート結果について整理する。 

(1) 展開エリア 

都市サービスの展開エリアは、「都心や中心市街地等のまちなかの拠点エリア」が最も多い(845団

体 44.6%)。 
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(2) 課題の所在 

課題の所在は、市区町村では「都市サービス提供の担い手となる事業者がいない」が最も多い

(772 団体、32.0%)。まちづくり団体・不動産協会では、「都市サービス事業の採算がとれない」が最も

多い(まちづくり団体 35 団体 28.2%、不動産協会 20 団体 30.8%)。 
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(3) 取組み分野 

取組み分野は、市区町村では「公共施設・共有物の管理」が最も多い(649 団体 16.6%)。まちづくり

団体では「賑わいの創出・経済活性化」が最も多く(38 団体 13.3%)、不動産協会では、「良好な市街

地環境の形成」「賑わいの創出・経済活性化」が最も多い(18 団体 11.9%)。 
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(4) 今後取り組みたい分野 

今後取り組みたい分野は、市区町村では「賑わいの創出・経済活性化」が最も多い(375 団体

15.4%)。まちづくり団体では「デジタル技術を活用した新たな都市サービス②エリアコミュニティサー

ビス」が最も多く(20団体 13.2%)、不動産協会では、「デジタル技術を活用した新たな都市サービス①

ロボティクスの導入」が最も多い(10 団体 12.3%)。 
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(5) 課題を抱えている主体 

課題を抱えている主体は、市区町村・まちづくり団体・不動産協会とも「国・地方公共団体等」が最

も多い(市区町村 918 団体 47.7%、まちづくり団体 34 団体 30.6%、不動産協会 20 団体 31.7%)。 
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(6) 課題の内容① 

国・地方公共団体等が抱えている課題としては、市区町村は「行政主体の行政事務①:都市サー

ビスに対応した行政が所有・管理する都市アセットの整備・改修が不十分」が最も多い(534 団体

22.2%)。まちづくり団体・不動産協会は「行政主体の行政事務②都市サービスの提供をする際の行

政が所有・管理する都市アセットの占用や使用に係る手続等の運用が厳しく、利活用に至らない」が

最も多い(まちづくり団体 20 団体 14.8%、不動産協会 11 団体 18.6%)。 
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(7) 課題の内容② 

都市サービス提供者の課題としては、市区町村は「発注者や利用者のニーズに沿ったエリア価値

向上に資する優良な都市サービス内容の提案・提供が不十分」が最も多い(82 団体 40.8%)。まちづく

り団体・不動産協会では「マネタイズによる市場の開拓・拡大、発注者の負担軽減が不十分」が最も

多い(まちづくり団体 13 団体 35.1%、不動産協会 6 団体 42.9%)。 
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(8) 課題の内容③ 

「民間土地・建物所有者」の課題は、市区町村・まちづくり団体・不動産協会とも「都市サービスの

ための場所提供の意義への理解が不十分」が最も多い(市区町村 116 団体 49.6%,まちづくり団体 14

団体 30.4%,不動産協会 7 団体 36.8%)。 
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(9) 課題の内容④ 

「まちづくり団体」の課題としては、市区町村・まちづくり団体・不動産協会いずれも「官民が一体連

携した都市サービス提供の収益化・持続化スキームの構築が不十分」が最も多い(市区町村 49 団体

21.8%、まちづくり団体 26 団体 24.1%、不動産協会 6 団体 50.0%)。 
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(10) データの取得 

市区町村 253 団体、まちづくり団体 31 団体、不動産協会 15 団体から回答があった。市区町村で

は国勢調査・都市計画基礎調査の活用が多い。まちづくり団体・不動産協会では人流データが多く、

その他 SNS やエネルギーデータ等多様なデータ活用が行われている。 
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(11) 今後のデータ取得ニーズ 

市区町村 281 団体、まちづくり団体 37 団体、不動産協会 16 団体から回答があった。市区町村・

まちづくり団体・不動産協会とも人流データの回答が多い。 
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(12) エリアマネジメント・デジタル技術の目的 

デジタル技術の目的としては、市区町村・まちづくり団体・不動産協会とも「安定的な収益基盤や

体制の確立による持続可能なエリアマネジメント活動の実現」が最も多くなっている(市区町村 717 団

体 45.1%、まちづくり団体 36 団体 41.9%、不動産協会 18 団体 36.0%)。 
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(13) エリアマネジメント・デジタル技術の内容 

今後必要と考えられるデジタル技術は、市区町村・まちづくり団体・不動産協会とも「エリアコミュニ

ティサービス」が最も多い(市区町村 582 団体 33.7%、まちづくり団体 34 団体 29.6%、不動産協会 18

団体 26.9%)。 
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(14) 取組み地区とその概要 

市区町村 20 団体、まちづくり団体 9 団体、不動産協会 4 団体から回答があった。市区町村では

シェアサイクル・シェアモビリティの取組が多い。まちづくり団体・不動産協会では、シェアモビリティ、

アプリの提供などの取組が多い。 
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(15) エリアマネジメント・デジタル技術・都市サービス提供に向けた取組 

重要と考えられる取り組みとしては、市区町村とまちづくり団体は、「カメラ・センサーや情報通信

基盤等のデジタルインフラの整備」が多く(市区町村 451 団体 14.7%、まちづくり団体 33 団体 12.5%)、

不動産協会では「データのエリア循環の仕組みづくり」が多い(14 団体 11.4%)。 
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(16) エリアマネジメント・デジタル技術・取組に向けた課題 

取り組む際の課題としては、市区町村では「デジタル人材が不足しており取り組みに関するノウハ

ウや技術がない」が多く(662 団体 16.9%)、まちづくり団体・不動産協会では、「取り組みのための予算

が不足している」が多い(まちづくり団体 35 団体 16.8%、不動産協会 15 団体 14.6%)。 
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(17) エリア循環が望まれるデータの内容 

データの内容としては、市区町村・まちづくり団体・不動産協会いずれも「エリアの来訪者や混雑

状況などの人流に関するデータ」が最も多い(市区町村 219 団体 45.9%、まちづくり団体 28 団体

43.1%、不動産協会 12 団体 38.7%)。 
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(18) 都市アセットの利活用ルール 

都市アセットの利活用ルールについては、市区町村・まちづくり団体・不動産協会いずれも「特に

設定していない」が最も多い(市区町村 941 団体 86.7%、まちづくり団体 22 団体 35.5%、不動産協会

9 団体 36.0%)。 
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(19) 条例に基づくルールの内容 

条例に基づくルールの内容等については、市区町村 31 団体、まちづくり団体 9 団体から回答が

あった。市区町村では「まちづくり条例」「景観まちづくり」「地区計画」など、まちづくり団体からは「ガ

イドライン」が挙げられている。 
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(20) 条例又は任意のルールの内容 

具体的な規定については、市区町村 41団体、不動産協会 9団体から回答があった。市区町村で

は、「建物用途・高さ制限」「色彩」「利活用ルール」など、不動産協会では、ガイドラインに基づく「活

用ルール」等が挙げられている。 
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(21) 今後取り入れたいルール 

今後取り入れたいルールについては、市区町村 12 団体、まちづくり団体 10 団体、不動産協会 7

団体から回答があった。いずれも「デジタルデータ活用のルール」という回答が多い。 
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(22) デジタル分野のルールの必要性 

ルールの必要性については、市区町村では「わからない」が最も多い(751 団体 69.4%)。まちづくり

団体・不動産協会では「必要である」が最も多い(まちづくり団体 26 団体 61.9%、不動産協会 15 団体

75.0%)。 
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(23) ルールの法的位置付けによる強化 

ルールの法的位置づけの強化については、市区町村・まちづくり団体・不動産協会いずれも「法

的位置づけを強化すべき」が最も多い(市区町村 126 団体 38.9%、まちづくり団体 14 団体 46.7%、不

動産協会 9 団体 56.3%)。 
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(24) ルールの法的位置付けの内容 

具体的な法的位置づけとしては、市区町村は「法定計画・協定等による公的位置づけの強化」が

最も多い(81 団体 23.4%)。まちづくり団体・不動産協会では「法定計画・協定等の内容にかかる行政

手続要件の緩和」と「法定計画・協定等とした場合の規制緩和」が多い(まちづくり団体 11 団体 15.9%、

不動産協会 7 団体 15.9%)。 
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(25) ルールの支援策 

ルールの支援策としては、市区町村は「法定計画・協定等の活用ガイドラインの策定」が最も多い

(106 団体 28.3%)。まちづくり団体・不動産協会は「予算支援」が最も多い(まちづくり団体 13 団体

24.5%、不動産協会 8 団体 23.5%)。 
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(26) 管理や利活用に関する規定 

管理や利活用に関する規定については、市区町村は「わからない」が最も多い(778 団体 71.9%)。

まちづくり団体・不動産協会では、「規定を加えるべき」が最も多い(まちづくり団体 21 団体 50.0、不

動産協会 12 団体 60%)。 
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(27) 管理や利活用に関する規定の課題 

規定に関する課題としては、市区町村・まちづくり団体・不動産協会いずれも「計画、整備と同等

の制限型の規定であると行政運用が厳しくなり、かえって利活用が進まない可能性がある」が最も多

い(市区町村 112 団体 49.8%、まちづくり団体 19 団体 52.8%、不動産協会 11 団体 50.0%)。 
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(28) ガバナンス規定の強化制度 

カバナンス規定の強化制度について、市区町村では「わからない」が最も多い(849 団体 78.5%)。

まちづくり団体・不動産協会は「必要である」が最も多い(まちづくり団体 20 団体 47.6%、不動産協会

16 団体 80.0%)。 
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(29) 利活用による効果への期待 

都市アセットの利活用に対する期待は、市区町村では「エリア内の人々の活動の多様化・活発化

が最も多い(880 団体 22.7%)。まちづくり団体では「エリア外からの来訪者の増加」が最も多い(37 団

体 13.4%)。不動産協会では「エリア内の人々の活動の多様化・活発化」「エリア外からの来訪者の増

加」「まちのブランドイメージの向上」「エリア滞在者の QOL の向上」が多い(19 団体 12.1%)。 
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(30) 利活用による効果 

発現された効果としては、市区町村・まちづくり団体・不動産協会とも「エリア内の人々の活動の多

様化・活発化」が最も多い(市区町村 228 団体 32.9%、まちづくり団体 26 団体 19.1%、不動産協会 12

団体 19.0%)。 
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(31) 効果分析の内容 

効果分析の内容については、市区町村 18 団体、まちづくり団体 7 団体、不動産協会 6 団体から

回答があった。いずれも「来街者へのアンケート調査」「イベント参加者」などが多い。 
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(32) 効果を高める取り組み 

効果を高める取り組みとしては、市区町村・まちづくり団体・不動産協会とも「官民の都市アセット

のハード空間の質を、より一層高めることで利用者の満足度の向上」が最も多い(市区町村 622 団体

34.9%、まちづくり団体 28 団体 23.7%、不動産協会 16 団体 22.9%)。 
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(33) 交流・連携の取組み 

大都市と地方都市の交流・連携の取組の状況としては、市区町村では「特に取り組んでいない」

が最も多い(725 団体 67.0%)。不動産協会では「取組を既に進めている」「特に取り組んでいない」が

多くなっている(9 団体 45.0%)。 
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(34) 取組みの具体的内容 

取組みの具体的内容については、市区町村 137 団体、不動産協会 9 団体から回答があった。い

ずれも「テレワーク関連(テレワーク、ワーケーション、サテライトオフィス、コワーキングスペース等)」が

多い。 
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(35) 課題やルール・仕組み等 

大都市と地方都市との連携の課題等については、市区町村 66 団体、不動産協会 7 団体から回

答があった。市区町村では、「デジタル基盤や取り組み全般に関する財源確保・支援」が求められて

いる。不動産協会では、取組の収益性確保のための「予算や税制等の支援」が求められている。 
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2.2.4 都市利便増進施設に関するまちづくり会社のニーズ把握調査(更問調査) 

(1) 調査目的 

エリアマネジメントの展開に向けては、カメラ・センサー等のデジタル技術を活用し、人流・物流の

データをリアルタイムに的確に把握し施策に反映していく必要がある。そのため、実際にエリアマネ

ジメントを進めているまちづくり会社に、アンケート調査を実施し、このような情報機器についてのニ

ーズを把握し、以下の都市利便増進施設(参考１)に新たに明確化を検討するための基礎資料取得

を目的とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 調査対象 

調査対象とするまちづくり会社は、「エリア価値向上のための都市サービス等向上に関するアンケ

ート調査」設問 30「デジタル技術を活用した都市サービス提供にあたって、重要と考えられる取り組

み」において、「カメラ・センサー・情報通信基盤の整備」が重要と回答した 33 団体(重複回答があり

実質は 32 団体)を調査対象とする(参考２、３)。 

 
 
 
 
 
 
（３）調査方法 
調査票(エクセル票)を、「エリア価値アンケート」の回答者に発信・回収。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

（都市利便増進施設）
第十二条の九 法第四十六条第二十五項の国土交通省令で定める施設等は、次に掲げるものとする。一 道路、
通路、駐車場、駐輪場その他これらに類するもの
二 公園、緑地、広場その他これらに類するもの
三 噴水、水流、池その他これらに類するもの
四 食事施設、購買施設、休憩施設、案内施設その他これらに類するもの
五 広告塔、案内板、看板、標識、旗ざお、パーキング・メーター、幕、アーチその他これらに類するもの
六 アーケード、柵、ベンチ又はその上屋その他これらに類するもの
七 備蓄倉庫、耐震性貯水槽その他これらに類するもの
八 街灯、防犯カメラその他これらに類するもの
九 太陽光を電気に変換するための設備、雨水を利用するための雨水を貯留する施設その他これらに類するもの
十 彫刻、花壇、樹木

参考１ 都市利便増進施設一覧 
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［エリアマネジメント・デジタル技術・都市サービス提供に向けた取組］設問30
26.の実現に向けて、デジタル技術を活用した都市サービス提供にあたって、重要と考えられる取り組みについて、
当てはまるものを選択してください。（複数選択可）

・市区町村、まちづくり団体で「カメラ・セ
ンサー・情報通信基盤の整備」が第一に挙
げられている。不動産協会も選択が多い。

・その他「エリア価値の評価」の選択も多く
なっている。

・まちづくり団体では、「まちづくり団体の安
定財源の確保」が多く選択されている。
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1_市区町村
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参考２ エリア価値アンケート結果 
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(3) 設問 

〇依頼文 

2022 年３月に発出させていただきました「エリア価値向上のための都市サービス提供等に関するアン

ケート調査」にご回答頂き大変ありがとうございました。今回、追加調査として当該アンケート調査設問 30

「デジタル技術を活用した都市サービス提供にあたって、重要と考えられる取り組み」において、「カメラ・

センサー情報通信基盤の整備」が重要と回答された団体の方にアンケート票を送信させて頂いておりま

す。以下の設問にご回答下さい。 

 

NO ID 都道府県名 市区町村名 団体・部署名 

1 2-3 愛知県 春日井市 高蔵寺まちづくり株式会社 

2 2-5 和歌山県 和歌山市 株式会社ワカヤマヤモリ舎 

3 2-6 滋賀県 草津市 草津まちづくり株式会社 

4 2-7 東京都 佐久市 株式会社まちづくり佐久←重複 

5 2-8 東京都 佐久市 株式会社まちづくり佐久←重複 

6 2-10 茨城県 水戸市 株式会社まちみとラボ 

7 2-12 大阪府 大阪市 一般社団法人中之島まちみらい協議会 

8 2-13 滋賀県 長浜市 えきまち長浜株式会社 総務経営部 

9 2-14 埼玉県 さいたま市 一般社団法人美園タウンマネジメント 

10 2-15 大阪府 大阪市 一般社団法人ミナミ御堂筋の会・事務局 

11 2-16 兵庫県 神戸市 株式会社神戸ウォーターフロント開発機構 

12 2-17 兵庫県 神戸市 神戸ハーバーランド株式会社 

13 2-19 東京都 新宿区 小田急電鉄株式会社 

14 2-21 大阪府 大阪市 一般社団法人梅田１丁目エリアマネジメント 

15 2-22 東京都 港区 一般社団法人新虎通りエリアマネジメント 

16 2-23 広島県 広島市 広島駅周辺地区まちづくり協議会 

17 2-24 大阪府 大阪市 （社）御堂筋まちづくりネットワーク 

18 2-25 福井県 福井市 まちづくり福井株式会社 

19 2-26 広島県 広島市 エキキタまちづくり会議 

20 2-28 大阪府 大阪市 一般社団法人グランフロント大阪 TMO 

21 2-29 神奈川県 横浜市 一般社団法人 横浜みなとみらい２１ 

22 2-31 東京都 千代田区 一般社団法人大手町・丸の内・有楽町地区まちづくり協議会 

23 2-32 東京都 千代田区 NPO 法人大丸有エリアマネジメント協会 

24 2-33 大阪府 大阪市 ミナミまち育てネットワーク 

25 2-34 岡山県 岡山市 おかやま未来まちづくり株式会社 

26 2-35 千葉県 柏市 一般財団法人柏市まちづくり公社 

27 2-36 愛知県 名古屋市 名駅南地区まちづくり協議会 

28 2-37 東京都 港区 一般社団法人竹芝エリアマネジメント 

29 2-38 茨城県 牛久市 牛久都市開発株式会社 

30 2-39 大阪府 大阪市 梅田地区エリアマネジメント実践連絡会 

31 2-40 東京都 千代田区 
エコッツェリア協会（一般社団法人 大丸有環境共生型まち

づくり推進協会） 

32 2-41 東京都 渋谷区 渋谷駅前エリアマネジメント 

33 2-42 神奈川県 横浜市 一般社団法人ドレッセ WISE たまプラーザエリアマネジメンツ 

参考３ 対象法人一覧 
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〇設問 

自治体と都市利便増進協定を締結することで、以下に示す都市利便増進施設をまちづくり会社におい

ても活用することが可能となります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
これら以外に今後のエリアマネジメントの展開に向け、有効と考えられる施設はありますか。以下から選

択して下さい。また想定される利活用イメージがある場合は具体的に記載して下さい。(①から④は複数

回答可) 

 

① カメラ(想定している利活用法) 

② センサー(想定している利活用法) 

③ 情報通信機器(想定している利活用法) 

④ その他(具体的な機器と利活用法) 

⑤ 特になし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（都市利便増進施設）
第十二条の九 法第四十六条第二十五項の国土交通省令で定める施設等は、次に掲げるものとする。一 道路、
通路、駐車場、駐輪場その他これらに類するもの
二 公園、緑地、広場その他これらに類するもの
三 噴水、水流、池その他これらに類するもの
四 食事施設、購買施設、休憩施設、案内施設その他これらに類するもの
五 広告塔、案内板、看板、標識、旗ざお、パーキング・メーター、幕、アーチその他これらに類するもの
六 アーケード、柵、ベンチ又はその上屋その他これらに類するもの
七 備蓄倉庫、耐震性貯水槽その他これらに類するもの
八 街灯、防犯カメラその他これらに類するもの
九 太陽光を電気に変換するための設備、雨水を利用するための雨水を貯留する施設その他これらに類するもの
十 彫刻、花壇、樹木

参考１ 都市利便増進施設一覧(再掲) 
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(4) 結果 

今後のエリアマネジメントに有効と考えられる施設は、①カメラが最も多く(83.3%)、②センサー

(73.3%)、③情報通信機器(63.3%)がそれに次いでいる。 

 

 

 

 
 

想定している活用方法(自由回答)は、次頁以降の通りである。 

カメラについては、人流把握の回答が多い。さらに滞在時間や属性把握まで想定しているものも

ある。その他では、放置自転車の状況、河川増水時の状況、荷捌きスペースの状況把握等の活用

想定の回答もあった。 

センサーについても、人流把握の回答が多い。さらに回遊性や混雑状況の把握の活用想定の回

答もあった。 

情報通信機器については、デジタルサイネージの回答が多い。次いで WIFI の活用想定の回答

が多い。 

その他については、ドローンや電源機器、電動キックボード等の小型モビリティに関する活用想定

の回答があった。 

 
 
 
 
 

今後のエリアマネジメントの展開に向け、有効と考えられる施設 複数回答 ％
全体 30 100.0%

①カメラ 25 83.3%
②センサー 22 73.3%
③情報通信機器 19 63.3%
④その他の機器 8 26.7%
⑤特になし 0.0%
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ID ①カメラ
2 防犯カメラ以外でしょうか。24時間365日様子を見るという意味では四季折々の使い方があります
6 車や歩行者等の交通量の把握。

7

・人流・車両データの把握。（都市アセット（公共空間）におけるイベントなど賑わい創出のた
め、災害時のリアルタイムの人の動きを把握するため）
・（中之島が河川に囲まれた地域であるため）増水時の河川の状況や橋の状況などをリアルタイム
で確認/共有

8
通行量調査（定量はもちろん、定性が分かれば、効果的な戦略に資する基本情報として活用でき
る）

10
・占用物の管理
・放置自転車や不法投棄等の監視
・荷捌きスペースの監視

11 エリアへの来訪者に関するデータの取得
12 防犯を目的とした利活用

14
AIカメラによる定点観測により、歩行者通行量・滞在時間・属性変化等の利用状況を自動計測し、
地区内への流入状況やオープンスペースの滞在状況等を把握する

15
スマートポール（通信基地局、公衆Wi-Fi、人流解析カメラ、街路灯、デジタルサイネージなどを
搭載した多機能ポール）を道路上に設置し、継続的なまちの実態のモニタリング・見える化

16 平常時やイベント実施時の人流把握

17
・道路空間の人流把握
・災害時の道路等公共空間の状況把握（Webでのモニタリング）

18 まちなかに人流調査用のカメラを設置することで、歩行者の人流や回遊性を把握する。
19 イベント時のカウント調査やイベント状況、混雑度の発信など
20 人流調査、属性調査等

21
１．人流測定：画像解析などによる建物施設管理(入退館測定)と道路・通路(含建物及び敷地内)通
行量及び混雑状況調査とデータ取得・分析
２．各種防犯対策（画像分析及び画像解析）

22

道路や公開空地などの公的空間活用の視点において、イベント時の警備・防犯対策への活用、AI画
像解析による人流や滞留時間調査による次の施策への活用（時間軸の評価や、平面的に広い範囲で
の場所比較等が可能になる）、コロナなどの混雑情報等を取得し来街者向けの情報発信や誘導に生
かすことが想定される。
さらには、エリアマネジメント主体以外の活用事業者への情報提供（例えば食事施設の運営会社や
イベント貸付先などに対してもフィードバックを行える、ロボットなどの道路交通法改正により公
道のロボット走行などが増えるにあたっての監視や制御など）の可能性もある。
※都市利便増進施設になることで占用や公的空間活用の方策など既存の施策の都市利便増進がさら
に進むことを期待したい。

24
荷捌き車両のナンバー自動認証、治安維持や警備のための防犯カメラ、歩行者の流量や滞在行動を
把握するためのカメラやセンサーが必要と考えている。

25 流動人口の属性データの取得・混雑状況の把握

27
公園等の公共空間における利活用に関する実証実験を行う際、効果検証のためのデータ収集に活用
できると考える。

28

人流データの計測とリアルタイム情報提供等によるデータ活用。
（具体的には、エリア内の劇場などへの来街者に対して、リアルタイムで人流計測を行うととも
に、講演終了時にクーポンを配信して飲食店に立ち寄って頂く（街中を回遊して頂く）ように誘導
するなどのサービスが考えられる）

29

多様化する市民1人ひとりのニーズを把握するため、その場所の動態調査・人の流れ・年齢層・利
用時間帯といったバックデータを得て活用することができたらよいと考えている。例としてAI搭載
の案内看板のようなもの（タッチパネルを操作した場合でも情報を得ることができるもの）を設置
し、その調べた内容のデータを分析・反映するみたいなことができたらよい。（実施は難しい。）

30

・エリアイベントや社会実験実施時の来場者数のカウント、混雑度の測定
・表情等のAI分析による、滞在場所やイベント・社会実験等における快適度・満足度の把握やオー
プンスペースでの異常感知、など
・バリアフリールートの利用頻度の把握、など

32 防災利用。災害時の一時避難場所への誘導
33 災害時におけるエリアの被災状況等の情報提供に役立てるかと思います。
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ID ②センサー
1 都市利便増進施設を使用している属性(性別、年代、使用時間等)の把握
2 安全のために利用できます
6 施設への出入りを自動でカウントする。
7 人流・車両データの把握。

8
通行量調査（定量はもちろん、定性が分かれば、効果的な戦略に資する基本情報として活用でき
る）

9

地区内の集客施設（埼玉スタジアム2○○2公園）での大規模イベント開催時の交通対策等におい
て、道路ごとの断面交通量や歩行混雑度（サービスレベル）、各交差点での渋滞長・滞留時間、信
号現示サイクル内での処理台数等を分析・活用。
※デジタル化されたデータが存在しないものについて交通対策等社会実験を行う度に人力計測して
おり、人力計測ではコストがかさむ為、そうした実験を定常化していく際の日常的なモニタリング
検証を行う上でも期待されている。

10 ・人流データの計測
11 エリア内の回遊性の評価に向けた人流の把握
12 来街者調査に際し、通行量・性別・年齢等について、上記カメラと連動して記録する。

14
IoTセンサーにより、通行スペースにおける通行量や通行属性を把握し、地区内への流入状況等を
把握する

15 沿道の複数施設・公園に設置し、沿道の歩行者量や公園の利用者数の計測（実施済み）
16 イベント実施時における来場者数の測定
19 サイネージの設置にあわせ、閲覧数（広告価値）の可視化
20 人流調査等

21
・パケットセンサー：局所人流測定とデータ取得・分析（建物等入退館測定、及び、道路・通路等
通行量測定）

22

人に関するセンサーについてはカメラでの回答参照。
トイレ等の満空情報や天気情報（局地的なゲリラ豪雨などのアラート等）を取得し、公的空間活用
事業者や来街者向けの情報発信への活用が想定。
将来的にはロボットの自己位置推定などにも関係。
※都市利便増進施設になることで占用や公的空間活用の方策など既存の施策の都市利便増進がさら
に進むことを期待したい。

24
1000台/日を超える荷捌き車両の通行証を発行し、行き先と時間を交通規制と合わせてコントロー
ルすることにより、歩行者優先のエリアを計画中。ナンバー自動認証システム、ゲートなどの導入
は必須と考えている。

25 流動人口の属性データの取得・混雑状況の把握

28
竹芝は高潮・洪水浸水地域であるため、水位計センサーの設置により、リアルタイムの河川水位を
検知・予測でき、街のソフト防災力を高めることができるものと考えられる。

30
・人流解析や車両（自動車・自転車）通行量の解析
・まちの回遊経路の把握　※①との連動による

32 防災利用。災害時の一時避難場所への誘導

33
イベント時における来場者の把握やその波及効果としての人流の把握に役立てたいと考えておりま
す。
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ID ③情報通信機器
1 デジタルサイネージ等といった画面を通じた情報発信
2 SNSのリアル配信用

6
WIFI機器の設置でスマホの接続状況を把握し、そこからまちなかの回遊性、滞留時間などを把握す
る。

7 人流・車両データの把握。

8
通行量調査（定量はもちろん、定性が分かれば、効果的な戦略に資する基本情報として活用でき
る）

10
・Wi-Fi等のスポット
・デジタルサイネージによる案内、広告、防災情報発信など

11 屋外通信環境の確保による滞在性の向上、インバウンド対応
15 レジリエントなまちの実現に向け、デジタルサイネージ等各種メディアの災害時における活用

17
デジタルサイネージ
・公共、地域情報の発信
・当会が運営するWeb防災システムと連携した避難場所・備蓄提供等の情報発信

18
ＤＸを活用した駐車場案内システムを導入することで、まち全体の駐車場の満空情報をスマート
フォンで確認できるようにし、来街者の利便性を向上する。

21
・５Ｇと先端技術を組み合わせた新たな都市サービスの実証実験及び実装支援。
・５G通信アンテナ：地区内全体早期整備実現による、通信環境向上。

22

フリーWIFIを提供し、エリアアメニティの向上が想定（スマートポール等も想定される）。
情報提供基盤によりエリアの案内機能拡充や防災時の誘導等も考えられる。
※都市利便増進施設になることで占用や公的空間活用の方策など既存の施策の都市利便増進がさら
に進むことを期待したい。

24 防災無線、WIFI、デジサイや音響などを制御する機器類などを想定している。

25
5G基地局（eスポーツイベントの開催など）
電源設備（マーケットイベント、eスポーツイベントの開催など）

26
まちの情報発信のためのデジタルサイネージ。看板と違い、案内・地図の情報更新を随時行うこと
ができる。

28

スマホの主要アプリとして利用されているLINEと連携することで、エリア情報（イベント情報
等）を効果的に配信することが可能になる。（イベント時などにNFCタグを使ったスタンプラリー
の取組みを通じて来街者の属性情報等を取得し、情報発信・集客促進に役立てることが可能とな
る）

30
・エリアイベント開催情報や災害時の防災情報など、来街者への即時的・双方向の情報発信
・大容量データ通信を必要とするデジタルコンテンツの実証実験、など

32 防災利用。災害時の一時避難場所への誘導

33
公共のWIFIを提供することによって、まちの回遊性、賑わいづくりに貢献できるかと考えておりま
す。
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ID ④その他の機器
7 ドローン（カメラの応用）：災害時の状況把握のため（運用のための特例もしくは法改正必要）

8

・ネットワークサイネージ：瞬時の情報発信はもとより、緊急伝達事項（災害時等）を即座に駅周
辺往来者に伝達する手段があると良い。
・ネットワークカメラ：駅前の定点カメラ以外にも、郊外やまちなかに定点カメラを設置し相互に
リアルタイム映像が表示できると、駅周辺往来者は視覚情報が得られ、周遊性が向上する（WEB
上でも公開）。

・鉄道の運行状況：改札前まで行かなくても、駅前の施設に同一の表示があれば、待合場所として
施設を活用できる。

15 エリアにお越しになる方々の利便性向上や滞在時間を伸ばすため、公共のフリーWi-Fiの設置

17

※現在、当会活動エリアの御堂筋はほこみち（歩行者利便増進道路）に、当会は道路協力団体に指
定されている。既に歩行者利便増進誘導区域を道路協力団体が占用するスキームでカメラやデジタ
ルサイネージを設置しており、都市利便増進協定制度とのメリット・デメリットを比較した上での
利活用実施となる。

19 イベント用の電源（被災時は防災としても活用可）
20 彫刻以外のアートオブジェ（賑わい創出や放置駐輪対策）

22

電源機器類（来街者向けコンセントの提供）により公的空間活用の更なる利便性向上、来街者への
利便性向上を目指す取り組みも想定される。
また、上記①・②・③いずれも末端機器だけではなく通信・電源と線の確保が必要であり、それら
は末端機器設置だけではない道路や公的空間への敷設が必要となる点、メンテナンス負荷への対応
に係る制度措置の必要。

25 電動キックボードなど小型モビリティの活用。

30
・無人自動運転ロボ
　⇒ドローンなどによるエリア内の運搬、など
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2.3 普及啓発方策の検討 

本業務において、普及啓発方策として、国土交通省ホームページの情報更新等を行ったのは、

以下の項目である。 

 

表 2.3-1 更新可能資料一覧 

出典 内容 図番号 

「ウォーカブル」 

アンケート調査 

都市再生推進法人一覧（追加・更新） 図 2.3-1～5 

都市再生推進法人の取組概要資料（新指定法人を含む） 図 2.3-6 

都市再生推進法人の事業方針資料（新指定法人を含む） 図 2.3-7 

都市再生特別措置法に基づく協定締結等の一覧（追加） 図 2.3-8～9 

まちづくり DAY2023 官民連携まちづくり DAY「note アカウント」における記事の投稿（更新） 図 2.3-10 

官民連携まちづくり DAY「youtube 動画」における動画の投稿（更新） 図 2.3-11 
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図 2.3-1 ウェブサイト更新箇所 

（https://www.mlit.go.jp/toshi/toshisaisei/） 

https://www.mlit.go.jp/toshi/toshisaisei/
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図 2.3-2 ウェブサイト更新箇所 
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図 2.3-3 ウェブサイト更新箇所 
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図 2.3-4 ウェブサイト更新箇所 
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図 2.3-5 ウェブサイト更新箇所 
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図 2.3-6 都市再生推進法人の取組概要資料（例） 

  

２ まちのプロモーション
（収益事業 ・ 非収益事業 / 公有地 ・ 民有地）

■ HAMACHO.JP(地域情報発信WEBサイト)
■ BRIDGE(地域情報誌)
■ 浜町まっぷ（まちあるきMAP）
■ サービスパス

・まちの魅力や地域情報、
組織活動内容をWEBや
紙面で定期的に情報発
信中。

３ まちの環境整備
（収益事業 ・ 非収益事業 / 公有地 ・ 民有地）

■ 浜町みどりPJ
・「みどり」をキーワー
ドに、未来の浜町の公有
地活用に向けたプロジェ
クト。心地よい緑道空間
の実現に向けての社会実
験実施やまちなかへのプ
ランターの設置等を実施。

一般社団法人日本橋浜町エリアマネジメント（東京都中央区）
“Keep Rowing Hamacho” 古きも新しきも未来へ続くまちを目指して

■法人の紹介
2017年に任意まちづくり組織「浜町を盛り上
げる会」を発足。より積極的に活動を展開し
ていくため、2020年に法人化。地元町会・商
店会・企業・住民の皆さんと連携しながら、
以下3つを軸にまちの価値向上・活気あふれ
る地域活動を推進及び支援することを目的と
して活動しています。
１．まちの交流促進
２．まちのプロモーション
３．まちの環境整備

■活動エリア
（約43ha）

■ LINEを活用してまちの様々な情報を発信し
ています！

１ まちの交流促進
（収益事業 ・ 非収益事業 / 公有地 ・ 民有地）

■ きれいPJ 
・2か月毎に地域住民、就業者と共に清掃活動を実施

■ 浜町マルシェ
・地元商店街と連携し、再開発広場内で年4回開催。

■ 浜町AutumnSession
・当法人の拠点施設とその前面道路空間を活用した
地域秋祭り。

■ 浜町DogFest
・区立公園を活用した地域交流SDGｓイベント。

法人設立年月日 2020年4月1日
指定年月日 2021年1月17日

構成団体

■正会員(社員)：６社
→安田不動産㈱、good mornings㈱、
カゴメ㈱、㈱建設技術研究所、㈱明
治座、TOKYO MIDORI LABO.
■一般会員：9社、個人6名
■特別会員：5団体(地元自治組織等)

Basic information ■官民連携による事業推進体制

Project

Hot topic

浜町界隈のイベント情報や防災情報
に加え、行政(久松警察署、日本橋
税務署等)と連携した情報も提供し
ています。2021年より地域店舗か
らのサービスを受けられる「サービ
スパス」もLINEから利用可能です。

日本橋五の部連合
町会区域を中心と
した日本橋浜町界
隈の約43haを主な
活動エリアとして
います。

http://areamanagement.hamacho.jp/

浜町公園

2022年10月現在

・会員は各々でプロジェクトを立ち上げることができる
・各プロジェクトで活動人員・活動資金を調達し、プロジェクト
を運営する※会費は組織PRや運営費用として支出し、会費は原
則各プロジェクトには充当しない

AutumnSession DogFest

浜町マルシェきれいPJ

社会実験

みどりプランター
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図 2.3-7 都市再生推進法人の事業方針資料（例） 
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図 2.3-8 都市再生特別措置法に基づく協定締結等の一覧（抜粋） 

  

実施事業道路管理者開始年度占用主体
常設オープンカフェ（食事施設）、地域ルールに則った広告の設置新宿区H24新宿駅前商店街振興組合

すわろうテラス、オープンカフェ（食事施設）の設置、広告板の設置北海道開発局H25札幌大通まちづくり株式会社
オープンカフェ（カフェならびに食事施設）の設置
オープンカフェを設置して適切に維持管理することにより、まちのにぎわいを創出する。群馬県・高崎市H25高崎まちなかオープンカフェ推進協議会
自転車駐輪器具（サイクルポート）の整備
民間が中心となった協議会を組織し、コミュニティサイクル専用の自転車駐輪器具を活用して事業の管理・運営を
図る。

群馬県・高崎市H25高崎まちなかコミュニティサイクル推進協議会

広告板・バナー広告の設置・管理、オープンカフェ・売店等（食事施設・購買施設）設置・管理大阪市H25一般社団法人グランフロント大阪TMO

コミュニティサイクルステーションの設置中国地方整備局H25岡山市

休憩施設の設置鳥取市H25新鳥取駅前地区商店街振興組合

食事施設・オープンカフェ（食事施設）・購買施設等の設置によるにぎわいの創出東京都H26一般社団法人新虎通りエリアマネジメント

コミュニティサイクルステーションの設置神戸市H26サイカパーキング㈱

休憩施設の設置、バナー広告の設置柏市H26(一社)柏の葉アーバンデザインセンター

オープンカフェ（食事施設）の設置福井市H26まちづくり福井(株)

観光案内所の設置高岡市H26高岡市、（公社）高岡市観光協会

オープンカフェ（食事施設）の設置長野市H26(株)まちづくり長野
オープンカフェ（食事施設）の設置、物販ブース（購買施設）の設置、マーケット、路上パフォーマンスの実施、ス
トリートフェスの実施 バナー広告の設置千葉市H26富士見商店街協同組合

コミュニティサイクルステーションの設置北九州市H26ＮＰＯ法人ﾀｳﾝﾓｰﾋﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ北九州

休憩施設の設置、バナーフラッグの設置富山市H26協同組合 総曲輪通り商盛会

オープンカフェ等店舗設置・運営、場所貸出し東海市H27株式会社まちづくり東海
購買施設、食事施設、広告の設置（地下街「デュオこうべ浜の手」）、オープンカフェ（食事施設）の設置、物
販ブース（購買施設）の設置神戸市H27神戸市

フリーマーケットの実施千葉市H27千葉銀座商店街振興組合

地元特産物等販売、オープンカフェの実施千葉市H27千葉市中心市街地まちづくり協議会

マルシェの実施千葉市H27ウエストリオテナント会

道路占用許可の特例の活用実績（59件）１／3

都市再生特別措置法に基づく協定締結等の一覧 ① （R4.10月末時点）

都市再生特別措置法に基づく協定締結等の一覧 ④ （R4.10月末時点）

都市公園占用許可の特例の活用実績（15件）
実施事業公園管理者開始年度占用主体

姫路公園におけるサイクルステーション（自転車駐車器具）の整備姫路市H29姫路市

白川公園、裏門前公園にてシェアサイクルポートを設置名古屋市H30栄ミナミまちづくり(株)

まちなかの都市公園各所におけるサイクルポートの整備大津市H30(株)まちづくり大津

まちなかの都市公園各所におけるサイクルポートの整備和歌山市H30 ユタカ交通(株)

まちなかの都市公園各所におけるサイクルポートの整備江東区H30江東区、民間事業者

園児の野外遊び場としての利用雲仙市H30雲仙市

ライトアップイベント東京都R1(一社)竹芝エリアマネジメント

金坂公園内の温泉井戸内に観測装置を設置して歪観測を行い、南海トラフ地震発生予測に関する研究を
行う。

三豊市
都市整備課R1国立研究開発法人産業技術総合研究所

シェアサイクル事業千葉市R2(株)Open Street

シェアサイクル事業（運営主体は民間事業者）東京都
荒川区R2荒川区

シェアサイクル事業大阪府
豊中市R2豊中市

マルシェ（手作り品販売、リサイクル品販売、各店舗紹介、コミュニケーションの場として利用）豊能町R2トヨノつながるWEマーケット

サイクルポートの設置福岡市R2福岡市、neuet(株)

サイクルポート設置宮崎県
宮崎市R2交通事業者等

横浜都心部コミュニティサイクル事業横浜市R3(株)ドコモ・バイクシェア
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図 2.3-9 都市利便増進協定締結実績（例） 

  

 1 . 北海道開発局、札幌大通まちづくり（株）（札幌市）  
2 . 川越市、（株）まちづくり川越（川越市）  
3 . 富山市、（株）富山市民プラザ（富山市） 
4 . 東海市、（株）まちづくり東海（東海市）  
5 . 草津市、草津まちづくり（株）（草津市）  

草津市、草津まちづくり（株）（草津市） 
6 . 大阪市、エヌ・ティ・ティ都市開発（株）、三井住友信託銀行（株）、 

積水ハウス（株）、ノースアセット特定目的会社、阪急電鉄（株）、 
三菱地所（株）、（一社）グランフロント大阪 TMO（大阪市） 
大阪市、エヌ・ティ・ティ都市開発（株）、三井住友信託銀行（株）、 
積水ハウス（株）、ノースアセット特定目的会社、阪急電鉄（株）、 
三菱地所（株）、（一社）グランフロント大阪 TMO（大阪市） 

7 . 柏市、（一財）柏市みどりの基金（柏市） 
8 . 長浜市、えきまち長浜（株） （長浜市） 
9 . 仙台市、（一社）荒井タウンマネジメント（仙台市） 
10 .さいたま市、(一社)アーバンデザインセンター大宮（さいたま市） 
    さいたま市、(一社)美園タウンマネジメント 
11 .名古屋市、栄ミナミまちづくり(株)（名古屋市） 

  栄ミナミまちづくり(株)、三菱 UFJ信託銀行(株)（名古屋市） 
  中部地方整備局、栄ミナミまちづくり(株)（名古屋市） 
  錦二丁目エリアマネジメント(株)（名古屋市） 

12 .福井市、まちづくり福井（株）（福井市） 
13 .前橋市、（公財）前橋市まちづくり公社（前橋市） 
  (一社)前橋デザインコミッション（前橋市） 
14 .神戸市、神戸ハーバーランド（株）（神戸市） 

(株)神戸ウォーターフロント開発機構（神戸市） 
15 .福崎町、(株)PAGE（福崎町） 
16 .豊田市、(一社)TCCM（豊田市） 
17 .静岡市、(一社)草薙カルテッド（静岡市） 
  静岡市、(一社)草薙カルテッド（静岡市） 

静岡市、(一社)草薙カルテッド（静岡市） 
静岡市、御伝鷹まちづくり(株)（静岡市） 

18 .渋谷区、(一社)渋谷駅前エリアマネジメント（渋谷区） 
19 .倉敷市、倉敷まちづくり(株)（倉敷市） 
20 .春日井市、高蔵寺まちづくり(株) 
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図 2.3-10「note アカウント」における記事の投稿（抜粋） 

※投稿記事の詳細については、3.1.5 開催告知方法等を参照 

 
図 2.3-11「YouTube 動画」の表示画面（抜粋） 

※YouTube 動画の詳細については、3.3.3 イベント後の情報発信を参照 
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